「表示」→「見出しマップをクリック
　　最近は地域金融機関の動きが鈍い気がする．ゆうちょ銀行などが動いてくるのに．というのは期待しすぎのつぶやきか．

０　ウォーミングアップ
００　トピックス
男女共同参画
千葉発――女性行員、人材に厚み、支援拡充、若手に英才教育（列島金融ファイル）

	2007/09/04, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1375文字


　千葉県内に本店を置く地方銀行・第二地方銀行で、女性行員の活躍の場が広がっている。部次長や支店長など管理職に就く女性が増加。男性が中心だった商品企画などにも参画するなど職域が拡大し、若手のうちから英才教育を施す動きも広がっている。
　男女雇用機会均等法が施行されてから二十年以上が経過。一九八六年に、国内銀行で初となる女性支店長を生んだ千葉銀行は、その後、登用人数を増やすことはなかった。千葉銀の伊東正人事部長は「時代背景もあったが、母集団作りができていなかった」と振り返る。
　女性の支店長を一人登用しても、その下に続く優秀な女性を育てなけれ後が続かないからだ。ただ、女性と男性の間には出産に象徴される性差はある。三行はこうした性差を認識し、男女ともに働きやすい環境づくりへ制度面の充実を図ってきた。
　まず出産・育児。千葉銀は今年から育児休暇として十日間を有給に、法律で一年半と定められている育児休業は二年に延長した。千葉興業銀行は今年七月、育児休業制度を一年から三年に延長。京葉銀行は今年四月、六歳以下の子どもを持つ共働きの行員を対象に、勤務時間を一日最大二時間短縮できるようにした。
　雇用確保にも新たな動きが出てきた。千葉銀は二〇〇六年十月、出産などによる退職後十年以内ならば職場に復帰できる機会を設けたほか、同年十二月には非正社員のキャリアアシスタントから正社員になれる道を開いた。
　新卒採用では千葉興銀が二〇〇一年から、性別不問、能力重視の採用を実施。以来、高水準で女性の採用が続いている。
　こうした制度面の充実が実を結び母集団を形成、女性の管理職への登用が増加した。千葉銀では〇六年十月に初の女性部次長が誕生。現在、支店長は五人だ。京葉銀は部次長職にあたる出張所長に一人、本部の部次長に二人が就任。千葉興銀は支店長に五人を登用、管理職全体に占める女性の割合が一割強になるなど、女性管理職の存在も当たり前になっている。
　一方で、将来の管理職を育てるため、若手女性行員を商品企画に投入する動きも目立つ。京葉銀は〇五年十一月、別々の部署で業務に携わる二十代後半―三十代前半の女性を集めた「女性企画会議」を立ち上げた。
　キャッシュカードの裏に好きな写真をプリントできるサービスを皮切りに、女性向けの車や住宅ローンの金利を優遇する商品など開発。綿貫弘一頭取も「今のうちから英才教育すれば、将来、責任を負うリーダーになる人が出てくる」と期待する。
　千葉銀行も今年四月、女性の感性を生かした商品・サービスを開発するため女性行員十五人を集めた「私のきらめきプロジェクト」を結成。第一弾として企業が発行するポイントを使いこなすセミナーを開催。第二弾として子育てしやすいと認定された住宅購入者の金利を優遇する商品を開発した。
　当然、第一線で働きたいという女性ばかりではなく、マイペースに働くことを望む女性もいる。ただ「頑張れば出世できるという先例と環境を整えることが大事」と千葉銀の伊東人事部長は言う。
　女性の重要職への登用が当たり前になり、若手女性行員の第一線への投入も活発化。最高益更新を続ける三行の表舞台で、躍動する女性の存在感が高まっているのは間違いない。（

メンテナンス営業強化、女性活用へ専用職埼玉・新潟に新拠点、藤田エンジニアリンググ

	2007/09/06, 日本経済新聞　地方経済面 (群馬), 43ページ, 　, 804文字


　藤田エンジニアリンググループは工場やビル設備の点検・修理の受注活動を強化する。二〇〇九年三月期に藤田テクノの営業所を埼玉県南東部に出店するほか、新潟県上越市にも技術者を初めて常駐させる。工事現場で顧客の対応などに当たる女性専用の役職も新設。営業地域の拡大と人材活用の両面から事業強化を進め、工場などのメンテナンス需要を取り込むことで事業を拡大する。
　工場やビルの空調設備、ロボットなど産業用電気機器の点検・修理を手掛ける子会社、藤田テクノ（群馬県高崎市、藤田実社長）の営業拠点を増やす。埼玉県内に新設する営業所は、約七百平方メートルの延べ床面積に作業場や機材倉庫などを備える予定。
　営業所新設は〇五年の埼玉営業所（埼玉県鶴ケ島市）以来で、同県では熊谷出張所（熊谷市）を含めて三拠点目。車の移動で一時間以内を商圏とし、「東京都から近く工場数が多いためメンテ需要がある」（同社）とみる千葉県柏市や茨城県守谷市などで営業活動を推進。五年以内に年五億円の売り上げを目指す。
　新潟県に設ける出張所は、上越市に事務所を借りて四人程度の技術者が常駐する。大手半導体メーカーが同市内に建設する工場のメンテを担当。同県初の常駐拠点として上越地域での営業拡大の足がかりとする。本社を含む四拠点体制から六拠点体制となる。
　受注強化に向けて、女性の活用も加速する。藤田テクノでは四月に女性専門職の「フィールドアシスタント」を新設。作業現場で設備のデータ測定など補助的な業務のほか、顧客への点検手順の説明などに取り組む。今年度は空調の保守契約グループに二人を配属したが、今後は毎年、空調以外の各グループに毎年二人ずつ配属していく。
　男性技術者が担当していた業務を分担することで現場の作業負担を軽くする。女性ならではのきめ細かな対応により顧客満足度の向上を狙う。

育児休業、再取得可能に、出産後、原則１年以内なら――厚労省検討。

	2007/09/09, 日本経済新聞　朝刊, 3ページ, 　, 597文字


　厚生労働省は育児休業制度を柔軟に利用できるよう制度改正の検討に入る。従業員が早めに職場復帰しても、本人が希望すれば原則一年以内なら再び育児休業をとれるようにする。十日に「今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会」を立ち上げ、来年度をメドに育児・介護休業法の改正案をまとめる。
　育児休業は子供が生まれたあと原則一年間（保育所に預けられないなどの事情があれば最長一年半）、休むことができる制度。育児を受け持つ配偶者が亡くなるなどの「特別な事情」がない限り、期間内に繰り上げて育児休業を終わらせると休業期間が残っていても再びとることはできない。
　厚労省は「特別な事情」の条件を大幅に緩和し育児休業制度の柔軟性を高めることにした。原則一年間の育児休業の期間は変えないが、その間に個人的な理由で繰り返し育児休業をとれるようにする。例えば二カ月間で育児休業を切り上げた場合、職場復帰から二カ月後に子供が体調を崩すなどで働くことが難しくなったら、再び八カ月間の育児休業をとれる。
　積水化学工業が育児休業の取得可能期間を一年半から「三歳になるまで」に延ばすなど、優秀な女性従業員を囲い込みたい企業が独自の制度を設け、取得しやすい環境を整えるケースが目立つ。厚労省が検討を始める「育児休業の再取得」はいまでも企業が認めれば可能だが、同省の調べでは実際には九割近くの企業が「一人の子供につき一回」と制限している。

千葉銀、ＨＰに解説コーナー、ネット取引「これで安心」、女性チームが企画。

	2007/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 385文字


　千葉銀行はインターネットバンキング利用時の注意点などをやさしく学ぶことができるコーナーを同行ホームページ（ＨＰ）に開設した。女性行員チームが企画した。ネット犯罪の増加で、利用を躊躇（ちゅうちょ）している顧客にネットバンキングの良さを知ってもらい、新規取引につなげる狙い。
　開設したのは「万全のセキュリティ対策で安心インターネット」。金融犯罪、情報流出、ウイルス感染などへの対策をイラストや動画を使って、わかりやすく解説した。
　千葉銀は女性行員だけの「私のきらめきプロジェクト」チームを立ち上げ、女性の視点を生かした商品やサービスの開発を進めている。今回のＨＰ上の新コーナー開設は女性企画の第五弾となる。
　プロジェクトメンバーの一人は「利用をためらう人のほとんどがネット犯罪に漠然とした不安を抱えている」と分析。「具体的な金融犯罪や対策を学んでもらえたら」と話している。

北陸銀行頭取高木繁雄氏――子育て支援は本業でも（ラウンジ）

	2007/09/15, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 有, 221文字


　▽…少子化対策・子育て支援に役立ててほしいと、富山県に七百万円を寄付した北陸銀行。富山県の石井隆一知事から感謝状を贈られた高木繁雄頭取は「子育て中の家庭を対象に住宅ローンの金利優遇策を拡充した。金融サービス面でも子育てを支援したい」と話す。
　▽…北陸銀が結婚した女性にとって働きやすい職場であることも強調。「女性が支店長に四人、管理者に百人程度が就いている」と胸を張る。地域密着型金融の実践として、子育て支援でも地元を活性化していく考えだ。

日時計、女性起業家に先輩が助言。

	2007/09/15, 日本経済新聞　夕刊, 11ページ, 　, 352文字


　▽…「なぜ売れないのか悩み続けたが、新作ケーキはいけそう」。福井県でカフェ事業を営む「さりゅ」の高木美代子社長（５５）は自信を見せる。昨年、自家製ケーキのネット販売を始めたが、販売不振で一時中止。今月ようやく再開にこぎ着けた。
　▽…自信の根拠は先輩女性起業家たちの教えだ。「他商品との違いを明確に」「一口サイズにしたら」。厚生労働省が昨年六月始めた「女性起業家向けメンター紹介サービス事業」を通じ助言を受け、新作に反映したという。
　▽…同事業の運営を受託しているＷＷＢ／ジャパン（東京・目黒）には女性起業家約七十人が登録。これまでに延べ六百人の相談にのった。奥谷京子代表は「地元商工会などは男性中心。女性は相談しにくい」と話す。同じ目線で話せる先輩との交流は女性起業家の何よりの支えになるようだ。（学）
子育て支援企業に岩手銀が金利優遇、県内中小向け融資、他。

	2007/10/02, 日経金融新聞, 11ページ, 　, 573文字


　【盛岡】岩手銀行は一日、子育て支援に取り組む岩手県内の中小企業を対象に、融資金利を優遇する制度を始めた。同行は今年、創立七十五周年記念事業として子育て支援策を進めている。岩手県が九月から子育て支援企業に対する認証・表彰制度を始めたため、融資制度を通じて施策を後押しする狙いもある。
　対象は県から「いわて子育てにやさしい企業」の認証を受けた中小企業。県の融資制度「県商工観光振興資金」を利用して資金調達する場合、認証の有効期間内に限り通常の固定金利から〇・一％優遇する。融資限度は運転資金が五千万円、設備資金が一億円。
　岩手県信用保証協会も一日から、認証企業を対象に同融資制度にかかる保証料を通常より〇・〇五％割り引く。
　【盛岡】岩手銀行は興銀リースと提携し、金属製品製造の長島製作所（岩手県一関市、新宮紀一郎社長）に対し、同行初の機械担保ローンを実施した。今後、営業用動産の資産価値を有効活用した資金調達の一手法として、県内企業に提案する。
　融資額は五千万円で、運転資金に充てる。期間は四年間。興銀リースが長島製作所と保証委託契約を結んだ上でプレス機や溶接ロボットを担保に取り、岩手銀の融資を債務保証する仕組み。
　長島製作所は通信機器部品の製造のほか、自動車部品分野にも進出して売り上げを伸ばしており、岩手銀は旺盛な資金需要に応えることとした。

岩手銀が金利優遇、子育て支援、県認証の中小。

	2007/10/02, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ａ), 2ページ, 　, 270文字


　岩手銀行は一日、子育て支援に取り組む岩手県内の中小企業を対象に、貸出金利を優遇する制度を設けた。県が九月から子育て支援企業に対する認証・表彰制度を始めたのと連動させながら企業の取り組みを後押しする。
　対象は県から「いわて子育てにやさしい企業」の認証を受けた中小企業。県の「県商工観光振興資金」を利用して同行から資金調達する場合、認証の有効期間内に限り通常の固定金利より〇・一％優遇する。
　融資限度は運転資金が五千万円、設備資金が一億円。
　岩手県信用保証協会も同日から、認証企業を対象に同融資制度にかかる保証料を通常より〇・〇五％割り引く。

七十七銀行、女性専用住宅ローン。

	2007/10/02, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 154文字


　■七十七銀行　一日、女性専用の住宅ローンを発売した。がんと診断された場合に残りのローンの支払いが免除される特約を無償で付けた。女性の住宅購入意欲は高まっており、専用商品の販売で顧客を取り込む。ローン支払い中にがんになると、住宅ローンの残高相当分の保険金が支払われる仕組み。融資額は四十万円以上三千万円以内。

「男女共同参画」、推進企業に融資、商工中金。

	2007/10/04, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 254文字


　商工中金は新潟県と連携し、女性起業家や、男女が共に働きやすい職場環境づくりを進める企業を対象とした新しい融資の取り扱いを始めた。融資の限度額は運転資金の場合で五千万円、設備資金では一億円とする。いずれも金利を〇・二％優遇する。
　融資の名称は「新潟ハッピー・パートナー企業応援ローン」。商工中金の新潟、長岡支店が二〇〇八年三月末まで取り扱う。融資対象は県の「ハッピー・パートナー企業（男女共同参画推進企業）登録制度」に登録している県内の企業。同制度は女性の能力を生かす試みを推進している企業なども登録できる。

米ＮＰＯ法人「カタリスト」、女性活用企業を後押し――経営者も実力評価（生活）

	2007/10/05, 日本経済新聞　夕刊, 17ページ, 有, 2166文字


調査研究　表彰制度
　管理職に占める女性の割合は、日本では約一割。かたや米国は四割を超える。米国では、企業と非営利団体（ＮＰＯ）が手を組んで、女性の社会進出を支援し、企業の女性活用を後押ししてきた。その代表格が、ニューヨークに本部を置くＮＰＯ法人「カタリスト」だ。日本にもこの春、姉妹組織「Ｊ―Ｗｉｎ」が誕生。モデルとする米国カタリストが企業に大きな影響力を持つ秘密を探ってみた。
　ＮＰＯ法人カタリストが、その年に女性幹部登用でめざましい成果を上げた企業に贈る「カタリスト・アワード」。授賞式には、受賞企業の最高経営責任者（ＣＥＯ）が出席することで知られる。
　今年の受賞企業は四社。ペプシコ社は有色女性の活用を進めたことが評価された。ＣＥＯのインドラ・ニューイさんは、インド系アメリカ人である自らの経験も交えてスピーチ、会場から温かな拍手がおこった。
　このほか受賞したのは、ゴールドマン・サックス証券、会計事務所のプライス・ウォーターハウス・クーパース、カナダの銀行スコーシア・バンク。ＣＥＯが次々壇上に立った。
　ニューヨークのウォルドルフ・アストリアホテルでこの三月に開かれた授賞式に集まったのは、正装したシニア・エグゼクティブ約千六百人。大企業のＣＥＯ約百人も列席した。
　　▽　　▼　　▽
　カタリストは、今年創立四十五周年。社会を変革する触媒（カタリスト）でありたいとする思いが団体名に込められている。活動の対象を企業に定めるのが特徴だ。一九八〇年代以降は女性の上級管理職を増やすことに力を入れている。八〇年代半ば、米国社会が迎えたある転機を経て、その影響力を強めてきた。
　八六年にウォールストリート・ジャーナル紙に掲載された記事「企業で女性が昇進するには、見えない壁、ガラスの天井がある」が反響を呼ぶ。さらに翌年発表された労働白書「ワークフォース二〇〇〇」が企業を揺るがせた。人口構成が変化し、二〇〇〇年までに労働市場へ新規参入する者に占める白人男性の割合が一五％に低下するという予測が発表されたのだ。
　これをきっかけに、企業は女性や有色人種などマイノリティー活用に本腰を入れ始める。カタリストは八七年にカタリスト・アワードを始め、企業との連携を深めていく。
　女性の上級幹部を増やすための施策を調査・研究し、会員企業に情報を提供。さらにコンサルティングやスポンサーを得ての調査などを事業として行う。
　　▽　　▼　　▽
　現在、会員企業は約三百四十社、年会費は一万ドル。昨年の寄付金は日本円にして六億五千万円ほど。年収は十二億円超だった。
　多額の協賛金が集まるのは、企業がその活動を評価するからこそ。中でも調査活動は学術的にも評価が高い。毎年発表されるベンチマーキングでは、各階層での女性社員の割合や離職率といった統計数値のほか、女性の昇進に経営幹部がどれだけ責任を負ったかをはかる「アカウンタビリティー」を定点観測している。
　カタリスト・アワードが権威ある賞となったのも、その調査研究能力による。審査員三人が候補企業を訪問し、ＣＥＯから一般社員までヒアリングを行う。
　理事会メンバーに、デュポンやゼロックスなど一流企業のＣＥＯが名を連ねることも、信頼につながっている。代表のアイリーン・ラングさんは、ロータス社でシニア・バイスプレジデントを務めた経験を持つ。「カタリストに協賛することが、女性活用の先端企業だという評価につながる」と自信をもって説く。
　米国のＮＰＯが大きな力を持つのは、こうした人材がマネジメントを担うからだ。さらには歴史的に、社会の課題は行政に頼らず自分たちで解決するという国民性もある。カタリストのほかにも、働く女性を支援するＮＰＯが全米で数多く活動している。
　人口構成の変化を前にして、女性の活用を重要な経営戦略と位置づける、二十年前の米国と同じ転換点を日本は迎えている。まさに今、日本の企業社会を変革するカタリスト（触媒）が必要とされている。Ｊ―Ｗｉｎの担う役割は大きい。
（編集委員　野村浩子）
“日本版”も今春始動
　日本にも地道に活動を続けるＮＰＯがある。一九八六年設立の女性と仕事研究所（本部・大阪、代表・金谷千慧子さん）は、主婦の再就職支援から始め、今ではパートから総合職まで、幅広く働く女性を支援する。〇三年に誕生したジュエル（本部・東京、代表・堀井紀壬子さん）は、日本で初めて女性管理職の育成を掲げた。いずれも〇〇年前後に、カタリストへ提携を持ちかけたものの「時期尚早」と断られている。
　今春活動を開始したＪ―Ｗｉｎは、代表が日本ＩＢＭ顧問の内永ゆか子さん。会員企業は八十二社、年会費は一般企業百万円、協賛企業三百万円で、一億円以上の運営資金を集めている。姉妹組織であるカタリストとの違いは、会員企業の女性社員ネットワーキングまで支援することだ。

	妻、再就職しても、夫、家事に非協力、平日「２分」増えただけ―家計経済研調査。

2007/10/18, 日本経済新聞　朝刊, 5ページ, 　, 472文字

　妻が再就職しても夫は家事・育児に協力しない――。内閣府の外郭団体、家計経済研究所が十七日まとめた二〇〇六年度の「消費生活に関するパネル調査」でこんな実態が明らかになった。
　専業主婦だった妻が〇六年に再就職した結果、平日の仕事に費やす時間は前年より約五時間増えた一方、家事・育児に費やす時間は約三時間減った。差し引きの約二時間分は趣味・娯楽の時間や睡眠時間を削ったとみられる。だが、夫の平日の家事・育児時間は前年よりわずかに二分増えただけだった。
　一方、妻の出産を機に家事・育児に協力的な「マイホームパパ」になる夫は着実に増えている。〇六年時点で妻が出産後に夫が平日に家事・育児に取り組む時間は出産前より二十三分増えた。九六年時点では出産後の夫の家事・育児時間は四分増えただけなので、増加幅は十年で約六倍に膨らんだ。
　妻が出産後に夫が実際に家事・育児に取り組む時間は平日で平均五十分と十年前より十分増えた。休日では平均約五時間（三百二分）と十年前より一時間強増えた。
　調査は〇六年十月に実施、二十七―四十七歳の女性千七百六十九人から回答を得た。





団塊世代（シニア）
外資参入
日本での個人向け金融、英ＨＳＢＣ年明け参入、資産１０００万円以上対象。

	2007/09/06, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 612文字


　欧州金融グループ最大手で香港上海銀行を傘下に持つ英ＨＳＢＣグループは二〇〇八年一月から日本で個人向け金融業務を始める方針だ。預かり資産一千万円以上の顧客を対象に富裕層向けビジネスを手掛ける。まず東京と大阪に専門店を開設し順次全国に店舗網を広げる。日興コーディアルグループを買収した米シティグループに続く欧米金融大手の富裕層向け参入で、日本を舞台にしたマネー争奪戦は一段と激しくなりそうだ。（富裕層向けビジネスは３面「きょうのことば」参照）＝解説４面に
　香港上海銀のスチュアート・ミルン在日代表が日本経済新聞記者に五日明らかにした。六日に正式発表する。
　ＨＳＢＣが日本で始めるのは、大衆富裕層と呼ばれる個人を対象に「ＨＳＢＣプレミア」という店名で三十五カ国・地域で手掛ける金融業務。グループ中核銀行の香港上海銀が中心となり、円預金、外貨預金、ローン、投資信託、個人年金保険などを扱う予定だ。
　ＨＳＢＣは金融庁に専門店設置を申請中。認可を前提にまず一月に東京に一号店を出す。当面は東阪二地域を軸に出店。軌道に乗れば他の主要都市にも出す。
　日本参入に当たってシステム、出店、採用などに今後数百億円を投じる計画だ。
　香港上海銀は一八六六年に横浜に支店を設置し、百四十一年にわたって日本で法人向け業務を手掛けている。一九九六年から預かり資産三億円以上の顧客を対象に業務をしているが、いわゆる個人向け金融は日本では手掛けていなかった。

国内個人金融、ＨＳＢＣ参入―１５００兆円資産に照準（解説）

	2007/09/06, 日本経済新聞　朝刊, 4ページ, 　, 571文字


　欧州の銀行グループで時価総額最大の英ＨＳＢＣが個人向け業務に参入することで、千五百兆円にのぼる日本の個人金融資産を巡る国内外の金融機関競争に拍車がかかりそうだ。（１面参照）
　法人向け融資が低迷する邦銀は、個人業務を収益源として強化。米シティグループも七月に外銀として初めて現地法人銀行を設置し、出店攻勢を強めている。個人分野を舞台に、邦銀と外資が入り乱れた競争が、やがて銀行再編につながる可能性も否定できない。
　ＨＳＢＣは「世界の地元銀行」を標榜する国際リテール（小口金融）銀行。ところが日本では貿易金融での優位性などを生かした企業向け業務に注力。世界第二の規模がある日本のリテール市場で知名度は低かった。
　そこへの参入を決めたのは、日本でも貯蓄から投資への流れが加速していることが背景にある。ＨＳＢＣは一千万円以上の金融資産を持つ個人は東阪の二地域だけで六百三十万人いるとみている。今後五年ほどの間に団塊世代の大量退職もあって、その人数はさらに膨らむ見通しだ。
　ＨＳＢＣは日本の個人に多様な金融商品を提示する。中国株やインド株の投信など海外の運用力や商品力で個人顧客をひきつけたい考えだ。
　ＨＳＢＣは国境を超えたＭ＆Ａ（合併・買収）が得意とされる。当面は自前で店舗投資を進めるが、軌道に乗れば一気に国内の銀行買収に動く可能性も小さくない。

ドイツ銀、商品を共同開発、不動産投信、りそな信託と提携。

	2007/09/14, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 558文字


　独銀最大手のドイツ銀行は、りそな信託銀行と金融機関向け運用商品の開発で提携した。両社は不動産投資信託（ＲＥＩＴ）で運用する投資信託を共同開発し、金融機関向けに販売する。ドイツ銀はＲＥＩＴへの投資需要が拡大すると判断、日本市場に詳しいりそな信託と組むことにした。
　りそな信託の助言をもとに、ドイツ銀は投信に組み入れる銘柄や組み入れ比率を決める。第一弾として三十程度の銘柄を組み入れた投信を地銀や信用金庫向けに販売した。今後は海外の機関投資家向け商品も両社で開発する計画だ。
　ドイツ銀は現在、日本株を対象にした運用商品を金融機関向けに販売している。地域金融機関が分散投資する傾向が強まっていることから、ＲＥＩＴを組み込んだ商品も開発する必要があると判断した。
　りそな信託はＲＥＩＴ市場に上場する全銘柄を対象に、企業訪問や物件調査をしている。不動産は価格変動が激しく、定期的に組み入れ銘柄を見直す必要があり、ドイツ銀は日本市場を熟知するりそな信託が提携相手として最適と判断した。
　米国の信用力の低い人向け住宅融資（サブプライムローン）問題の余波を受け、東証ＲＥＩＴ指数は直近高値を付けた五月末から三割強下落している。
　ドイツ銀はオフィス需要が依然として旺盛なことなどを背景に、ＲＥＩＴに投資する潜在需要はあるとみている。

個人的にもあるルートで聞いています．

ＨＳＢＣ、リテール進出発表、会長「自力で市場開拓」、買収否定。

	2007/09/21, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 326文字


　欧州金融最大手の英ＨＳＢＣグループのスティーブン・グリーン会長は二十日、都内で記者会見した。二〇〇八年一月の日本でのリテール（個人向け金融）業務参入について、「自らの力で市場を開拓する。現時点で買収は必要ないと考えている」と述べ、豊富な海外拠点網を生かした資産運用力をもとに事業を展開する戦略を示した。
　グリーン会長は日本参入の理由について「質の高い資産運用助言サービスを求める需要が高まっている」と説明した。
　ＨＳＢＣは日本では一八六六年から法人向け業務、一九九六年から超富裕層を対象にしたプライベートバンキング業務を手掛けている。今後は傘下の香港上海銀行が金融庁の認可を前提に、預かり資産一千万円以上の個人を対象にした金融サービスを始める計画だ。

ＨＳＢＣ投信、２部門で首位・Ｒ＆Ｉ満足度調査2007/09/25, 00:17, 日経速報ニュース, , , 334文字 

　格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）が発行する「ファンド情報」は、全国の金融機関を対象に「窓販会社による投信会社満足度調査」を初めて実施した。総合評価と運用能力評価の２部門でＨＳＢＣ投信が首位になった。サービス・サポート体制の評価では国際投信投資顧問がトップだった。

　調査は日経リサーチの協力で国内に営業拠点を持つ銀行、信用金庫、保険会社、証券会社など1103社を対象に今夏実施。回答率は42％。

　ＨＳＢＣ投信は中国など新興国の株式・債券で運用する投資信託が主力。個人投資家の需要が高まっていることに加え、インド株式投信など品ぞろえが充実している点も支持された。国際投信は毎月分配型の「グローバル・ソブリン・オープン」を販売する金融機関への綿密な支援が高評価につながった。

ＪＰモルガン、日本事業拡大、Ｍ＆Ａも視野――アジア太平洋地域ＣＥＯアブデルノア氏

	2007/09/28, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1053文字


中堅企業を開拓
アジア太平洋地域ＣＥＯ　ギャビー・アブデルノア氏
　米大手銀行ＪＰモルガン・チェースのアジア太平洋地域最高経営責任者（ＣＥＯ）を務めるギャビー・アブデルノア氏は日経金融新聞のインタビューで、「日本で業容を広げるために時間をかけて自力で成長するだけでなく、Ｍ＆Ａ（合併・買収）戦略も視野に入れている」と語った。日本の中堅企業と関係の強い金融機関が念頭にあるようだ。東京市場の国際的な地位を高める改革については、「日本は手綱を緩めないと思う」と期待を表明した。
　主なやりとりは以下の通り。
　――日本市場をどのように見ているのか。
　「我々は過去六カ月間、アジアの業務拡大について内部で話し合い、産業界の要人の意見も聞いた。その結果は、『日本はアジア業務の中核である』ということだ。経済規模はまだ世界第二位だし、実際に多くの金融プレーヤーや買収ファンドが米欧から押し寄せている」
　「日本たばこ産業や、これは失敗に終わったがファーストリテイリングなど、外国企業を果敢に買収しようという日本企業も目立ってきた。買収の助言などで、我々が重要な役割を果たせる余地はまだまだある」
　――日本での具体的な成長戦略は。
　「時間をかけて自力で成長するだけでなく、買収などのＭ＆Ａ戦略や資本提携も視野に入れている。金額は明示できないが、かなり大型のＭ＆Ａも辞さない」
　「我々は伝統的に政府や大企業との取引が多かったし、日本でもそうだった。今後は中堅企業との取引を開拓したい。そのためには規模を広げるだけでなく、人材を充実させる必要もある」
　「人材戦略の第一弾は、ＪＰモルガン証券のＣＥＯとして生え抜きのベテラン、グレッグ・ガイエットを据えたことだ。さらに資本市場に関連した要所に、グループ内の配置転換や外部からのスカウトによって、良い人材を据えたい」
　――日本市場の国際的な地位が低下しているとの指摘もある。
　「政府は東京市場を外に開き、競争力を高める政策を持っていると聞く。その試みが後戻りすることはないだろうし、そうあってはならない。すでに株式の時価総額だけを見れば、香港などを含めた中国市場が日本を上回っている。ここで改革の手を緩めればお金はすぐに日本から離れていってしまう。私は日本がそんな選択をすることはないと思っている」
　旧バンカース・トラストなどで十年間、投資銀行業務にたずさわった後、メリルリンチを経て、一九九八年にＪＰモルガン入り。中東でのＭ＆Ａなどで実績を積み、二〇〇六年からアジア太平洋地域ＣＥＯ。

英ＲＢＳ存在感、東京拠点の人員、４年で３倍―債券に軸足、ニッチ開拓。

	2007/10/02, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1577文字


　英国を基盤とする金融機関、ロイヤルバンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）グループが日本市場で急速に人員を増やしている。ローンや債券などデット（負債）に特化するのが特徴。銀行と証券業務の両方を展開し、日本での存在感を強めようとしている。
　「二〇〇八年末に五百人体制に」。ＲＢＳの積極的な人員拡大が話題となっている。東京拠点は〇三年の百人程度から三倍の三百五十人弱に増えた。あと一年強でさらに百五十人程度増やす。
　ＲＢＳは今年に入って、日興シティグループ証券で常務執行役員を務めた大谷隆輔氏やモルガン・スタンレー証券で債券営業本部の共同本部長だった谷口祥司氏、クレディ・スイス証券の金融法人営業の責任者だった山本健児氏などを次々と獲得。在日代表のジョン・マリンズ日本支店長や市嶋慎二会長を含めて、ここ数年の間に入社した人材がほとんどだ。
　□事業証券化に強み　ＲＢＳはもともと一七二七年にエディンバラで創業したスコットランドの地方銀行。国際的な金融機関に躍進するのは〇〇年の大型買収がきっかけだ。いわば地銀が都銀をのみ込んだ異例の買収劇で、英大手銀のナットウエストを傘下に収め一気に知名度を高めた。〇四年には米チャーターワン銀行を買収。最近はオランダ大手銀ＡＢＮアムロの買収に名乗りを上げた。
　日本市場では〇三年から本格的に業務を開始。一〇年にグローバル金融・市場部門に占めるアジア・太平洋地域の収益を一〇％に高める目標を掲げており、日本だけでなくシンガポールや香港でも急速に人員を増やしている。〇五年には中国銀行に出資し注目された。日本ではリテールは展開せず、ホールセールに特化している。
　先行しているのが、証券化とＬＢＯ（借り入れで資金量を増やした買収）向けレバレッジド・ローンだ。六月にソフトバンクが発表した携帯電話端末の割賦債権の証券化で主幹事六社に名を連ね、資産担保証券のうち九十三億円を引き受けた。ソフトバンク関連では昨秋の携帯電話事業の証券化にも参加。事業の証券化に強く、医療法人徳洲会や北海道のパチンコホール・太陽グループの事業証券化も手掛けた。
　レバレッジド・ローンでは〇六年に東芝セラミックス（当時）のＭＢＯ（経営陣が参加する買収）などで資金の出し手となった。一般企業向けローンでも英ガラハー買収に伴う日本たばこ産業の資金調達に融資団の一員として参加した。
　国内で事業展開する外資系金融機関の多くは、Ｍ＆Ａ（合併・買収）助言業務やエクイティファイナンスなどで華々しく名を売ってきた。しかし株式関連は手掛けず、デットに徹するのがＲＢＳの世界的な方針。ジョン・マリンズ支店長は「あらゆるデット商品とリスク管理商品を提供できる」と話す。
　証券化商品やプロジェクトファイナンス、航空機・船舶ファイナンス、不動産ファイナンスなど提供する商品が幅広く、ニッチなニーズにも対応できるのが強み。日本興業銀行出身でみずほ証券副社長も務めた市嶋会長は「邦銀が考えても実際にできないことをやる。ひとひねりした提案で市場に入っていきたい」と意気込む。
　□念願の特別参加者指定　今後は債券ディーリングや債券引き受けなどにも力を入れる。債券ディーリングでは「十月一日に財務省から念願だった国債市場特別参加者の指定を受けた」（アール・ビー・エス証券東京支店のリー・ナイトＣＥＯ）。債券引き受けではデット・キャピタル・マーケットの部隊を今年上期に新設。欧州投資家への販売力を生かし、国内企業の外貨建ての債券発行に力を入れる。下期にはクレジット・トレーディング部隊も立ち上げる。
　ただ急速な人員拡大による社内の混乱を懸念する声もある。日本市場で生き残るには知名度の向上が課題。得意分野を生かし、地道な案件の積み上げによる信用の獲得が必要となる。
（村上史佳）

ゆうちょ銀行
農林中金理事長上野博史氏――ゆうちょ銀ガチンコ勝負（ＷＩＤＥＩＮＴＥＲＶＩＥＷ）

	2007/09/06, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 1461文字


　――証券、カードなど業務ごとに様々な企業と提携してます。
　「かつては金融機関は自分で子会社をつくり、すべての業務を手がけていたが、全部を自前でやるのが一番いいとは限らない。効率的にＪＡに様々なサービスを提供できるように、業務ごとに再構成をしている」
　「証券業務はみずほ証券と提携した。みずほ証券とは年二回ぐらい（各都道府県の）信用農業協同組合連合会（信連）に提供する商品の内容について話し合っている。リースでは傘下の協同リースが三井物産傘下の三井リース事業と経営統合する。金融機関の傘下のリース会社は物品販売ができない場合があるなど、法律上の制約もある。農林中金の子会社のままにしておかない方がよいと判断した」
　「クレジットカード事業では、傘下の協同クレジットサービスがＵＦＪニコス（現三菱ＵＦＪニコス）と合併した。カード事業は農協独自の中小規模の会社ではやっていけない。三菱ＵＦＪニコスなら、内容の充実した機能性の高いカードを出してくれる。（十月に民営化する）ゆうちょ銀行に対抗するためにもカード事業は重要だ」
投信販売に弱さ
　――同じように地方に強いゆうちょ銀は脅威ですか。
　「民間銀行としてやっていくならば自己資本比率規制など財務面での課題を克服しなければならず、大変な努力がいるはずだ。ゆうちょ銀がローン業務に進出してくるなら、対応しなければならない。住宅ローンが主戦場となるだろう。農協も土日のうち一日は相談会を開くなどして住宅ローンに力を入れている。すでにその成果が表れ、融資は伸び始めた」
　「投資信託の販売ははっきり言って弱い。ファイナンシャルプランナーのような資格保有者が不足している。まだ投信窓販は十一県で、都市部に限られている。販売残高も二百億円以下にとどまり手薄だ。現在対応策を練っている。まずは人を育てていく必要がある」
農協の強化推進
　――農協の大型化などで営業基盤の強化を進めています。
　「全国農業協同組合中央会が八百七十くらいある農協を四百三十に集約する計画を立て、合併計画は八割程度出来上がっている。農林中金も各農協が自己資本比率を八％以上に保つように指導しており、八％を割った農協には運用の制限や経営努力を求めている。各農協の体力強化のために合併を促し、必要ならば資本支援をする仕組みも整えている」
　――農林中金と（各都道府県の）信連の統合はさらに進めますか。
　「これまで九県で農林中金と信連を統合したほか、一つしか農協がない都道府県も二つある。今後の統合は各地域の事情による。信連はコストばかりかかっている地域もあれば、うまく運用して農林中金に預けるよりもいい成果を出している地域もあるからだ」
　――七月に全国銀行協会に加盟しました。
　「農林中金の場合、金融庁の監督窓口は、以前は協同組織金融室だったが、現在は実質的に銀行一課の担当になっている。そのため銀行一課の情報収集をする必要があると考えて全銀協に加盟した。今は入ってよかったと思っている」
　――仏の農業系金融機関の中央金融機関であるクレディ・アグリコルグループのような将来像を描いているのですか。
　「協同組織金融機関という意味では似ているものの、クレディ・アグリコルは株式会社で、株式の半分を系統金融機関が保有している。（株式の半分を系統以外の投資家が持てば）ガバナンス（企業統治）や資本調達も違ってくるし、活動内容にも影響が出てくるだろう。ただ、傘下のカリヨン銀行を使って世界的な投資をしている姿は一つの目標になるかもしれない」

ゆうちょ銀、地銀と組み住宅ローン・拡大路線に異論も

	2007/09/08, 02:00, 日経速報ニュース, , , 1051文字


　10月の郵政民営化で発足するゆうちょ銀行が地方銀行と組んで住宅ローン事業に参入する計画を進めていることが7日明らかになった。勤続年数が少ないことなどを理由に民間金融機関が融資に慎重な人などを対象に、高めの金利で融資する。新規参入を検討してきた融資業務での柱となる。地銀との連携で民業圧迫批判をかわす狙いもありそうで、巨額の資産とネットワークを抱えるゆうちょ銀の戦略が議論を呼びそうだ。
　民営化準備会社、日本郵政（西川善文社長）が今週に入ってから常陽銀行など住宅ローン残高の多い10行前後に住宅ローン業務の共同展開を打診した。9月半ばまでに詳細な商品内容を検討したうえで、月内にも提携先を決定。来年中に取り扱いを始める予定だ。
　新規参入する住宅ローン業務でゆうちょ銀は「勤続年数が短い」「転職が多く収入の安定性が無い」など、民間金融機関が融資に慎重で住宅ローンを組みにくい人を主な対象とする方針。大衆性を強めた商品とすることで大手銀などとは違った顧客層を開拓する。
　貸し倒れの恐れも強まるため、リスクを金利に上乗せして収益を確保する。一般の住宅ローン金利は35年固定で3―4％が主流だが、ゆうちょ銀関係者は「年間6―7％の金利をとる」としている。民間ではスルガ銀行が類似のローンを扱っており、今回の提携候補に挙がっている。
　この住宅ローンで融資業務に参入した第一段階では、ゆうちょ銀自身は資金を出さない見通し。地銀との提携商品としての取り次ぎに徹し、提携地銀からの取次手数料のみを受け取る。一定期間を経た段階で地銀と同様に資金を出して融資を実施し、自らも金利収入を得る。ノウハウのない融資業務で民間手法を学びながら本格参入の機会をうかがう作戦だ。
　まずは全国200以上のゆうちょ銀店舗で取り扱うほか、委託関係にある郵便局会社傘下の郵便局での販売も検討する。地銀にとっても全国に店舗網を持つゆうちょ銀と手を組む利点は多く、連携に名のりを上げる銀行が少なくないとみられる。
　住宅ローン事業を始めるには総務省と金融庁の認可が必要だ。政府は郵政民営化委員会（田中直毅委員長）の意見を聞いたうえで認可の是非を判断するが、同委は日本郵政グループの経営計画を大筋で認可する構えで、ゆうちょ銀はローン業務についても実施可能と判断したもようだ。
　現在の日本郵政公社は安全運用を基本として200兆円近い郵便貯金資金の7割を国債で運用してきた。豊富な資金の活用の範囲が限られていたため、民間とのすみ分けがある程度できていた。

ゆうちょ銀、地銀と住宅ローン、「民業圧迫」かわす狙い、地銀側、判断難しく。

	2007/09/08, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 794文字


　十月に発足するゆうちょ銀は、地方銀行と組み住宅ローン事業に参入する。地銀と連携した方が民業圧迫批判をかわしやすいと考えているためだが、圧迫批判が再燃する可能性もある。地銀側も、提携による実利を優先するか微妙な経営判断を迫られそうだ。（１面参照）
　全国地方銀行協会は、政府保証で集めた二百兆円弱の郵便貯金から得る収益を元手に、ゆうちょ銀が新規業務に乗り出すことを批判してきた。十月の発足後もゆうちょ銀の株式は国が事実上一〇〇％保有する。完全な民間企業とはいえない段階での事業拡大に、地銀協は規模縮小や公平な競争条件を求めてきた。
　今回の参入計画は、民業圧迫批判の急先鋒（せんぽう）の地銀とあえて連携する提案。民間銀の手がけていないすき間市場での共同展開という計画も、民業圧迫批判を意識しているがゆえの戦術だ。まず地銀との連携を足がかりに住宅ローン市場での基盤を固め、じわじわと事業を広げていく思惑が見え隠れする。
　地銀側にとって、ゆうちょ銀の提案はくせ球だ。民業圧迫論を強く主張してきただけに、手のひらをいきなり返して連携するのは難しい。打診を受けたある銀行は「他の地銀と相談した上で出方を決める」と話す。関東地方の銀行は「ゆうちょ銀に取り次いでもらっても取引が発展せずうまみがない」と指摘する。
　ただ、ゆうちょ銀に対する見方は、地銀の中でも一枚岩ではない。ゆうちょ銀の店舗網と郵便局を使えれば自前店舗を減らしコストを抑えられる。商品開発力がありながら足元の資金需要が弱い地銀は、ゆうちょ銀との提携で販売網を全国に広げることをもくろんでもおかしくはない。
　地銀と第二地方銀行の合計百九行の貸出残高はざっと百八十五兆円。ゆうちょ銀の資産規模はこれを上回り、地域金融を支配する潜在力を秘める。ゆうちょ銀との連携で目先の実利を追えば、地銀の経営基盤を揺るがす蟻（あり）の一穴となる可能性がある。

ゆうちょ銀と住宅ローン提携、地銀協・小川会長、「応じる地銀ない」。

	2007/09/13, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 423文字


　全国地方銀行協会の小川是会長（横浜銀行頭取）は十二日の記者会見で、民営化で十月に発足するゆうちょ銀行が地銀に住宅ローン事業で提携を打診していることについて、「（地銀協内には）やるべきではないという強い声があり、（応じる地銀は）おそらく無いと思う」と述べた。ゆうちょ銀の新業務進出に反対してきた従来の立場は変わらないことを強調した。
　住宅ローン以外での地銀とゆうちょ銀との提携の可能性に関しては「個別の問題」とした上で、「これまで地銀全体として（ゆうちょ銀の発足に）色々ともの申してきたのに、個別になったら突然手のひらを返すようなことはない」と強調。政府による出資が残っている間は、基本的にゆうちょ銀と連携する可能性は低いとの認識を示した。
　顧客保護ルールの順守徹底を義務付ける金融商品取引法が九月末に完全施行される。銀行が投資信託などの販売に慎重になり、手数料収入が落ち込むとの見方に対しては「法施行が販売の決定的な障害にはならない」と語った。

秒読み郵政民営化（上）敵か味方か未知の巨人、銀行→温度差、ちらつく「西川氏の影」

	2007/09/14, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 1116文字


　十月一日のゆうちょ銀行とかんぽ生命保険の開業が秒読み段階に入った。それぞれ圧倒的な業界最大手として市場に登場するだけに、銀行や保険など民間金融機関は、その一挙手一投足を注視し、「和戦両様」の対策を練る。金融庁にとっても両社の監視・監督は新しく、重い課題だ。郵政民営化をめぐる直前情勢を追う。＝郵政民営化は２面「ミニ辞典」参照
　ゆうちょ銀は敵か味方か――。郵政民営化を目前に控え、メガバンク三行とゆうちょ銀との「距離」に、じわりと違いが出てきた。
　ゆうちょ銀は三井住友銀行とＡＴＭで提携する。三井住友銀の顧客はゆうちょ銀の約二万六千台のＡＴＭが無料で使えるようになる。
　三井住友銀にとって、この提携はコンビニＡＴＭの利用手数料を三月から無料にした三菱東京ＵＦＪ銀行への対抗措置だ。全国津々浦々にＡＴＭがあるゆうちょ銀と組めば、先行する三菱ＵＦＪ銀を利用台数で逆転できる。ゆうちょ銀との関係を深め、地方の顧客を取り込む思惑も透ける。
　ＡＴＭ提携で先手を打たれたライバル行からは「またも三井住友にやられた」（幹部）との声が漏れる。ゆうちょ銀が発行するクレジットカード事業では、三井住友カードとジェーシービー（ＪＣＢ）が委託先企業に選ばれた。この幹部は「西川善文日本郵政社長の出身母体である三井住友ばかりが優遇されている」と嘆く。
　三菱ＵＦＪ銀やみずほ銀行に、巨大なゆうちょ銀が誕生することへの危機感は強い。「公正な競争環境のために、ゆうちょ銀の規模縮小を求めたい」というのが全国銀行協会の公式見解だ。
　だが一方で、地方顧客の取り込みは両行にとっても共通の課題。「ゆうちょ銀の拠点網を商品販売などで利用したい」（幹部）という本音もある。両行はゆうちょ銀との「間合い」を測りかねたまま、郵政民営化を迎えようとしている。
　一方、地方銀行は一様に、ゆうちょ銀の誕生を強く警戒する。ゆうちょ銀が巨大なネットワークを駆使して融資などの新分野に打って出れば、各地での地銀の顧客基盤が揺らぎかねないためだ。
　民営化後、まず地銀との主戦場になるとみられるのは住宅ローン。ゆうちょ銀は地銀に、住宅ローンでの提携を打診するという「くせ球」を投げた。銀行代理店として地銀の住宅ローンを売りながら、地銀の販売ノウハウを吸収する作戦だ。
　ゆうちょ銀の方針について、地銀は「虫のいいやり方で、けしからん話」（関東地方の有力地銀）と激しく反発。ゆうちょ銀の誘いに乗る地銀は「おそらく無い」（全国地方銀行協会の小川是会長・横浜銀行頭取）と、今のところ結束する姿勢を崩していない。

秒読み郵政民営化（上）生保→融和路線、巨大販売網に熱視線。

	2007/09/14, 日経金融新聞, 1ページ, 　, 752文字


　「新規業務には公正な競争条件の確保が前提になる」。日本郵政の業務承継計画が認可された十日。生命保険協会が発表した声明は、全国銀行協会に比べて穏やかな表現だった。生保協はかんぽ生命保険を発足当初から特別会員として受け入れる一方、全銀協へのゆうちょ銀行の加盟のメドはたっていない。
　生保はかつて簡易保険が新しい商品を出すたびに強く反発。いまだに経営を圧迫する「逆ザヤ」も、もとをたどれば簡保との予定利率の引き上げ競争にたどり着く。簡保へのライバル心をむき出しにしてきた生保が「融和路線」に転じたのにはわけがある。
　「変額年金保険もそろそろ頭打ち。だけど郵政には期待できる」。ある大手生保の幹部は語る。変額年金は生保では数少ない成長分野だが、昨年度は販売額が初めて前年割れした。販売テコ入れに生保の熱視線を浴びるのがゆうちょ銀だ。
　ゆうちょ銀は来年から住友生命保険、三井住友海上メットライフ生命保険など四社の変額年金の販売を始める。全国隅々にある二万四千の郵便局は「巨大販売網」として高い可能性を秘める。
　かんぽ生命も自社で開発しにくい商品は民間に供給を求める方針だ。自社商品を扱ってもらいたい生損保各社は、かんぽ批判を抑えざるをえない。
　かんぽ生命の脅威もかつてより薄れている。
　主力の養老保険は超低金利で販売が低迷し、二〇〇六年度の新契約額は前年度より一八％減った。保険金不払いで揺れた民間生保（一二％減）を上回る販売不振だ。「いま売れ筋の医療保険、変額年金を扱っていないのが響いている」（大手生保）という。
　とはいえ、かんぽ生命は五千七百万件の個人保険契約を持ち、日本、第一、住友、明治安田の生保大手四社の合計を上回る。民営化後に医療保険などの発売が認められれば「眠れる獅子」が目を覚ます可能性はある。

秒読み郵政民営化（上）運用会社→期待、投信売り込み合戦。

	2007/09/14, 日経金融新聞, 1ページ, 　, 471文字


　民営化後に自社の投資信託を扱ってもらおうと、運用会社による郵政公社への売り込みは激しさを増している。郵政公社には「様々な運用会社から商談が来ている」（営業・投信部、十月以降はゆうちょ銀行営業企画部）という。
　郵政公社の投信販売残高は七月末に一兆円を突破。民営化後、投信の取扱局数は千五百五十局と民営化前から三割以上も増える。すでに商品を供給している野村アセットマネジメントなどは着実に販売を伸ばしている。
　業界では「販売支援の負担は大きいが、販売力は捨てがたい」（大手運用会社）というのが共通認識。ゆうちょ銀行は来春、民営化して最初の商品を投入するとされる。
　ゆうちょ銀行に商品供給を狙う筆頭格は三菱ＵＦＪ投信だ。同社は過去の郵政公社の公募選定の際、商品選考の最終段階で漏れてきた。郵政専門の営業組織である郵政公社企画室を設置し「このままでは終われない」（同社）と意気込む。
　民営化後は公募形式による商品選定が廃止され、日々の商談ベースでいい提案をすれば採用される確率は高くなる。純粋にアイデア勝負となるだけに、売り込み競争は激化の一途だ。

ゆうちょ銀来月発足、地域金融で存在感じわり、郵便局の投信販売急伸。

	2007/09/17, 日本経済新聞　朝刊, 27ページ, 有, 1617文字


　十月一日の「ゆうちょ銀行」発足を前に、日本郵政公社が地域金融でじわり存在感を高めている。投資信託の販売額は取り扱い開始から二年で一兆円を上回った。今後、住宅ローンなど融資にも乗り出せば地域金融の構図は大きく塗り替わる可能性がある。地方銀行や信用金庫との攻防が始まっている。
　前橋市に住む豊田正一さん（仮名、７８）は二年前、償還を迎えた個人向け国債の資金を元手に郵便局で投信を購入した。銀行からも幾度となく勧誘を受けたが「局員が毎月のように自宅に顔を出し、何十年も付き合いがある」という郵便局の安心感が決め手となった。
　群馬県内で投信残高がトップの前橋中央郵便局（前橋市）は、定額貯金が満期を迎える人や個人向け国債を購入し償還が近い人を中心に訪問営業をかけている。資金の振替先として投信を勧めやすいからだ。
　八月末に金沢中央郵便局（金沢市）が開いたフィデリティ投信のセミナー。夫婦で参加した年金生活の男性（７３）は「郵便局の投信は無難で手堅そうだから」と期待する。
　横浜や大阪など大都市の郵便局が投信残高の上位を占めるなかで、金沢中央局は全国二位につける。北陸は貯蓄率が高いことで知られる。郵貯の投信参入がこうした意識を変え、資金を貯蓄から投資に呼び込み始めた。　日ごろからの付き合いを生かし高齢者や投資初心者に食い込む。神戸中央郵便局（神戸市）では戸別訪問による販売が当初の二割から六割まで高まった。
　郵政公社の投信販売額は八月末で約一兆五百億円。購入者は四十六万人に達する。残高は投信市場の一％弱にすぎないが、伸びは前年同期の三倍と、全体の伸び率二四％を大きく上回る。野村証券金融経済研究所の守山啓輔シニアアナリストは急拡大の理由を「地方で長年、身近で公的な存在だった郵貯の信頼感とブランド力」に見いだす。
　ただ政府が保証してきた貯金事業で培った信用力を、価格下落リスクのある投信の拡販に生かす戦略には危うさも残る。
　米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題の影響で、郵政公社が販売する十六本の投信のうち九本は販売時の基準価額を下回っている。元本割れリスクなどを十分説明しないと購入者の不満が強まるおそれがある。
　前橋中央局の場合、投信の顧客は約六割が五十歳代以上。投信の購入は初めてという人が大半だ。顧客の中には郵便局が販売しているというだけで「元本割れの可能性はない」と誤解する人もいる。
　ゆうちょ銀の発足前日の九月三十日には金融商品取引法が施行される。金融機関は投信などのリスク商品を販売する際、顧客の投資目的などをつかんだ上で商品を勧めることが義務付けられる。
　各地の郵便局では約五十人の証券会社ＯＢが「インストラクター」として臨時に雇用されている。証券外務員の資格を持つ局員の指導係だ。
　札幌市内の郵便局に所属する大手証券会社ＯＢは月に十日、局員の外回りに同行する。顧客に投信のリスクを説明しているかを確認する役回りだが「金融や経済の知識が豊富な局員は少ない」と感じている。
　投資信託を取り扱う郵便局は千百五十五局。郵政公社の民営化後は千五百五十二局に増やす予定だ。強固なネットワークを持つ郵便局だが、総合的な金融サービスの拠点に脱皮するには人材の育成が課題となりそうだ。
　▼ゆうちょ銀行　十月一日の郵政民営化で、持ち株会社、日本郵政の完全子会社として発足する。当初の人員は一万千六百人。全国二百三十四カ所の本支店のほか、他の郵便局に業務を委託する。郵便貯金などに加え、投資信託では取扱商品を拡大し、変額年金保険など他の金融商品も扱う。
　住宅ローンやカードローンなど個人向けの融資事業を将来の柱と見込む。金融商品の多様化をテコに収益力を高め、二〇〇八年度から年間三千億円以上の純利益を見込む。

ゆうちょ銀来月発足―地銀・信金に警戒感、対抗へ広域連携も。

	2007/09/17, , 日本経済新聞　朝刊, 27ページ, 　, 877文字


　事業拡大を狙うゆうちょ銀に対して、地銀や信金など地域金融機関はそれぞれの対応を迫られる。対抗策を講じる一方で、郵便局と連携を探る動きもある。
　「いったいどういうことなのか説明してほしい」――。十二日に全国地方銀行協会で開いた例会。各地の地銀トップから、ゆうちょ銀の拡大路線を懸念する声が相次いだ。民営化準備会社、日本郵政（西川善文社長）が横浜銀行など一部の大手地銀に住宅ローンの共同開発を打診したからだ。
　地銀協の小川是会長（横浜銀頭取）は会合後の記者会見で「当行は（共同開発を）受けるつもりはない。（ゆうちょ銀は）政府出資がある間は新しい業務はやめていただきたい」とクギを刺した。
　県内の全預貯金に占める郵貯のシェアが三割弱と全国最高の鹿児島県。鹿児島銀行の永田文治頭取は「投信販売などリテールは、今のままでも勝てる」と自信を見せるが、「ゆうちょ銀が中小企業向け融資なども始める五―十年後はわからない」と警戒する。
　巨大な郵貯マネーが貸し出しに向かえば貸出金利に低下圧力が加わる。住宅ローンに本格参戦すれば残高は十兆円に達するとの見方もある。
　競争激化を見越した動きはすでに始まっている。北陸三県の十八信金はＡＴＭの入出金手数料を相互に完全無料にすることを決めた。広域連携の動きも出ている。京都銀行や北越銀行など共同基幹系システムに参加する十五行は八月から投資信託を共同で販売し始めた。単独では難しい規模の資金を集めることで、運用する信託銀行などに支払うコストを抑えた。
　逆にゆうちょ銀と組む地銀もある。富山銀行は十月十五日からゆうちょ銀のＡＴＭで現金を引き出す際の手数料を終日無料にする。
　もっともゆうちょ銀に対しては「郵便局の数は民間を圧倒しているが小規模な局が多い」（信金中央金庫総合研究所）と、金融機関としての実力を疑問視する見方もある。
　本当にゆうちょ銀は地域金融の「台風の目」になるのか。今後の事業展開の見通しが明確でないだけに、特に信金、信組などは「郵貯がどこまで事業を拡大するのか、見えない影におびえる」（信金業界関係者）状況にある。

全銀協会長、ゆうちょの代理店業務、「一定の理解」。

	2007/09/19, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 168文字


　全国銀行協会の奥正之会長（三井住友銀行頭取）は十八日記者会見し、十月に発足するゆうちょ銀行が住宅ローン事業で銀行代理店業務を検討していることについて、「規模の拡大につながらないのであれば一定の理解は可能」との考えを示した。ゆうちょ銀が直接住宅ローンに参入する計画は「経営の効率化などが先で、新規業務の拡大は優先順位が違う」と反発した。

ゆうちょ銀の住宅ローン提携、有力地銀１０行応じず―スルガ銀、交渉継続。

	2007/09/19, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 526文字


　十月に発足するゆうちょ銀行が地方銀行に打診していた住宅ローン提携で、スルガ銀行だけが交渉を継続することが十八日分かった。横浜銀行など地銀十行が打診に応じなかった。地銀はゆうちょ銀への民業圧迫批判を展開するが、個別対応では戦略が分かれ始めた。
　提携を断ったのは、住宅ローン残高上位の横浜、千葉、静岡、福岡、常陽、京都、北洋、広島、群馬、泉州の各地銀。郵政民営化の準備会社、日本郵政（西川善文社長）は十八日までの回答を求めていたが、提携希望の意思表示はなかった。
　スルガ銀とは提携交渉を継続する。スルガ銀は勤続年数が短いことなどを理由に、民間金融機関が融資に慎重な人を対象とした住宅ローンを手がけており、ゆうちょ銀にも同様の商品供給を検討している。ゆうちょ銀も提携に前向きだ。
　ゆうちょ銀が住宅ローンに参入するには、政府の郵政民営化委員会（田中直毅委員長）による審査を経た上での認可が必要。認められれば、来年にも商品取り次ぎから始め、一定期間後に直接融資を始める。
　全国地方銀行協会はゆうちょ銀の規模縮小や公平な競争条件を要求する立場を堅持する。ゆうちょ銀に事実上の政府出資が残っている間は、基本的にゆうちょ銀と連携する可能性はないとの考えを示している。

四国の金融機関、ゆうちょ銀に対抗、個人客獲得へ新商品―四国銀、愛媛銀。

	2007/09/19, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 917文字


　ゆうちょ銀行の発足を十月に控え、四国の金融機関が相次ぎ、個人客をターゲットにした預金獲得に力を入れている。低金利が続く中、通常より金利を高めに設定した定期預金などを続々投入。個人営業の担当者を増強するなど、個人客を取り込もうと躍起だ。郵政民営化まで秒読み。きめ細かなネットワークを持つ“強敵”の登場に危機感を強めているようだ。
　愛媛県内では七月以降、伊予銀行、愛媛銀行、愛媛信用金庫（松山市）が相次いで記念定期など定期預金の新商品を扱い始めた。
　伊予銀は二〇〇八年三月に迎える創業百三十周年の記念定期、愛媛銀は米大リーガーの岩村明憲選手の応援定期で、一カ月足らずで募集枠に達した。
　高齢者を主なターゲットにするのは高知銀行。年金を同行の口座を通じて受給する顧客が金利優遇を受けられる「ねんきん定期」が好調なため、九月二十八日までの取扱期間の延長を検討する。
　四国銀行は「地域貢献」をキーワードに、関連商品を強化して違いを打ち出す。通常より金利を高く設定し、集まった預金の〇・〇一％相当額を森林整備などのため、高知県に寄付する「環境応援定期」を四―六月に取り扱った。
　四百八十三億円が集まり、預金者の二五％が新規の顧客だったため「近く第二弾を投入したい」（営業統括部）という。
　愛媛銀は七月から預金連動型の住宅ローンの取り扱いを始めた。同行の普通預金口座で、本人や家族らの合計残高に応じて、住宅ローン利息の一部を本人に返金する。実質的に預金金利を高くすることで、他の金融機関からの借り換えを促す。
　一方、営業体制の拡充や、個人客向けに店舗にも工夫を凝らす動きも出てきた。伊予銀は愛媛県内の各支店長が預金先を定期的に訪問。個人営業専門の女性営業係も配置した。〇五年度末で三兆九千三百億円だった預金残高を、〇八年度末までに三千五百億円増やす目標を掲げる。
　愛媛銀が六月、愛媛県砥部町に開設した砥部支店は、行員がカウンターからロビーに出て、直接、客に対応する形式が売り物だ。
　四国銀なども本店を改装し、相談専用ブースや個室を設けるなど設備を拡充している。（松山）

郵政公社総裁、ゆうちょ銀住宅ローン、「提携先月内に固める」、スルガ銀最有力。

	2007/09/20, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 399文字


　十月一日に民営化する日本郵政公社の西川善文総裁は十九日、公社総裁として最後の記者会見を開き、民営化で発足するゆうちょ銀行による地方銀行への住宅ローン提携打診について「どの地銀から照会がきたかは申し上げられないが、月内には提携を固めたい」と語った。横浜銀行など上位十行は十八日までに提携を断っており、現時点ではスルガ銀行が最有力候補とみられる。
　ゆうちょ銀が開発を検討しているのは一般の銀行が融資に慎重な層にも貸せる商品。地銀を提携相手に選んだ点は「ゆうちょ銀が持つ全国網を生かすには、都銀より（地域密着の）地銀の方がふさわしい」と説明。十行が断ったことは「個々の銀行の判断だが、業界団体として（提携を）やらせないというふうにはいかない」と述べた。
　このほか西川総裁は「農産品などをカタログで紹介し、ゆうパックで送り、代金引換をする一連の流れの中で金融を絡められないか検討している」と意欲を示した。

住宅ローン提携、北洋銀にも打診　郵政公社　回答は「拒否」（09/20 00:37）道新
　日本郵政公社が北洋銀行に対し、十月に発足するゆうちょ銀行と住宅ローン事業での提携を打診していたことが十九日分かった。郵政公社は民営化後、住宅ローン事業に参入する方針を打ち出しており、提携打診はその一環。ただ、北洋銀側は同日までに拒否する回答を郵政公社側に提出し、提携実現は困難な情勢だ。 

　提案内容は、北洋銀が発売している住宅ローンをゆうちょ銀が代理販売するというもの。北洋銀は拒否した理由を明らかにしていないが、同行の道内店舗網はすでに充実していることなどから、提携のメリットが薄いと判断したとみられる。 

　郵政公社は北洋銀以外にも常陽、横浜など有力地銀数行に提携を打診したものの、ほとんどの地銀から拒否されたもようだ。

商工中金理事長江崎格氏――ゆうちょ銀、提携したい（ＷＩＤＥＩＮＴＥＲＶＩＥＷ）

	2007/09/21, 日経金融新聞, 1ページ, 有, 2281文字


潤沢資金、融資に活用
　二〇〇八年十月の商工組合中央金庫の民営化まで一年余りとなった。江崎格理事長は日経金融新聞とのインタビューで、来月発足するゆうちょ銀行との提携を前向きに検討する姿勢を表明。「ゆうちょ銀の余った資金を商工中金が融資で運用したり、ゆうちょ銀が（代理店として）商工中金の金融商品を販売したりすることを考えたい」と語った。（聞き手は日経金融新聞編集長　大浦泰宏）
＝商工組合中央金庫は２面「ミニ辞典」参照
窓口網には商品供給
　――民営化の目的は何ですか。
　「もともとは特殊法人改革の一環だ。ほとんどの政府系金融機関が財政投融資の資金を使って融資の原資にしている。入り口の郵政を改革するなら、（財政投融資の）大口ユーザーである政府系金融機関も改革しなければならない」
　「特殊法人はコスト意識のない経営をやっているという議論があった。改革の精神は効率的な経営をすることで、政府に対する将来の負担をなくすということだ。商工中金にとっても（民営化で株式会社になるのは）悪いことではない。外部の厳しい目にさらされ、直すべき点を改善するきっかけになる」
　――総資産は約十一兆円しかないのに、全国に約百店舗があります。非効率ではないですか。
　「全国の中小企業に満遍なく安定的に資金を供給するため、原則として各都道府県に店舗は一つずつ置いている。東京や大阪府には複数あるが、（店舗数が限られているため）経費率は五〇％を少し下回る。大手銀と同水準で、地銀はもう少し高い。大企業向け融資やリスクの低い住宅ローンを取り扱わない中で、効率性では他行に引けを取っていないと思う」
　――大手銀行とも地方銀行とも違う営業形態です。
　「中小企業からみれば商工中金は自分たちが出資する金融機関であり、親近感がある。基本的な精神は信用金庫や信用組合と同じだ。その上で、信金や信組の取引先より規模の大きいところを顧客とし、全国ネットワークを利用したサービスを提供している」
　「地方自治体や中小企業団体中央会、商工会議所との結びつきが強いのも特徴だ。各県が子育てや女性の社会進出などを支援する制度融資を導入する際は、商工中金の融資を活用している。民営化後も、こうした関係は維持したい」
　――各地の地銀との関係はどうですか。
　「かなり良い。これまでは政府系ということもあり、（地銀からみれば）大手銀のように競争相手としての怖さがなかった。地銀だけで貸し倒れリスクを背負い込めないような大口融資の場合に商工中金に声がかかる。商工中金は（融資の）増量剤のようなもので、地銀にとってリスクシェアの相手として都合がいいのだろう」
　「一部に商工中金が低金利で顧客を奪っているとの指摘があるが、商工中金の平均金利は大手銀より少し高く、地銀より少し低い。品ぞろえの一つとして持つ国の制度融資の金利は少し低いが、割合はごくわずか。大部分は普通の融資で、金利でとやかく言われる必要はない」
　――地銀との提携もあるのですか。
　「地銀の約六五％と業務協力文書を締結している。提携で多いのは企業再生だ。他の政府系は長期の設備資金の融資が中心なので、商工中金がやるべき分野だ。創業支援のほか、ＣＬＯ（ローン担保証券）やＡＢＬ（動産担保融資）といった手法を開発し、地銀と協力してやっている」
　――ゆうちょ銀への対抗策は。
　「将来的に提携する相手として悪くない。商工中金は金融債や預金で資金調達をしているが、金融債はコストが高い。ゆうちょ銀の資金のうち一定額を商工中金に預けてもらい、中小企業融資の原資にしたい。ゆうちょ銀は資金を運用する先を探している。ゆうちょ銀には（現時点で）融資能力はないし、競争相手とは考えられない。競争する場面もない」
　「すでにＡＴＭ提携はしているが、ゆうちょ銀の窓口を使って商工中金の店舗網の不足を補いたい。顧客のニーズは店ごとに違う。商工中金の全店舗にフルラインの金融サービスを用意する必要はない。店舗機能の補完手段として、ゆうちょ銀の窓口を使いたい」
運用、株式や外債でも
　――民営化で資金調達コストは変わりますか。
　「変わらない。債券の流通利回りは民営化報道が出た〇六年前半に跳ね上がったが、制度設計や新商工中金法が固まった後は、『将来にわたって安定的』との格付けを得ている。ただ、資金調達は完全民営化の最大の課題だ。民営化後は預金の受け入れ制限もなくなるので、個人の定期預金などを増やしたい」
　――民営化後やりやすくなる業務もあります。
　「従来は国の通達で国債や政府保証債といった非常に堅い運用しか認められなかった。民営化後はこうした（縛りも）撤廃されるので、株式や外債も少しやってみようと思う」
　「現在の有価証券運用は一・五兆円。このうち取引先の私募債が五千億円弱で、国債や地方債などが九千九百億円だ。〇五年までは金利が下がり（債券の値上がり益で）不良債権を処理できたが、これからの金利情勢はわからない。今後は運用にも力を入れ、（二〇一三―一五年の）完全民営化時には数十億円の収益を出したい」
　――手数料収入は増えますか。
　「個人年金保険や遺言信託は始めた。今後は投資信託も始めたい。証券会社と提携してＭ＆Ａ（企業の合併・買収）を手伝ったり、全国的なビジネスマッチングで顧客を結びつけたりして手数料を得たい」
　えざき・ただし　１９６５年（昭４０年）東大法卒、通産省入省。資源エネルギー庁長官などを経て、９７年産業政策局長。２００１年から商工組合中央金庫理事長。６６歳。趣味は音楽鑑賞、囲碁。

特集――来月から郵政民営化、競合する民間金融機関（ニュースがわかる）2007/09/25, , 日本経済新聞　朝刊, 13ページ, 有, 648文字 

協力関係を模索

　ゆうちょ銀行は約百八十兆円、かんぽ生命は約百十兆円を抱える世界最大規模の金融機関になる。巨大銀行と生保の誕生に民間金融機関は身構える一方で、民営郵政と組んで新たなビジネスチャンスも狙っている。

　ゆうちょ銀行の預金残高はメガバンク二行分に匹敵する。ＡＴＭの台数は約二万六千台と民間最大手の三菱東京ＵＦＪ銀行の約三倍だ。ゆうちょ銀が預金だけでなく、投資信託や住宅ローンなどの販売に力を入れれば、銀行にとっては大きな脅威になる。

　全国銀行協会は「公正な競争条件を確保するために、規模の縮小に向けた取り組みを求めたい」と主張。顧客基盤が重なる地方銀行もゆうちょ銀の業務拡大に強く反対している。

　中でも住宅ローンはメガバンクも地方銀も顧客の取り込みに躍起になっている分野。ゆうちょ銀は地銀と組んで住宅ローンを販売したい考えだが、地銀側は「やるべきではないとの強い声があった」（全国地方銀行協会）。

　一方、証券会社や保険会社は郵政の巨大な販売網に注目している。現在、郵政公社の投信販売額は一兆円を超え、地銀上位行を抜いた。民営化後には投信を取り扱う郵便局数は三割増の千五百五十局になる。

　証券各社が入り乱れて営業攻勢をかけ、保険各社もゆうちょ銀の持つ販売網を活用したいとの思惑がにじむ。表向きは郵政を「民業圧迫」と批判してきた民間の金融機関。郵政は脅威には違いないが、うまく手を組めば自社の利益に結びつく可能性もある。民営化郵政とどう付き合うべきか。民間金融機関にとっては手探りが続きそうだ。

始動日本郵政民営化前夜の現場（２）巨人警戒揺れる地銀、合従連衡、業界地図一変も。

	2007/09/27, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1301文字


　「やはり、スルガ銀行はやるのか」。民営化で発足するゆうちょ銀行が計画する住宅ローン事業で、スルガ銀と提携協議と聞いた地銀上位行の幹部はうめいた。
　九月上旬。民営化の準備会社、日本郵政が地銀各行に送った一通のメールが業界を揺さぶった。ゆうちょ銀行が代理店として地銀の住宅ローンを売る代わりに、販売ノウハウを教えてほしいとする内容だ。
　上位地銀の頭取らが集まると、日本郵政のメールに対し「やり方がぶしつけだ」などと一斉に反発する声が上がった。住宅ローンは地銀各行が今後の主力事業として力を入れる戦略分野。新規参入の日本郵政に荒らされてはたまらない。提携を打診された地銀は、スルガ以外すべて十八日までに拒否していた。
一枚岩ならず
　全国地方銀行協会の小川是会長は十二日、「（応じる地銀は）恐らく無い」と発言し、日本郵政の動きをけん制。だが地銀側は一枚岩ではなかった。スルガ銀は地元の静岡では静岡銀行に押され、県外での事業拡大に活路を求める。「民間金融機関が貸さない人向けの住宅ローンをやりたい」とする日本郵政と利害が一致した。
　地域に密着する日本郵政のネットワークは手を組めば魅力的だが、顧客層が重なる地銀にとって競合は死活問題。実際ゆうちょ銀の投資信託は販売開始から二年で有力地銀をしのぐお金を集めた。八月末の販売残高は一兆五百億円で地銀トップの千葉銀行（七千億円弱）を軽く上回る。
　北国銀行の安宅建樹頭取は「ゆうちょ銀はネス湖のネッシー」とたとえる。その心は「今は誰も見たことがないが、出現すれば巨大でのみ込まれかねない」。北国、福井、富山第一の北陸三行は十月九日から相互にＡＴＭの利用手数料を終日無料にして「対ゆうちょ銀」連合をつくる。
　北陸三県のＡＴＭ設置拠点はゆうちょ銀が約六百七十、対する三行は合計で六百十。顧客つなぎ留めのために、地域のライバルが手を組んだ。一方で、富山銀行はゆうちょ銀と逆に手を組み、ＡＴＭで引き出す手数料を終日無料にする。ゆうちょ銀とどう付き合うかは業界地図を変えるインパクトを持つ。
市場も波乱懸念
　金融市場も日本郵政グループの巨額マネーの流入に警戒感を強める。
　八月二日、都内で開かれた郵政民営化委員会会議室。日本郵政の米沢友宏執行役員は「市場にサプライズを与えないよう対話する」と約束した。資金が市場に流れ込んで波乱が起きると指摘した市場関係者に答えた。
　ゆうちょ銀は約百八十兆円、かんぽ生命は約百十兆円の資金を持つ。従来はこの資金を財政融資資金や自治体融資に振り向けてきた。ゆうちょ銀では、五十兆円を融資や株式市場などを含め自主運用できるようになる。
　五十兆円のごく一部が動くだけで、市場に影響が出る。地殻変動の予兆はある。今年の春先以降、日本株の上値を重くする犯人は「ゆうちょ、かんぽだ」とささやかれた。事実、郵政公社は四月からの四カ月で一兆円超の日本株を売却していた。
　ある市場関係者はもらす。「ゆうちょ銀の参入はプールにとつぜんクジラが飛び込んでくるようなもの。せめて泳ぐ場所を決めておかないとみんなおぼれてしまう」
インタビューに答える日本郵政公社の西川善文総裁

ゆうちょ銀１日発足、関西金融、攻防へ先手――池田銀、マイレージ導入、他。

	2007/09/29, 日本経済新聞　地方経済面 (近畿Ｂ), 10ページ, 有, 1782文字


　十月一日のゆうちょ銀行発足を前に、近畿二府四県の地域金融機関が警戒を強めている。当初の影響は小さいとの見方が支配的だが、きめ細かい拠点網を持つゆうちょ銀が同じ土俵に立てば、顧客層が重なる地方銀行や信用金庫には脅威。住宅ローンなど業務拡大の動きも見せており、徐々に存在感が高まることは確実だ。今後の攻防のポイントを探ってみた。
　■預貯金・手数料　満期で流出する郵貯資金の取り込みや、長期の取引につながる年金や給与の振込口座獲得など、優良顧客の囲い込みが本格化しそうだ。
　池田銀行は十月から、給与振込など取引に応じてポイントを発行し、全日本空輸やＮＴＴドコモなど提携先のポイントとも交換できるマイレージサービスを始める。関西地銀では初の試みで、既存顧客の維持に加え、ゆうちょ銀発足という顧客の動きが出るタイミングで新サービスをぶつけ「新規顧客も開拓する」狙いがある。
　大阪市信用金庫は十月から金利を二倍にした定期預金を投入する。初年度の金利を年〇・六％に設定。お節料理などが当たる懸賞も付ける。摂津水都信用金庫も年内をめどにインターネットサービスの拡充や金融商品の販売手数料引き下げなどを検討している。
　■投資信託　すでに競争が始まっているのが投資信託分野だ。一部の郵便局に限ったにもかかわらず、残高は上位地銀を上回っている。
　運用セミナーに力を入れているみなと銀行はこうした動きを「投信のすそ野が広がる」と余裕の構え。ゆうちょ銀が取り扱うことで投信の認知度も高まるとみており、今夏からは団塊世代向けのセミナーも新設し、投信販売の拡大に結び付ける考えだ。「ゆうちょ銀行との差別化」を狙い、びわこ銀行も座ったまま商品説明が受けられるローカウンターを全六十五店のうち三十店で導入。顧客取り込みを急ぐ。
　京都銀行は有力地銀との連携で対抗する。八月から池田銀など十四行と専用の投信を販売。十月からは横浜銀行など六行と金融関連の需要動向を分析する地域金融マーケティング研究会（会長・柏原康夫京都銀頭取）も立ち上げる。
　■住宅ローン　金融機関が最も恐れるのが住宅ローンへの参入だ。地域金融機関の収益の柱だけに、競争が始まれば打撃は大きい。日本郵政公社はスルガ銀行と個人ローン業務で提携。今後、同行の住宅ローンを代理販売する方針を表明している。ノウハウ蓄積後は独自商品も出す方針のため、地域金融機関側も「具体的な動きが出てくれば即座に対応していきたい」（きのくに信用金庫）と動きを注視する。
　南海電気鉄道は二十八日、社外監査役の西川善文・日本郵政公社総裁が三十日付で退任すると発表した。西川氏は二〇〇五年六月に同社の社外監査役に就任。任期は〇九年六月までだったが、本人から退任の申し出があったという。
　西川氏は十月の郵政民営化後、郵政事業に専念するため民間企業の社外取締役や監査役を順次辞めると表明していた。
　関西は大手銀から地域密着型の地元勢に加え、他地域からの攻勢もあり、有数の金融激戦区といわれている。日本郵政公社が十月に民営化し、持ち株会社の下に発足するゆうちょ銀行と迎え撃つ地域金融機関の“体力”を比べると……。
　関西での郵便局の貯金残高は三月末時点で約三十四兆円と、関西の地方銀行最大手の京都銀行（約五兆円）、信用金庫最大手の京都中央信用金庫（約三兆四千億円）の預金残高を圧倒。二府四県の合計額でも地銀の三十一兆円、信金の二十二兆円を大幅に上回る。
　近畿二府四県でのゆうちょ銀行の直営店舗は四十四カ所だが、郵便局への業務委託で利便性は変わらない見通しだ。郵便局を含む拠点数は関西だけで約三千百カ所（郵便局含む）と地銀や信金の三倍近くあり、都心から過疎地まで幅広くカバーしている。
　規模の面では大きな差があるが、現時点ではゆうちょ銀誕生の影響は当面ほとんどないとの見方が一般的だ。一千万円の預入枠や業務範囲が維持されるためだ。発足がリスク商品の販売を厳しく規制する金融商品取引法の施行と重なることで「監視も強化されるので脅威とは感じない」（大阪府の信金）という。
　ただ、住宅ローンや中小企業向け融資などに進出すれば脅威になるのは確実。「新たに参入する商品・サービスがどのようなものであるかによって、経営戦略が中長期的に大きく変わってくる」（南都銀行）との指摘も出ている。

ゆうちょ銀の関西拠点、地銀・信金の３倍近く。

	2007/09/29, 日本経済新聞　地方経済面 (兵庫), 46ページ, 有, 586文字


　関西は大手銀から地域密着型の地元勢に加え、他地域からの攻勢もあり、有数の金融激戦区といわれている。日本郵政公社が十月に民営化し、持ち株会社の下に発足するゆうちょ銀行と迎え撃つ地域金融機関の“体力”を比べると……。
　関西での郵便局の貯金残高は三月末時点で約三十四兆円と、関西の地方銀行最大手の京都銀行（約五兆円）、信用金庫最大手の京都中央信用金庫（約三兆四千億円）の預金残高を圧倒。二府四県の合計額でも地銀の三十一兆円、信金の二十二兆円を大幅に上回る。
　近畿二府四県でのゆうちょ銀行の直営店舗は四十四カ所だが、郵便局への業務委託で利便性は変わらない見通しだ。郵便局を含む拠点数は関西だけで約三千百カ所（郵便局含む）と地銀や信金の三倍近くあり、都心から過疎地まで幅広くカバーしている。
　規模の面では大きな差があるが、現時点ではゆうちょ銀誕生の影響は当面ほとんどないとの見方が一般的だ。一千万円の預入枠や業務範囲が維持されるためだ。発足がリスク商品の販売を厳しく規制する金融商品取引法の施行と重なることで「監視も強化されるので脅威とは感じない」（大阪府の信金）という。
　ただ、住宅ローンや中小企業向け融資などに進出すれば脅威になるのは確実。「新たに参入する商品・サービスがどのようなものであるかによって、経営戦略が中長期的に大きく変わってくる」（南都銀行）との指摘も出ている。

千葉・横浜・都民銀、ＡＴＭ１１００カ所相互開放―利便性向上、ゆうちょ銀に対抗。

	2007/10/02, 日経金融新聞, 11ページ, 有, 788文字


　【千葉】千葉銀行、横浜銀行、東京都民銀行は二十九日から、ＡＴＭを相互に開放する。三行の顧客は提携先銀行のＡＴＭでも自分の銀行と同じ条件で利用できるようになる。ＡＴＭの拠点は三行合計で一千カ所を超え、東京湾を囲む地域のＡＴＭ相互開放により利便性を向上させる。一日に誕生したゆうちょ銀行の巨大なネットワークに対抗する狙いもある。
　ＡＴＭの拠点数は千葉銀が千葉県内を中心に四百十七カ所、横浜銀が五百八十四カ所、都民銀が百七カ所ある。都民銀は千葉銀、横浜銀と既に提携で合意しており、一日に千葉、横浜両行が提携を発表した。今回の提携により、三行の顧客は首都圏を中心に点在する千百八カ所のＡＴＭを自分の銀行と同じ条件で利用できる。
　具体的には、三行の利用者は平日昼間にＡＴＭを利用した現金の引き出し、キャッシュカードを使って振り込みをする際の利用手数料が無料になる。早朝・夜間や土日祝日の手数料も二百十円から百五円に優遇する。
　ＡＴＭを使って互いの銀行口座に振り込む場合の手数料も引き下げる。振込金額が三万円未満の場合は一件あたり百五円、三万円以上の場合は二百十円となる。
　ゆうちょ銀の一都二県のＡＴＭ拠点数は二〇〇七年三月末で約三千五百カ所。三行は数の上では劣勢だが、千葉銀は「日常の生活圏は限られている。二行とのＡＴＭ相互開放とコンビニＡＴＭの利用で、顧客に十分に満足してもらえるのではないか」とみる。
　千葉銀は都民銀とのＡＴＭ提携で東京都内をカバー。東京湾アクアラインでつながる神奈川県とは通勤や行楽などで行き来する人も多く、利用者のサービス向上につながると判断した。千葉銀は「提携を機に互いのＡＴＭの利用者が増え、口座の新規開設などにつながることを期待している」と話す。

ゆうちょ銀、短期市場運用デビュー間近、日銀当座預金、１６日から積み立て。

	2007/10/11, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 438文字


　ゆうちょ銀行は十六日から準備預金制度に基づき、日銀当座預金に資金を積み立てる。旧日本郵政公社時も任意契約で積んでいたが、資金管理の視点がゆるく、所要準備額を数兆円上回る資金を無駄に積むケースがあった。短期金融市場での本格運用を始めるため、市場への影響に配慮したリスク管理を徹底する。
　民間金融機関は預金量などに応じて一定額を日銀に積み立てることを義務づけられている。資金繰り担当者は低金利の時に資金を調達して積み立て、高い金利の時に資金を積極的に運用するのが一般的だ。
　ゆうちょ銀の当座預金の所要準備額は一兆―二兆円とみられる。当座預金は利息が付かないため、準備額は最低限にとどめ、積極的に無担保コール翌日物など短期金融市場での運用に資金をまわす方針。
　資金の出し手としての存在感が大きいだけに、「市場の予測を大きく超えるような資金運用はしない」（ゆうちょ銀）と話す。
　ゆうちょ銀が本格運用を始めると、短期金融市場の構成が変わる可能性がある。各銀行もその動向を注視している。

１　制度（ルール）と外部環境
１．１　景気などの外部環境
道内業況３期連続悪化　北洋・札銀調査　７－９月　運輸、小売が急落（10/11 08:28）道新
　北洋銀行と札幌銀行は十日、七－九月期の道内企業の経営動向調査の結果を発表した。全産業の売り上げＤＩ（「増加」と答えた企業の割合から「減少」と答えた企業の割合を引いた値）は、前回調査（四－六月期）比四ポイント低下のマイナス一七、利益ＤＩも同五ポイント下がってマイナス二三となり、ともに三期連続で後退した。 

　原油高騰による原材料仕入れ価格の上昇や、個人消費低迷による売り上げ不振が響いた。 

　製造業は、売り上げＤＩがマイナス五（前回調査比二ポイント低下）、利益ＤＩがマイナス一六（同二ポイント上昇）。非製造業は、売り上げＤＩマイナス二二（同五ポイント低下）、利益ＤＩマイナス二五（同八ポイント低下）だった。 

　業種別では原油高の直撃を受けた運輸業の売り上げＤＩがマイナス三三（同一五ポイント低下）と大幅に悪化。 

　個人消費低迷で小売業の売り上げＤＩもマイナス二八（同一七ポイント低下）に急落した。 

　十－十二月期の全産業ＤＩの見通しについて、両行は「経営環境の厳しさに変わりはなく、売り上げ、利益ＤＩともに二けたのマイナスは続くだろう」とみている。

１．２　制度（ルール）
佐賀銀と佐賀共栄銀、金商法対応へ新組織、勧誘・販売で顧客に配慮、他。

	2007/09/28, 日本経済新聞　地方経済面 (九州Ｂ), 14ページ, 　, 603文字


　佐賀銀行と佐賀共栄銀行（佐賀市、山本孝之頭取）は三十日に本格施行する金融商品取引法への対応策を相次いで実施する。同法が消費者保護の立場から投資信託、個人年金保険など元本割れリスクが伴う金融商品の販売勧誘ルールを変更するのに伴い、「顧客の安心につながるサービス強化が必要」（松尾靖彦・佐賀銀行頭取）と判断、専門組織や責任者を新設する。
　佐賀銀行は十月一日から全営業店に一人、合計百三人の「金融商品勧誘責任者」を配置する。責任者は同法に関する特別研修を受け、金融商品の勧誘や販売で顧客の不利益につながらないような配慮やサービスを実施する。責任者の配置に先立って、二十八日付で本部内に「金融商品管理グループ」（職員三人）を新設、営業店を調査して同法に適応した勧誘や販売状況が実施されているかどうかをチェックする。
　佐賀共栄銀行も十月一日付で本部内に「金融サービス部」を新設、同法の順守を徹底させるための指導や顧客の預かり資産管理などを担当する。従来のコンプライアンス統括部を改編して「経営管理部」を設置、この中に新設する「顧客保護等管理グループ」が職員による金融商品説明の体制の適否や顧客情報保護などを一元的に管理する。
　佐賀銀行は二十八日から新光証券と組み、外債を中心とした証券仲介業務を開始する。証券仲介は地方銀行が証券会社から委託を受けて顧客を勧誘し、株式や債券などの売買注文を証券会社に取り次ぐ仕組み。

公的信用保証限度額設定、中小の初期負担軽減―経産省方針、資金需要、備えやすく。

	2007/10/09, 日本経済新聞　朝刊, 1ページ, 　, 656文字


　経済産業省は中小企業が公的な信用保証制度を利用する際の負担を二〇〇八年度にも軽くする。保証限度額を設定した後、実際に銀行などから融資を受けるまでの間に中小企業が支払う保証料を現行の七分の一程度に減らす。制度を使いやすくすることで、中小企業が急な資金需要に備えられるようにする。
　中小企業信用保険法の改正案を来年の通常国会にも提出する。
　信用保証制度は民間金融機関が中小企業に融資する際、全国の信用保証協会が公的な保証を付ける仕組み。現在は保証限度額を設定した時点で、平均で限度額の一・三五％の保証料を協会に払う必要がある。負担が重いために利用が十分には進まず、急に資金が必要になると手続きが簡単な消費者金融から高利で借りるケースもあった。
　新制度では限度額の設定だけなら約〇・二％の低率の保証料で済むようにし、実際に融資を受けると追加で保証料を徴収する。融資額に応じて段階的に保証料が増える仕組みにする。具体的な水準は今後詰める。
　大企業なら、一定の枠内でいつでも資金を借りられる銀行融資枠（コミットメントライン）契約を銀行と結ぶことができる。ただ、この契約は銀行が優越的な地位を背景に不当に高い手数料をとる恐れがあるため、中小企業の利用は原則として禁じられている。経産省は信用保証制度の活用が広がれば、コミットメントライン契約を結ぶのと同じ効果を中小企業も得られると判断した。
　福田康夫首相は参院選の与党大敗を受け、中小企業支援を強化する方針を表明している。経産省は信用保証制度拡充を対策の目玉にしたい考え。

コンプライアンス

道銀が監視部署　法令順守へ道内外支店を巡回　来月新設、ＯＢ行員も採用（09/15 06:55）道新
　北海道銀行はコンプライアンス（法令順守）を徹底するため、道内外支店を定期的に巡回して、業務全般を専門的に監視する「モニタリング室」を十月一日付で新設する。今月末に投資家保護の強化を求める金融商品取引法が施行されることを受けて、法令順守体制の強化が必要と判断した。国内の地銀で、支店監視専門の部署を設置するのは珍しい試みだ。 

　モニタリング室は、既存のコンプライアンス統括部の下部組織として設置され、メンバーは十人。行員三人に加えて、実務に詳しいＯＢ行員を嘱託として新たに七人を採用する。経験豊富なＯＢ行員らが、東京、仙台両支店を加えた道内外の百二十五営業店舗を定期的に回って、業務日誌を調べたり、支店長や行員などと面談しながら、支店の業務全般が金融商品取引法などに沿って行われているかどうかを確認する。 

　支店業務のチェック体制は、これまでリテール推進室など本部の当該部署が業務ごとに実施していたが、十月以降は当該部署と並行してモニタリング室も実施。コンプライアンス統括部がモニタリング室の収集した情報を基に、法令違反を犯さないための管理対策を打ち出す考えだ。 

　金融商品取引法は、投資家保護を徹底するため、投資信託など元本割れの恐れのあるリスク商品について、損失リスクや手数料などについて広告や販売時の書面に明示するよう義務付けており、金融業界が対応を急いでいる。 

イスラム金融

日銀、イスラム金融の国際機関に参加。

	2007/09/18, 日経金融新聞, 3ページ, 　, 290文字


　日銀は、イスラム金融の国際基準策定機関である「イスラム金融サービス委員会」（ＩＦＳＢ、本部クアラルンプール）からオブザーバー参加が承認された。日銀は国際金融情勢を把握するうえで、拡大するイスラム金融の動向を理解することが重要と判断。イスラム圏の中央銀行や有力な民間金融機関との間で情報の収集・交換を進めることができるとみて、参加を申請していた。
　イスラム圏以外の東アジアの中央銀行も同委員会に参加しており、中央銀行間の関係強化にもつながるとみている。
　同委員会はシャリア（イスラム法）に抵触しない国際基準を採択し、新基準を導入することで、透明性の高いイスラム金融を振興している。

バークレイズ系、ヘッジファンド、イスラム式開発、空売り認めず。

	2007/09/18, 日経金融新聞, 9ページ, 　, 727文字


　【ニューヨーク＝伴百江】英銀バークレイズ・バンク傘下の投資銀行バークレイズ・キャピタルは、米イスラム金融専門会社シャリア・キャピタルと共同でシャリア（イスラム法）にのっとったヘッジファンド投資の仕組みをつくり、販売する。空売りやローン金利を認めないシャリアに適したヘッジファンド投資の基本ルールを開発。中東の豊富なオイルマネーなど、イスラム投資家資金をヘッジファンドに取り込む狙いだ。
　シャリア・キャピタルは投資信託や上場投信（ＥＴＦ）、プライベートエクイティなど欧米の金融商品をシャリア式に置き換え、イスラム投資家に提供してきた。イスラム投資家からヘッジファンドへの需要が高まっているのを受け、シャリア式のヘッジファンドの運用基盤を開発した。
　欧米経済・金融に詳しいイスラム法学者の意見を取り入れながら、ヘッジファンドに必要な投資手法をイスラム式に解釈した。例えばヘッジファンド運用で頻繁に利用される空売りは、借りた株式を売って利益を得るものだが、シャリアは実際に所有していないものから利益を得ることを禁じている。このため西洋式の頭金に相当する支払い契約を結び、空売りの際でも保有株式を売却する形にした。
　シャリアが禁じた事業をする企業や、負債比率の高い企業を投資先として避けるためのソフトウエアも開発、ヘッジファンド運用に役立てる。
　新事業で顧客の対象とするのは、自社のファンドをイスラム式に適用させてイスラム投資家の資金確保を狙うヘッジファンド運用会社や、イスラム仕様のヘッジファンド商品の提供を考えている機関投資家向け資産運用会社。シャリア・キャピタルが商品担当、バークレイズがマーケティングとヘッジファンド向けプライムブローカーの役割を担う。

アジア主要市場、オイルマネー誘致競う―香港、イスラム金融導入。

	2007/09/26, 日本経済新聞　朝刊, 9ページ, 有, 1000文字


　【香港＝吉田渉】アジアの主要市場で、中東産油国マネーの誘致競争が激化している。香港政府はイスラム債券市場を育てるため関連規制の見直しを検討する。先行するマレーシア、シンガポールも優遇策を拡充してイスラム金融拠点の地位向上を目指す。原油高を背景に一兆ドル（約百十五兆円）に上るともいわれ影響力を増している中東マネーをどれだけ取り込めるかが、アジア各市場の競争力を左右しそうだ。
　香港政府が計画しているのは、中国企業によるイスラム債の発行。イスラム金融はイスラム教の教義に基づく金融取引で、利子を禁止するなど通常の金融慣行と異なる点が多い。曽俊華財政官（財務相に相当）は「現行の金融システムの見直しが必要だ」と指摘、税制や金融政策面でイスラム金融を優遇する考えを示している。
　中国企業の資金調達拠点として成長を続けてきた香港は、これまで「イスラム金融は必要ない」との立場だった。ただ、中国本土の株式市場の成長に伴い上海に上場する企業が急増。競争力低下の懸念が広がるなか「金融拠点の地位を維持するのにイスラム金融は欠かせない」（曽財政官）として戦略を転換した。
　一方、イスラム国家のマレーシアは優遇措置の拡充を急ぐ。来年度からイスラム金融のファンド運用会社に対する外資の全額出資を解禁。ファンドの運用手数料収入への課税を二〇一六年度まで免除することも決めた。
　外貨建て取引を行うイスラム銀行の法人所得税を免除する制度を導入しており、イスラムの教義に沿った金融商品が相次ぎ発行されている。同国の〇六年のイスラム債発行額は四百二十億リンギ（約一兆四千億円）に膨らんでいる。
　隣国シンガポールは五月に政府系のＤＢＳ銀行に同国初のイスラム金融専門銀行「イスラミック・バンク・オブ・アジア（ＩＢアジア）」の設立を認めた。資本金は四億一千八百万ドルでスタート。九月中旬には五億ドルに引き上げた。イスラム債に組み込む不動産取引の印紙税も昨年から撤廃、イスラム独特の融資手法を利用した金融商品も解禁した。
　アジアでは、特に香港とシンガポールが金融センターの座を巡って競ってきた。中東資金の取り込みで出遅れるわけにはいかないとの意識が、各市場の積極的な対応の背景にある。アジア市場の誘致競争は東京市場にも刺激を与えそうだ。

イスラム金融商品販売、モロッコ中銀、来月解禁、世界的な急拡大に対応。

	2007/09/27, 日経金融新聞, 9ページ, 　, 682文字


　モロッコ中銀は十月一日から国内銀行に対して、利子を認めないなどイスラム教の教義に基づくイスラム金融商品の販売を解禁する。モロッコは金融面で欧州との結びつきが強く、西洋型銀行のみというイスラム教国で数少ない国の一つだった。世界的なイスラム金融の急拡大を受け、国民への金融サービスの充実やオイルマネーの誘致などに必要と判断した。
　中銀幹部が日本経済新聞記者に明らかにした。解禁されるのはリースにあたる「イジャーラ」、共同出資の「ムシャーラカ」、商品購入のための融資にあたる「ムラーバハ」。イスラム銀行の創設は現時点では認めず、従来の銀行の一部門として専用の支店や窓口などを設ける。商品数は徐々に拡大する方針。
　モロッコは「一時期には百以上の外国銀行が進出するなど、完全に西欧型金融システムをとってきた」（中銀幹部）。ここ数年はモロッコ国民の間にもイスラム金融への要望が強まり、銀行離れや、非合法なイスラム金融業者の出現などの弊害が出ていたという。
　湾岸産油国などのモロッコへの投資が増加するにつれて、国内にイスラム金融の受け皿がないことへの不満も出ていた。中銀は昨年からマレーシアに調査チームを派遣するなど、法整備の準備を進めてきた。
　最大手銀のモロッコ大衆銀行グループでイスラム金融の準備部門の部長を務めるナジブ・ファレス氏は、「イスラム教への意識の高まりを受けて、すでに数千人単位の顧客から問い合わせが来ているし、従業員も歓迎している」と指摘。「需要の旺盛な住宅ローンなどが拡大する見通し。解禁で各行が顧客獲得に力を入れるのでは」と見ている。

２　地域金融機関

２．１　貨幣取引・資金調達戦略
富山銀が発表、ゆうちょＡＴＭ、時間外も無料。

	2007/09/11, 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, 　, 124文字


　富山銀行は十月十五日から、同行のカードを使ってゆうちょ銀行（十月に発足予定）のＡＴＭで預金を引き出す際の時間外手数料（百五円）を無料にすると発表した。これまでは平日の時間内のみ無料だった。店舗数の多いゆうちょ銀との連携で、預金者の利便性を高める。

きらやか銀、スキー場の観光客増で、台湾・韓国通貨、蔵王支店で両替。

	2007/09/15, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 383文字


　きらやか銀行は山形市の蔵王スキー場内にある蔵王支店で台湾、韓国の通貨の両替を二十五日から開始する。山形県が展開しているキャンペーンの効果もあって蔵王スキー場を訪れる台湾、韓国の観光客は増加しており、両替のニーズがあると判断した。
　蔵王支店は旧山形しあわせ銀行の支店で、蔵王スキー場の周囲に出店している金融機関はきらやか銀が唯一。
　新たに取り扱うのは台湾のニュー台湾ドル（ＮＴドル）と韓国のウォンで、現金の買い取り、受け渡しを行う。すでに米ドルを取り扱っており、外国通貨は三種類となる。
　表示ボードは英中韓の三カ国語にするほか、両替の申込書も三カ国語表示にするなどで、外国語の不慣れな支店行員でも対応ができるようにしたという。きらやか銀では「蔵王以外の支店でもアジア通貨の両替を取り扱うかどうかは、このスキーシーズンでの反応を見て決めたい」（外国為替課）との方針だ。

北陸３県全１８信金、ＡＴＭ相互無料化、２９日から。

	2007/10/02, 日経金融新聞, 11ページ, 　, 263文字


　【福井】石川、福井、富山の北陸三県の信用金庫協会は、十月二十九日から三県の全十八信用金庫間のＡＴＭで現金を出し入れする際にかかる手数料を相互に終日無料化すると正式に発表した。新サービス名は「しんきん北陸トライネットＡＴＭサービス」。地域ブロック間での信金ＡＴＭの終日無料開放は全国で初めてとなる。
　石川、福井両県の全十信金は既に六月からＡＴＭの出入金手数料を相互に無料にし、富山県内の全八信金にも参加を呼びかけていた。富山の八信金が加わることで、北陸三県の五百十一カ所にあるＣＤ・ＡＴＭでの現金の出し入れが完全に無料になる。

地銀ＡＴＭ、削減広がる、コンビニ利用、無料化で代替―利便性、ゆうちょ銀も意識。

	2007/10/13, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 1153文字


　全国の地方銀行で利用者が少なく採算のとれないＡＴＭを減らす動きが広がってきた。ＡＴＭの維持・管理費用は地銀にとって大きな負担。地銀は採算性の低いＡＴＭを減らす一方、コンビニエンスストアにあるＡＴＭの預け入れ・引き出しにかかる手数料を無料化して顧客の利便性を確保。設置台数の多いコンビニＡＴＭを自行並みに使えるようにすることで、全国にＡＴＭ網を展開するゆうちょ銀行に対抗していく狙いもある。
　北越銀行は十月から、セブン銀行のＡＴＭ手数料の無料化を始めた。預金者にとって無料で利用できるＡＴＭが一気に増えるため、現在百十二台ある店舗外の自行のＡＴＭを順次削減していく。削減の対象は郊外に設置されている利用者の少ないＡＴＭ。北越銀は採算を考慮すると一日で百回の利用を設置基準としているが、「一日二十―三十回しか使われないＡＴＭもある」（北越銀行）という。
　スルガ銀行はセブン銀のほか、ファミリーマートなどにＡＴＭを設置するイーネット（東京・中央）の手数料を二〇〇三年から無料化。郊外にあるＡＴＭを中心に約百二十台を減らした。静岡銀行もセブン銀ＡＴＭを無料化して、利用者の少ないＡＴＭを百五十台以上削減した。
　地銀関係者によると、ＡＴＭを一台維持するには年間四百万―五百万円かかるという。三百五十台のＡＴＭを持つ北越銀の場合、年間十四億―十七億五千万円ほどの費用負担が発生する計算になる。生体認証などの機能が追加されるたびに機種を買い替える必要も出てくる。時間外手数料などで得る収入はあるが、業務純益が百億円規模の同行にとって負担は大きい。
　コンビニＡＴＭを無料化すると、銀行は顧客がＡＴＭを利用するたびに一回につき、五十―百五十円程度の手数料をコンビニＡＴＭ会社に払う。北越銀は無料化に伴う負担増加分を年三億円と見込むが、不採算のＡＴＭの削減でカバーしていく方針。
　セブン銀はＡＴＭを全国に約一万二千五百台設置。イーネットのＡＴＭは七千七百台。一方、地銀ＡＴＭは、地元の都道府県内に設置している場合がほとんど。コンビニＡＴＭの無料化で「旅行先や、出張したときにも手数料なしでＡＴＭを使いたい」という顧客の要望に応えることも可能だ。
　今月一日に発足したゆうちょ銀行は全国に二万六千台のＡＴＭを展開する。数の上では地銀に比べて、ゆうちょ銀の方が圧倒的に利便性が高い。
　ゆうちょ銀への対抗策として、北陸地方の地銀や信用金庫は互いのＡＴＭを無料で開放し始めた。北陸地方のコンビニＡＴＭは数が少ないため、コンビニＡＴＭの無料化ではなく、同じ地方の金融機関同士で無料提携した方が効果が高いと判断した。地銀関係者の間では、ゆうちょ銀への警戒感から地銀のコンビニＡＴＭの無料化や地域間での無料開放が加速していくとの見方が多い。

２．２　中小企業金融
２．２．１　需要と供給
２．２．３　信用リスク：新技術活用戦略
メガバンク・大手地銀、ポイント優遇拡充、上限緩和や提携先拡大。

	2007/10/11, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1148文字


　メガバンクや地方銀行がポイントを使った個人向け優遇策を相次いで拡充している。投資信託など資産運用商品の購入やクレジットカード利用などに応じて付与するポイントの仕組みを見直し、三井住友銀行は一年間にためられる上限を引き上げ、みずほ銀行は一ポイントためる際の条件を和らげた。各行はインターネット業者や流通、航空会社など他業種とも提携してポイントの利便性を高め、顧客囲い込みを狙う。
　ただ利用者から「ポイント優遇ではなく、預金金利自体を上げてほしい」との声も出ている。
　ネット専業のジャパンネット銀行は十日、ヤフーのサイト内での買い物などでためたポイントを同行の口座に入金する業務を同日から始めたと正式発表した。交換手続きが完了すると、即座に現金を振り込む。ポイントをめぐる銀行間の競争は激しくなってきた。
　三井住友銀は十月から、月末の住宅ローンの借り入れや預金残高などに応じてたまる年間のポイントの上限を、これまでの一千ポイント（一ポイント＝五円相当）から、三千ポイントと三倍に引き上げた。
　例えば千五百万円借りると、一年間でたまるポイントは九百ポイント。これまでは、残りの枠が百ポイントしかなく、いくら高額の投信を新たに購入しても、ポイントは一千ポイントで切り捨てられていた。
　三カ月物外貨預金を一万ドル預けている場合、ポイントが八十九ポイントたまると、金利を〇・二％上乗せする優遇策を受けられる。百ポイントたまれば、全日本空輸のマイルとも交換できる。
　みずほ銀行は今年度から、クレジットカード一体型のキャッシュカードの利用者を対象に、カードを使った買い物でたまるポイントの条件を緩和した。これまでは二千円の買い物で一ポイントだったが千円で一ポイントに変更した。百ポイントたまれば、元本百万円分の定期預金なら金利を〇・一％上乗せし、住宅ローンなら、金利を〇・一％軽減できる。一千ポイントためると、ビックカメラの五千ポイント分（五千円相当）とも交換できる。こうした提携先企業の拡大を検討中だ。
　横浜銀行も昨年七月から定期預金や投信、住宅ローンの残高に応じてポイントを付けるサービスを開始。たまった一年分のポイントを自動的に換金して預金口座に入金する仕組みにした。
　ポイントサービスは全預金者に一律ではなく、金融商品購入など「銀行にどれだけ収益をもたらしてくれているか」に応じて優遇策に差を付けるのが特徴。ポイント優遇拡充の背景には、「上客」の囲い込みを進めたいとの思惑がある。各行はポイントを、メーンバンクの位置を占める道具立てにしようとしている。他社のポイントとも交換できるようにして、従来接点のなかった顧客層の開拓も狙っている。

２．２．４　顧客ロイヤルティ戦略
地銀、食品業者の営業支援、食材取引サイトと協力、遠隔地へ売り込み。

	2007/08/31, 日経金融新聞, 3ページ, 有, 859文字


　全国にある地方銀行が企業間の食材取引サイトを運営するインフォマートと協力し、食品業者の販路開拓の支援に乗り出している。地銀が営業地域内の食品業者の参加を募り、インフォマートが運営するサイト上で他の地域の飲食店やスーパーとも取引できる仕組みを整えている。二〇〇七年内に採用する道府県は三十に広がる見通しだ。食品業者の事業拡大は、地銀の資金需要の獲得にもつながる。
　地銀とインフォマートが推進しているのは「食材甲子園」と呼ばれるサービス。各地の企業情報に詳しい地銀が取引先などに呼びかけて、メーカーや生産者などの売り手企業と、飲食店やスーパーなどの買い手企業を集める。
　参加企業は通常買い手の場合で月五千円、売り手の場合で月二万五千円の利用料金を支払う。地銀やインフォマートは年四回の研修で、サイト上での商品の有効なアピール方法などを指導する。
　中小企業の資金需要が伸び悩む中、地銀は取引先同士の商談あっせんに力を入れ、販路拡大や新規事業を促そうとしているが、取り組みが営業地域内に限定される傾向が強い。地域色のある特産品を遠隔地に売り込むことも難しい。
　地銀はインフォマートと連携すれば、広域での商談あっせんができるほか、サイトの維持・管理費用もかからない。インフォマートも地銀と組むことで、各地の優良企業を取り込めるメリットがある。
　食材甲子園は〇六年一月に長崎県の十八銀行が始め、一年半で二十府県以上に普及した。食材甲子園には〇七年六月末時点で、売り手企業だけで五百三十三社、地域産品は約九千三百商品が登録されている。食材甲子園を通じ、実際に売り上げを増やす企業も出始めている。年内には北海道も加わる見通しだ。
　インフォマートは一九九八年二月の設立で、〇六年八月に東証マザーズに上場した。大手銀行や信用金庫との取引先企業の奪い合いが激しくなる中、地銀は低金利以外の付加価値で違いを出す必要に迫られている。ＩＴ（情報技術）投資を抑制しながらサービスを充実させる方法として、今後はＩＴ企業との提携も加速していきそうだ。

北陸の金融機関、ＳＮＳ使い取引先支援、異業種交流促す、販路開拓や商談にも活用。

	2007/09/06, 日経金融新聞, 4ページ, 有, 1026文字


　【金沢】北陸の地域金融機関が会員制交流サイト、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）を取引先支援などに相次いで活用している。北陸信用金庫（金沢市、西出武夫理事長）は九月末にサイトを開き、全店の取引先の約六百社を会員化。北陸銀行は金沢市内の支店が約百五十社を組織化し運用を始めた。異業種交流を促し販路開拓などにつなげる狙い。全国的にも金融機関がＳＮＳを使う例は珍しいという。
　北陸信金は「金沢エリア」の二百十五社でつくる会員組織「北信会」を昨年立ち上げ、すべて会員登録する予定。入会時の会費三千円を受け取り、サイト内で同業間の相談などに生かせるようにする。会員検索機能を付けたり、会員各社のホームページとリンクを張れるようにして商談や共同開発などの異業種交流に使いやすくする。
　金沢エリアの状況をみながら、野々市や松任、美川、小松の残りの四エリアにも対象を広げ、六百社まで拡大する計画だ。
　北陸銀の金沢南支店は二月にＳＮＳ「北親会」を立ち上げた。百五十五の会員に毎朝、支店から女性行員が会員にメッセージを送り、支店長あてメッセージも気軽に受ける。統合前の旧三支店ごとの親睦（しんぼく）会の枠をまたぐ異業種交流の場として活用が始まった。会費は年三百円。税理士らも会員となっている。
　通常のＳＮＳ同様、個々にコミュニティーを設定できるようにし、参加者には新しい投稿があるとメールに連絡が届くようにする。異業種交流をテーマにしたコミュニティーでは、食品メーカーの販路拡大や資材メーカーの原料調達などで取引の話が進んだという。
　会員の一つ、建築会社の岡組（金沢市）は「ＳＮＳ内で当社の開く免震構造セミナーの案内を送るほか、税務・会計のコミュニティーでは税制改正の新しい動きを確認できる」と評価する。また趣味のコミュニティーも設け、取引先のプライベートの場としての利用も見込む。
　ＳＮＳは会員が自ら公開したい情報を選べる利点がある。入会者は銀行の取引先に限られるため、外部の無関係な法人などが入り込むこともない。北陸銀の場合、営業マンが取引先に他の取引先への接触を勧めたりして交流を促し、その窓口としてＳＮＳの自己紹介を参照してもらうこともある。
　取引先同士で新しい事業が生まれることで資金需要にもつながるほか、ネットを活用した新しい形の法人営業の効率化につながりそうだ。

金沢信用金庫、サービス介助士を増員。

	2007/09/07, , 日本経済新聞　地方経済面 (北陸), 8ページ, , 148文字


　■金沢信用金庫（金沢市）　店頭などで高齢者や障害者の介助に当たる職員に「サービス介助士」の取得を促す。七月に、まず六人が認定を受けた。今後、全五十支店と本部に最低一人ずつの有資格者を置く予定で、三年以内に百人の取得をめざす。同資格は特定非営利活動法人「日本ケアフィットサービス協会」が認定する。

北国銀、新たなポイントサービス、地元百貨店と交換可能。

	2007/09/19, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 381文字


　北国銀行は利用者を対象にした新しいポイントサービス「ハッピース」を導入した。給与振り込みやローン利用などに応じた累積ポイントを、新たに地元百貨店のポイントに交換できるようにした。百貨店とのポイント提携は北陸地方では初めて。地銀でも珍しいという。地元で比較的高額な買い物をする層を囲い込む狙いだ。
　対象になる百貨店は大和と「めいてつ・エムザ」。またＶＩＳＡのギフトカードにも交換できるようにした。従来はＡＴＭ時間外手数料を無料化するなど同行のサービスに限られていた。
　具体的には、給与振り込みで三十ポイント、定期預金や投資信託など預かり資産の合計が三千万円以上で百ポイントなどと設定。毎月ポイントがたまる仕組みで、五百ポイントを超えると交換ができる。交換レートは北国銀で五百ポイントたまると百貨店の五百ポイントに交換し、一定以上たまると商品券などになる。

顧客への対応、優秀な職員表彰、千葉銀。

	2007/09/20, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 239文字


　千葉銀行は十九日、顧客対応に優れた職員を表彰した。パートタイマーを含む百六十七人が式に臨み、竹山正頭取から表彰状を受け取った＝写真。顧客満足度（ＣＳ）に対する職員の意識を高める狙いで、今回で二回目となる。
　同行の約三千七百人の全職員が顧客対応に秀でた同僚の名前を記入して投票、営業店ごとに最多得票者を選ぶ。全受賞者のうち非正社員が六十八人（四一％）を占めたほか、八人が前回に引き続き受賞した。竹山頭取は「お客さんに満足してもらうためにも、仲間から評価されるのは重要」と話した。

横浜銀ブランド戦略強化、ロゴや改築、１５０億円を投資。

	2007/10/11, 日本経済新聞　地方経済面 (神奈川), 26ページ, 有, 762文字


　横浜銀行は十日、ブランド戦略強化策を発表した。約百五十億円を投じてロゴや看板を統一、店舗の内外装などを改築する。新商品や他の金融機関との連携も推し進める。横浜銀の二〇〇七年三月期の連結最終利益は四期連続で最高益を更新。メガバンクやゆうちょ銀行との競争激化に備え、積極投資で顧客を囲い込む。
　横浜銀が大規模なブランド戦略に取り組むのは一九五七年の設立以来、初めて。濃淡二色の青色を用いて船の前面を表現したロゴ＝写真＝のほか、スローガンも新たに制定。十一日から順次、ホームページやカード、預金通帳などを新ブランドのデザインに変えていく。
　全店舗を対象に看板や内外装も一新する。第一弾として妙蓮寺支店（横浜市）を改装、十五日に再開業する。総合受付やバリアフリー化したＡＴＭコーナーなどを設置して顧客の利便性に配慮する。今後、一年かけて店舗の看板を統一し、三年後をめどに内外装を改装する計画だ。
　新ブランドの導入に当たっては外部のコンサルタント業者の協力を得た。行員など三千人に加え、取引の有無にかかわらず個人や法人の顧客にイメージ調査を実施。調査結果に基づき、約一年半かけて細部を詰めたという。
　横浜銀の小川是頭取は記者会見で「メガバンクやゆうちょ銀との競合が一段と増す。顧客のニーズも多様化しており、競争力を高める必要がある」とコメント。特に「ゆうちょ銀は強力なライバル」と危機感を表した。大久保千行代表取締役は「ブランド戦略に基づいて商品開発や他行との連携も進める」と述べた。
　横浜銀は今年度以降、ＪＲ東日本や千葉銀行、東京都民銀行とＡＴＭ業務で相次ぎ提携。地銀十一行と預金や融資を管理するシステムの共同開発を決めるなど攻勢が目立つ。ブランド強化を機に新商品開発や他行との連携、営業に力を注ぎ、シェア拡大につなげたい考えだ。

２．２．５　再生・創業・拡張戦略
２．２．６　新分野開拓戦略
ＪＡ道信連、農協向けに低利融資、国新制度受けつなぎ資金。

	2007/09/04, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 426文字


　北海道信用農業協同組合連合会（ＪＡ道信連）は、道内農協に低利で融資する「品目横断サポート資金」を設けた。国が支援対象を大規模農家に絞る品目横断的経営安定対策を今年度導入したことで、交付金（補助金）の支払い方法や時期が変わることに対応。農協が生産者に円滑に資金を融通できるようにする。
　金利は変動制で、短期プライムレート（最優遇貸出金利）から〇・五ポイント差し引いた水準。貸出期間は原則一年以内で、無担保無保証。二〇〇九年度までの期間限定で取り扱う。
　道内の多くの農協は生産者に対する独自の融資制度「組合員勘定（組勘）」を持つ。必要に応じ生産者に資金を前貸しし、農産物の販売代金や国が農協などを通じ支払う交付金と合わせ年末などに決済する。
　品目横断的経営安定対策が今年度から始まり、交付金が生産者への直接支払いに代わったほか、支払時期も麦の場合で三カ月以上遅れる。ＪＡ道信連は制度変更で、農協による生産者への資金融通に支障が出る可能性があるとみている。

セイコーマート、農家の法人化支援――資金や経営指導、総菜の食材調達。

	2007/09/04, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 753文字


　道内コンビニエンスストア大手のセイコーマート（札幌市、西山政市社長）は道内農家の農業生産法人化の支援に乗り出した。資金面や経営指導などで協力。法人化により資金調達力などを強化し、生産規模の拡大を促す。総菜などの原料や店頭で扱う生野菜に関し道内で安定供給体制を築き、鮮度や安全性などで道外チェーンとの違いを打ち出す。
　道央の農家が八月中旬に農業生産法人を立ち上げ、セイコーマートの関連会社が試験的に出資した。軌道に乗れば道内全域で他の有力生産者数軒に対しても、同様に法人化を働きかける。
　今回新設した農業生産法人は一億五千万円を投じ、現在七棟持つビニールハウスを二〇〇九年末までに五十棟に増設。コンビニ店頭で生野菜やサラダなど総菜類として販売するキュウリ、ニラ、レタスなどを生産する。三年後の総生産量は二百トン、金額ベースで六千万円を目指す。
　セイコーマートはグループの食材工場で農作物を買い入れる。これまでの契約農家との関係を生かし、栽培技術や経営面も指導する。販売データを提供し、売れ筋の農作物の生産を促す。
　また、総菜工場などで出た廃油を活用できるボイラーを農業生産法人に提供。ビニールハウスの暖房に利用する。総菜工場で出た廃棄物などを肥料とし、環境に配慮した循環型の農業モデルの構築も目指す。
　道内コンビニは競争激化や人口減などで、既存店売上高の減少が続いている。セイコーマートは他チェーンとの違いを出すために生鮮野菜・果物の販売を強化。加盟店売上高全体の二％、約三十億円に達する。生産法人の組織化を品ぞろえ拡充につなげる。
　生産法人とのつながりを深め、生産履歴の確認など食の安全への姿勢を強調する狙いもある。農業生産法人が地域の雇用の受け皿となれば、地方店舗の顧客維持にもつながると期待している。

秋田銀、農業向け無担保融資――最大１０００万円、農林公庫と共同で。

	2007/09/07, 日経金融新聞, 7ページ, 　, 360文字


　【秋田】秋田銀行は農林漁業金融公庫秋田支店（秋田市）と共同で、農業従事者向けの協調融資型商品を開発した。用地取得を含め無担保で最大一千万円融資する。秋田銀は農林公庫のノウハウを蓄積して農業分野を本格的に開拓。農林公庫は秋田銀の支店網を利用して融資機会を増やす。
　対象は市町村が農業の将来の担い手と認めた「認定農業者」に限る。直前三期分の決算書や返済計画などを記した経営改善資金計画書の提出が必要。秋田銀はさらに保証人を求める。秋田銀が最長五年で百万―五百万円、農林公庫が最長二十五年で五百万円を融資。金利は秋田銀が最も条件がいい場合で年三・五％（変動型）。農林公庫は融資期間が十年以下で年二・二％（固定型）。
　秋田銀と農林公庫は養豚のポークランドグループ（秋田県小坂町）に二十五億円を協調融資するなど連携を強めている。

滋賀銀行、エコ融資で環境大臣賞。

	2007/09/08, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 137文字


　■滋賀銀行　七日、優れた環境活動を表彰する「第九回グリーン購入大賞」（グリーン購入ネットワーク主催）の環境大臣賞に選ばれた。環境保全に取り組む企業に低金利で資金を融資する「エコ・クリーン資金」など、金融を通じて環境に配慮した地域社会づくりに取り組んできた実績が評価された。

金融など広がる取得、農業経営アドバイザー、融資拡大見込む。

	2007/09/14, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 439文字

	


　農家の経営サポート体制の充実を目指し、農林漁業金融公庫が創設した「農業経営アドバイザー」制度の取得が道内で広がっている。銀行などの金融機関や税理士が中心で、農家が経営効率化を進めるなか、補助金取得や経営管理をアドバイスし、取引拡大につなげる狙いがある。
　これまで五回試験があり、道内での公庫以外の取得者は十二人。全国で百六人いるうちの一割強を占める。銀行では北洋銀行が一人、北海道銀行が二人。ほかに税理士が四人いる。
　道内の農業向け融資は「マーケットは大きく、最近はＪＡ以外の金融機関と取引をしたいという農家も増えた」（道銀）と拡大が見込まれる分野。北洋銀の農業向け貸出金残高は二〇〇六年度末で五十九億円と前年度から五％増。道銀も一六％増の六十三億円と増加傾向にあるが、全体の構成比では両行とも〇・二％程度。農業分野での取引拡大を目指し、今後も行員の制度取得を促す。
　「農業経営アドバイザー」制度は〇五年に創設。試験では農業簿記や財務面の知識を重視し、資格取得後も研修がある。

２．３　個人金融
２．３．１　住宅ローン需要と供給
２．３．２　住宅ローン価格戦略

２．３．３　住宅ローンロイヤルティ戦略

２．３．４　住宅ローン技術その他

２．３．５　消費性ローン
２．４　政府金融
２．５　フィービジネス戦略
保険の銀行窓販、金融庁「予定通り１２月に」―全面解禁、金融審で賛成多数、他。

	2007/09/19, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 1140文字


　金融庁は十八日、銀行窓口での保険商品販売について、予定通り十二月下旬に全面解禁すると表明した。「銀行による押しつけ販売」など弊害がないかを調べた結果、問題が少なかったため。同日開いた金融審議会でも予定通り実施すべきだとの意見が賛成多数を占めた。今後、与野党や保険業界と本格的に調整に入るが、結論までに曲折をたどる可能性はある。
　保険商品の窓販解禁について議論するのは三年半ぶり。保険窓販を全面解禁する際には銀行による押しつけ販売などの弊害を防止する措置を講じたうえで、有効に機能していることが前提条件になる。金融庁は同日、調査結果を金融審に報告した。
　それによると、二〇〇五年十二月以降、金融庁に寄せられた銀行窓販の苦情は少なく、保険全体の〇・五％（百二十七件）にとどまっていた。押しつけ販売に関する苦情は十七件だった。
　また銀行による保険販売関連の違法行為に対して発動した行政処分はなかった。違法行為ではないが、不適切な販売などの「不祥事」の届け出も九十一件と保険業界全体の二・二％にとどまった。同庁の検査で指摘された問題事例も改善されたという。
　金融庁は記者会見で、「（今回の調査結果は）基本的に全面解禁時期の見直し規定に該当しない」と述べ、予定通り全面解禁すると表明。十月までに自民党など与野党、保険業界との調整を終える方針を示した。
　金融審の出席者からは「十月に民営化する郵便局は生命保険を販売しており、条件を統一するために銀行にも全面解禁すべきだ」「利便性を高めるためにも必要不可欠だ」などとして、予定通り全面解禁すべきだとの意見が相次いだ。
　一方、保険業界や労働組合の出身委員が慎重な姿勢を表明。「金融庁が提出した調査以外に問題事例が確認された」として、銀行窓販の実態を慎重に見極めるべきだとの意見が出た。
　保険窓販は〇一年四月に火災保険や海外旅行傷害保険などを先行解禁。〇五年十二月に一時払い養老保険・終身保険など貯蓄型の商品を追加解禁した。これに対し、自民党が「弊害防止措置が十分機能していなければ、〇七年十二月の全面解禁を認めない」と特別決議した経緯がある。
　自民党は十九日、金融調査会・財務金融部会の幹部を集め対応を協議する。金融審に参加した山本明彦・金融担当副大臣は「九月末に生命保険の保険金不払い調査結果が出るのを受けて、改めて議論した方がよい」と慎重意見を述べている。
　金融庁は〇五年十二月に融資先の企業や経営者に保険を売ることを原則禁止。従業員に対しても条件付きで禁止するなど、新たに弊害防止措置を設けた。保険窓販の全面解禁は保険業法の改正でなく、関係政省令で済む。ただ、与野党議員の賛成を得られなければ、予定通り全面解禁するのは難しいとの声もある。

２．６　リスクマネジメント
２．７　ローコスト戦略
２．８　人材・組織戦略
札幌信金、パート採用の職員支店長に。

	2007/09/29, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 271文字


　札幌信用金庫（太田尭理事長）は二十八日、パートで採用した女性職員を十月一日付で支店長にすると発表した。金融機関でパート採用の職員が支店長になるのは全国でも珍しい。
　一日付で札幌市内の清田支店長となる酒井淳子さん（４６）は一九九〇年に入庫。九三年に正職員となった。支店長立候補制度に応募し、同金庫初の女性支店長二人の一人に選ばれた。酒井さんは「不安もいっぱいだが、女性の視点で積極的に営業展開していきたい」と話しているという。
　札幌信金では女性職員登用を目的に、今年度から人材育成プログラムを実施。第一期生五人のうち二人が今回支店長となった。

採用内定３０％増、来春分京都銀、今春並み３０３人、京都信金と京都中央信金。

	2007/10/06, 日本経済新聞　地方経済面 (京都・滋賀), 45ページ, 　, 456文字


　京都府を本拠とする主要な三金融機関が、新支店の開設などを見込み新卒者の積極採用を続けている。二〇〇八年春入社予定の内定者数（大学・短大卒）は一日現在で、京都中央信用金庫と京都信用金庫がともに今春実績に比べ三割強増やした。京都銀行は三百三人と今春並みを確保し、引き続き近畿圏の金融機関で最大級の内定者数となった。
　京都中央信金の内定者数は二百九人で、今春入社の百五十六人に比べ三四％増。男女別では女性が百十八人と、男性の九十一人を上回った。「採用試験の成績が全体として女性の方が優れていたため」（同信金）という。
　京都信金の場合、今春比三一％増の百五十九人。当初の採用計画数の百三十人を大幅に上回った。男女比はほぼ半々になった。
　京都銀は今春の三百七人と同規模。男女比はここ数年の傾向と変わらず、男性が百二十五人、女性が百七十八人だった。
　一方、京都府北部を地盤とする京都北都信用金庫の内定者数は二十二人で、今春の三十一人に比べ減った。「定年退職者の穴埋めなどを考慮し採用者数を決めているため」（同信金）という。

２．９　チャネル戦略
明屋書店と共同出店、来月新居浜、駐車場を共有、愛媛銀。

	2007/10/04, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 629文字


　愛媛銀行は書店チェーンの明屋書店（松山市、安藤大三社長）と共同で愛媛県新居浜市内に新店舗を開設する。同社が所有する敷地内に、新居浜支店を移転。店舗を隣り合わせに構える形式で、駐車場を共有するなど利用客の相乗効果を狙う。利用客の利便性向上にもつなげる考え。
　愛媛銀が他業種と共同で店舗を出すのは初めて。約七千平方メートルの敷地に、愛媛銀行は二階建て九百九十九平方メートルの新居浜支店を、明屋書店は二階建て二千八百九十三平方メートルの「ＭＥＧＡ西の土居店」が入るショッピングモールを新設する。百十三台分の駐車場を用意。県道新居浜港線沿いで利便性の高い立地だという。
　新居浜支店は十一月二十六日の営業開始予定。明屋書店ＭＥＧＡ西の土居店は同一日に先行開業する。
　移転後の新居浜支店は営業時間が平日の午前九時から午後三時まで。ＡＴＭを四台設置し、土日・祝日も利用可能となっている。
　同支店の店内には開放感のあるロビーを設け、個別相談用ブースを三カ所設置。全自動貸金庫を百六十個設ける。
　新居浜市内の泉川支店にあるローンセンターを、移転後の新居浜支店に移し、併設する。現在の新居浜支店は築後四十五年程度がたち、老朽化しているという。
　明屋書店側には利用客からＡＴＭの設置を求める声があり、愛媛銀と共同出店することで要望に応える。明屋書店の新店舗は飲食店や保険代理店などを併設する予定。
　愛媛銀側も多くの集客が見込める場所に支店を開設することで、新規客の獲得をめざす

きらやか銀、電話対応要員７０人に増員。

	2007/10/12, 日本経済新聞　地方経済面 (東北Ｂ), 24ページ, 　, 372文字


　きらやか銀行は電話で振り込みや投資信託の売買などを受け付ける「きらやかカスタマーズステーション」（略称ＫＣＳ）の人員を来年四月までに倍増する。五月の合併時に三十人でスタートしたが約七十人まで増員する。
　店舗まで行かなくとも職場や自宅から取引ができるため「窓口数が膨大なゆうちょ銀行への対抗策のひとつ」（営業企画部）に位置付ける。
　ＫＣＳはきらやか銀行に口座のある顧客なら会員登録ができ、乱数表を使った暗証番号でアクセスする。フリーダイヤルを通じて振り込み・振り替え、定期預金の作成、投信の取引などができる。銀行側からは個人、法人に対して投信のセミナーや営業店ごとのキャンペーンなどのイベントを告知している。
　ＫＣＳの会員数は現在約千三百人だが、組織の充実を機に攻勢をかけ、来年四月までに五千人に拡大する計画だ。当面、一万人の会員獲得を目指す。

２．１０　情報システム戦略
システム共同化、伊予銀が参加、千葉銀など検討会。

	2007/09/27, 日本経済新聞　地方経済面 (千葉), 39ページ, 　, 124文字


　千葉銀行は二十六日、第四銀行や北国銀行などと七月に設立したシステムの共同化検討会に伊予銀行が加わると発表した。参加は五行となる。会では投資信託や顧客データ管理など、個別サブシステムについての共同化を検討中で、来年四月以降に実際の運用を始める予定。

第四銀などシステム共同化、伊予銀も新たに参加。

	2007/09/27, 日本経済新聞　地方経済面 (新潟), 22ページ, 　, 320文字


　第四銀行は二十六日、千葉銀行、北国銀行、中国銀行と進めているシステム共同化の検討に、伊予銀行が新たに参加すると発表した。巨額にのぼるシステム開発費を削減することが共同化の目的。参加行が増えれば一行あたりの負担がより抑えられることになる。
　共同化を検討しているのは、顧客管理や内部管理などを受け持つ「サブシステム」と呼ばれる分野。共同化でどれだけコスト削減できるかを二〇〇八年三月まで検討し、メリットが大きいと判断すれば具体的な計画策定に移行する。将来的には、預金や融資を管理する基幹システムの共同化も視野に入れる。
　検討に参加する五行は営業範囲が重なっていないほか、いずれも日本ＩＢＭのシステムを利用しており、統合が進めやすいと判断した。

千葉銀などと検討会、伊予銀コスト削減めざす、システム共同化。

	2007/09/27, 日本経済新聞　地方経済面 (四国), 12ページ, 　, 390文字


　伊予銀行は二十六日、千葉、第四、北国、中国の四銀行が進めているシステム共同化に向けた検討会に参加すると発表した。投資信託や保険、客のデータなどを管理する既存の個別サブシステムの共同化や、新規サブシステムの共同開発などの検討に入る。同時に次期基幹系システムの共同化も視野に入れ、調査・研究を進める。
　五行は二〇〇八年三月をメドに検討を終え、利点を確認できれば、四月以降、個別サブシステムの共同化を順次進める方針。新規サブシステムの共同開発に加えて、基幹系システムとの連携基盤構築にも着手する。伊予銀は「コスト節減のメリットが大きい」（総合企画部）と説明している。
　次期基幹系システムの共同化も検討する。伊予銀の次回のシステム更新は一〇年代半ばの見通しだが、共同化の利点や欠点を研究するため、共同化の基礎的調査にも加わる。伊予銀はほかの四行と同じ日本ＩＢＭのシステムを利用している。

２．１１　アライアンス戦略
２．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
北海道地域
地方信金、札幌へ１４年ぶりに進出　日高信金の支店が開業[image: image1.png]


（09/11 07:56）

	地方信金では１４年ぶりの札幌進出を果たした日高信金の札幌支店


　日高信金（日高管内浦河町）の札幌圏第一号店舗となる札幌支店が十日、三井生命札幌共同ビル（札幌市中央区北四西五）四階にオープンした。地方信金の札幌進出は十四年ぶりとなる。 

　同支店は窓口を一階に置かない「空中店舗」で、道内信金では極めて珍しい。同ビル四階の一部二百五十七平方メートルを賃借し、職員八人体制で預金や為替、融資業務などを行う。店内は白と黒を基調にした落ち着いた雰囲気で、日高管内の特産品を紹介するコーナーなどを設けた。 

　同支店は年度内に預金量三十億－四十億円、数年後には同百億円を目指す方針。塩出諭理事長は「（日高信金の）八十五年の歴史の中で、新たな歴史をつくる第一歩。力を合わせて頑張ろう」と役職員らを激励した。 

　同信金は札幌支店開店に合わせ、年利１・０５％の定期預金や同０・８％の定期積金などの金利優遇商品を取り扱う記念キャンペーンを始めた。いずれも三年もので、募集期間は十二月二十八日までだが、募集総額に達した段階で締め切る。 

道内信金、札幌で競争激化、遠軽が出店、北海・小樽は統廃合。

	2007/09/12, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 有, 654文字


　道内信用金庫による札幌市内の営業拠点の進出や閉鎖が相次いでいる。北海信金（後志管内余市町）や小樽信金（小樽市）は営業所や支店を統廃合。一方、遠軽信金（網走管内遠軽町）などは新たに支店を出し攻めの姿勢を鮮明にする。人口減などが進む地域の信金には札幌圏は魅力的な市場だが、競争も厳しく効率的な運営が課題だ。
　遠軽信金は年内にも西区宮の沢に支店を開設する計画。札幌市には現在三店舗があるが、新規出店で新たな預金や融資を開拓する。
　十日には日高信金（日高管内浦河町）が札幌支店を開いた。地方信金による札幌進出は十四年ぶり。年内に預金量三十億円、三年程度で預金量百億円を目指す。塩出諭理事長は「黒字化のメドが立てば複数店の出店に乗り出す」と、市内の営業に意欲を見せている。
　一方、北海信金は札幌市西区の福井営業所を来年中に閉鎖し、近くの西野支店と統合する。業務効率化が狙い。現在札幌・石狩地区に支店と営業所を合わせ十六店舗があるが、今後も店舗移設などで効率性を高める。小樽信金も月内に札幌市北区の札幌支店を閉鎖し、同市内の他支店に機能を集約する。資金移動などの効率化がはかれるという。
　各信金が札幌地区の店舗網を見直す背景には、それぞれが地盤とする地域で高齢化や人口減が進んでいるためだ。生き残りのため人口流入の続く札幌圏に進出し預金の取り込みや融資先拡大を狙うが、地銀が営業網を固める札幌での顧客開拓は容易ではなく、収益向上へさらなる店舗再編を迫られる可能性もある。
【図・写真】日高信金は１０日に札幌支店を開設した

道銀、函館信金と共同化、コスト削減他信金へ拡大も、現金輸送など後方事務。

	2007/09/14, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 918文字


　北海道銀行と函館信用金庫（函館市、黒滝啓洋理事長）は十月から現金手配の受託など営業店の後方事務を共同化することで合意した。道内信金がこうした事務を大規模に他の金融機関に委託するのは初めて。函館信金は事務コストを削減する。道銀は他の信金との共同化も模索。信金との協調関係を築き、道内トップの北洋銀行との競争を有利に進める狙いもあるもようだ。
　十四日に正式発表する。函館信金の本店を含む全十四店舗の現金手配や、回収した現金の精算などの現金関連業務を道銀が受託する。文書や現金を運ぶ本支店間の「メール便」運行の一部や店舗外ＡＴＭの障害対応、現金の装てん・回収業務は、道銀系のアスビック（札幌市）に一本化する。
　函館信金にとっては事務コストを削減できる。九月末の金融商品取引法の完全施行で、扱っている金融商品のリスクの説明を徹底する必要があり、営業上の事務が煩雑となる。共同化で現金搬送などのコストや業務の手間を減らし、リスク説明などの体制整備に力を入れる考えだ。
　貴重品の搬送業者は法律で資格取得が義務づけられており、自前での運営や専門業者への委託はコストがかさむが、道銀は比較的安価な手数料で業務を受託した。
　道銀は二〇〇六年一月に同じほくほくフィナンシャルグループ傘下の北陸銀行と函館地区での現金関連業務を共同化。今年四月からはさらにグループ外のみちのく銀行も参加しており、函館信金も加えることで、業務の効率をさらに高める。
　道銀は他の道内信金との間でも業務共同化を進め、信金との提携を広げたい考え。道内では特に地方部で信金のシェアが高く、道銀は道内トップの北洋銀だけでなく、信金との間でも激しい貸し出し競争を繰り広げている。信金との間で競争は続けながらも一定の分野は手を組んで協調関係も築く考え。
　かつては北海道拓殖銀行が道内信金の現金輸送業務を代行していた。だが一九九八年に拓銀の営業を引き継いだ北洋銀は一部以外取りやめ、北洋銀と信金との関係が悪化。今年に入り共同でセミナーを開くなど両者には関係修復に向けた機運が出てきたが、具体的な協調策はこれから。道銀は北洋銀に先行して信金との協調を進め、「囲い込み」につなげるもくろみもある。

北洋銀、学生向けの貸付制度導入。

	2007/09/20, 日経金融新聞, 4ページ, 　, 187文字


　【札幌】北洋銀行は十月一日から、学生向け貸付制度「北洋奨学貸付制度」を扱い始める。学校法人大原学園（東京都千代田区）と片柳学園（東京都八王子市）が道内で展開する四つの専門学校の学生に授業料などを融資する。
　利用者は各学校から推薦と保証を受ける。在学中は利息のみを払い、卒業後に元利を返済する。同行ではこれまで教育ローンなどは扱ってきたが、学生向けの貸付制度の導入は初めて。

セイコーマート、農業法人に初出資　人材派遣も視野　生鮮品を安定調達[image: image2.png]


（09/23 07:00）道新
	生鮮品が並ぶセイコーマートの店舗。生産者の経営拡大を支援して安定調達を目指す


　コンビニエンスストア道内最大手のセイコーマート（札幌、西山政市社長）が、取引先の農家が設立した農業生産法人に初めて出資した。将来の人材派遣も視野に入れている。大手小売業者が既存農家に経営資金や人材を出して生産拡大を支援し、安くて質の良い生鮮品の安定調達につなげようというユニークな試みだ。 

　同社は取引先の道央の農家が八月中旬に農業生産法人を立ち上げるのに合わせ、グループ会社を通じて資本金の１０％を実験的に出資した。この農家は現在七棟あるビニールハウスを二○○九年中に五十棟に拡大し、レタスやニラ、キュウリなどを増産。三年後に約二百トン、六千万円分の出荷を見込む。 

　セイコーマートは店頭の売れ筋商品などのデータを提供するほか、経営面の助言を行う。来年以降、一、二名の人材派遣も検討し、法人経営を支援する。栽培されるレタスなどは、すべてセイコーマートグループが買い取り、生野菜として店頭で販売するほか、総菜の材料として使用する。 

　今回の取り組みが軌道に乗れば、他の農業者の法人設立時にも出資を検討する。また、道内農家に大型ハウスの貸与も試験的に行っており、多様な手段で生産者との関係を強化する考えだ。 

　北海道経済産業局によると、道内のコンビニの年間販売額は四千二百億円前後で横ばいとなっており、大手各社は品ぞろえの差別化を急いでいる。こうした中、セイコーマートは二十年以上取り扱っている生鮮品のノウハウをさらに強化することで、集客増を狙う構え。同社は「生鮮強化には、原材料など川上段階からの管理が欠かせない。安定供給できる調達先を確保したい」と話しており、売上高に占める野菜・果物の比率を○六年の２％（約三十億円）から当面３％に引き上げることを目指す。 

□　上、１兆円争奪戦火ぶた、銀行・信金投信強化で対抗。

	2007/09/26, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 1535文字


　十月一日、郵政民営化で民間金融機関「ゆうちょ銀行」が誕生する。道内では実質的に預金量が札幌北洋ホールディングスを上回る「陰のトップバンク」だ。民営化当初は郵貯の満期資金を巡って銀行や信用金庫との資金争奪戦が激しくなりそうだが、中長期では業界再編の引き金を引く可能性もある。ゆうちょ銀誕生の衝撃を追う。
　七兆四千億円――。三月末の道内の郵便貯金の残高だ。道内の貯金は実質的に民営化したゆうちょ銀がほぼ継承する。道内トップの北洋銀行と札幌銀行でつくる札幌北洋ホールディングス（二行合算）の道内預金残高（六兆二千億円強）をしのぐ。
　だが道内金融機関の間では今のところ危機感は薄い。「ビジネスチャンス」ととらえる声もある。「郵貯からの資金流出が予想される。どの程度が預金や投信として流れてくるか」（北海道銀行の堰八義博頭取）
　ゆうちょ銀も受け皿として投信販売に力を入れる方針だが、早くから取り組んできた民間側に「一日の長」があるとみる。道内では特に地方でリスク商品の普及が遅れており、道内に張り巡らされた郵便局のネットワーク網もすぐに脅威にはならないとみる。
　郵貯残高は減少傾向が続く。道内でも十兆円を超えていたが、高金利時代の定額郵貯が大量に満期を迎えた二〇〇〇年代初頭を境に、民間の投資信託などに流出。この五年で二兆円減った。
　日本郵政ではこうした傾向はまだ続くと予測。ゆうちょ銀の経営計画によると、全体の貯金残高は今年度末見通しの百八十七兆円弱から、一一年度末には百六十四兆円に減る。単純に同じ減少率を当てはめると、道内でも六兆五千億円強に減る計算だ。「一兆円争奪戦」の火ぶたが切って落とされる。
　郵貯は民営化後も当面、一人当たりの預入残高を一千万円までと決められている。「民営化後で顧客管理が厳格になり、上限を超える資金の流出が加速する」（道内行幹部）との見方もある。
　道内の金融機関はこぞって資金獲得策を練り始めた。道銀は道内の金融機関でいち早く投資信託の販売に乗り出し、道内最多の三十超の品ぞろえを誇る。「我々はリスクをきちんと説明するノウハウを蓄積してきた。受け皿になりうる」（経営企画部）。三月末の預かり資産は千八百三十三億円。二年で倍増した。
　当初は投信販売に慎重だった北洋銀行も、積極姿勢に転じている。五月、札幌駅前に資産相談専門の拠点、「コンサルティングプラザ」を開設。約五カ月で相談者、各種のセミナー参加者が各六百人ずつに達した。投信販売の実績増にも結びつきつつある。
　道内信金トップの旭川信用金庫は老朽化した店舗の建て替えを進める。今期は二店舗を予定し、顧客がリラックスできる雰囲気を演出する。
　預金商品にも動きがある。空知信用金庫は九月五日に新定期「ハッピーセプテンバー」を発売。店頭表示金利の二倍の金利に加え、初めて取引する顧客には金利を〇・一％上乗せするのがポイントだ。
　郵貯側も手をこまぬいているわけではない。民営化を機に投信の取扱店舗を現在より五割増やし、百一店にする。〇五年十月から販売を開始。預かり資産残高は〇六年三月末で三十八億二千万円だったが、今年三月末には二百九十三億円強に拡大。ただし、上期の販売目標は二百十億円に対し、七月末までで百十四億円と伸び悩み気味。店舗拡大で一気にテコ入れする。
　九月末に全面施行の金融商品取引法で、金融機関は詳細なリスク説明を求められる。郵貯も民営化を前に急ピッチで職員研修を進めているが、「急に販売体制を拡充すれば、トラブルにつながりかねない」（道内行幹部）との声もある。もちろん道内の金融機関も最終的な研修作業の最中。早期に販売体制を築き、顧客の信頼を得られるかが、第一幕の「勝敗」を分けそうだ。

□　上、ゆうちょ銀実力は１５００の郵便局活用■信金合計上回る預金。

	2007/09/26, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 516文字


　ゆうちょ銀行は道内では五つの店舗を構える。このうち札幌店は、現在の日本郵政公社北海道支社の建物内に、道内の統括店として誕生。このほかは都市部の大規模な普通郵便局を中心に、既存の郵便局舎などの一部を活用。札幌東、函館、帯広、釧路の各支店を設ける。
　さらに郵便局ネットワークの運営会社と契約し、道内の郵便局（三月末で千五百十カ所）に業務を委託する。これらの郵便局の担当者が窓口業務や渉外業務も手掛けることになる。
　支店数は少ないが、代理店となる郵便局を加えると、ゆうちょ銀の店舗網は道内で圧倒的な規模を誇る。北海道財務局によると、札幌北洋、道銀を含む地方銀行の店舗が四百程度。信金も五百三十強に過ぎない。ただし、道内郵便局（簡易局を除く）の貯金事業の九割は赤字。「規模の小さいところは撤退の可能性もある」（道内の金融関係者）との見方も出ている。
　日本郵政公社と北海道財務局のデータを合算すると、銀行だけでなく郵便貯金、農協や漁協も含めた道内の預貯金残高は三月末で三十五兆二千億円。このうち郵貯は二割強を占める。地元行（北洋・札幌、北海道）の計九兆七千億円に次ぐ規模で、信金（信金中央金庫分を含む）の合計額である六兆八千億円弱を上回る。

複数債権を流動化、北洋銀中小も活用しやすく。

	2007/09/27, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 476文字


　北洋銀行は複数の企業が参加する手形債権の流動化業務を始めた。従来、少額の債権は流動化が難しかったが、複数の債権をまとめることで、中小企業でも資金を調達しやすくする狙い。債権の大規模化で調達コストも下げられる。
　第一弾として、建機リースを手掛ける片桐機械（札幌市）、日建片桐リース（同）の二社の債権流動化を二十五日に始めた。当初の調達可能な資金枠は三十億円。今後、片桐機械を中核とする他のグループ企業も参加し、順次資金枠も拡大する計画だ。
　利害関係のない企業の間で実施するのは難しいとみられるが、複数の関連企業が参加する流動化によって資金調達できる道が広がる。規模で劣る企業が活用することで地域経済の活性化にもつながるとみて、北洋銀は取り扱いを増やす。
　北洋銀は二〇〇〇年から資産流動化の取り扱いを始めた。完成工事未収入金や医療法人の診療報酬の流動化などを通じて取引先の資金調達を支援。特に診療報酬債権の取扱額は〇六年度末で前年度末比四・六倍の百六億円に増えた。北海道銀行も診療報酬の債権流動化などに力を入れており、融資以外の金融機能を充実させている。

上海に行員派遣　道銀、中国は３カ所目（09/27 06:59）道新
　北海道銀行は十月一日付で、中国・上海市に国際業務室の調査役一人を派遣する。同じほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）の北陸銀行上海駐在員事務所の副所長に就任するもので、道銀の中国への行員派遣は、瀋陽市の道銀駐在員事務所、北京市の札幌市駐在員事務所に続いて三カ所目となる。 

　道銀は、道内企業の中国ビジネス拡大を後押しするため、瀋陽市や長春市と経済協力協定を結んでおり、上海でも今年六月、北陸銀や京都銀など国内地銀十行と合同で、現地企業とのビジネスマッチング商談会を開いた経緯がある。 

　上海に行員を常駐させることで、現地の需要を見込める水産加工物などを中心に、道内企業との取引を継続的に働きかけていく考えだ。
ほくほくＦＧ、７地銀で研究会設立　市場開発を強化　ゆうちょ銀に対抗（09/26 23:08）　道新
　ほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）傘下の北海道銀行と北陸銀行は二十六日、横浜銀行や京都銀行など国内七地銀で「地域金融マーケティング研究会」を十月一日付で設立すると発表した。攻勢を強めるメガバンクや、ゆうちょ銀に対抗するため地銀間の連携を強化。地域金融に特化したマーケティングを確立し、新商品やサービスの共同開発を目指す。 

　ほかに参加するのは西日本シティ銀行（福岡）、中国銀行（広島）、東京都民銀行の三行で、会長には京都銀の柏原康夫頭取が就任する。参加行を営業基盤でみると、北海道から九州まで国内全域を網羅することになる。 

　各行から行員一人ずつが横浜銀のシンクタンク、浜銀総合研究所へ二年間派遣され、統計やプログラミングなどの基礎知識を習得。さらに各行が蓄積してきた商圏ごとの営業データを基に具体的な新商品やサービスを考案していく。その上で、七行の頭取らをメンバーとする会議を定期的に開き研究成果の確認や応用を検討していく仕組み。 

　道銀と北陸銀は今年三月に、横浜銀と共同開発中の基幹システムの運用ソフトの開発・更新を東北から九州までの十一地銀と共同で行うことを決めたのに加え、十月には国内十五地銀専用の投資信託の取り扱いも始める。メガバンクやゆうちょ銀への対抗軸となる国内最大の地銀連合の中核として、今後も地銀間の連携を進めていく考えだ。

ゆうちょ銀１日誕生――北海道内、郵貯資金の受け皿期待も。

	2007/09/28, 日経金融新聞, 7ページ, 有, 544文字


　【札幌】ゆうちょ銀行は北海道内で札幌北洋ホールディングスの預金量を実質的に上回る「陰のトップバンク」に躍り出る。だが、道内には短期的に「ビジネスチャンス」とみる向きもある。
　「郵貯からの資金流出が予想される。どの程度が預金や投資信託として流れてくるか」（北海道銀行の堰八義博頭取）。道銀は道内でいち早く投資信託の販売に乗り出し、道内最多の三十超の品ぞろえを誇る。「我々はリスクをきちんと説明するノウハウがある。受け皿になりうる」（経営企画部）。三月末の預かり資産は千八百三十三億円。二年で倍増した。
　北洋銀は五月、札幌駅前に資産相談専門の拠点、「コンサルティングプラザ」を開いた。約五カ月で相談者、各種セミナー参加者が各六百人ずつに達した。道内信金トップの旭川信用金庫は老朽店舗の建て替えを進める。今期は二店舗を予定し、顧客がリラックスできる雰囲気を演出する。
　日高信金は今月十日、道庁近くのビル内に札幌支店を開いた。地方信金では十四年ぶりの札幌進出だ。「地元ではゆうちょ銀と真正面からぶつかる。非常に脅威」。塩出理事長は出店の真の狙いを明かす。「中長期的には、ゆうちょ銀誕生を契機に再編を選択する理事長は現れるだろう」。札幌信金の太田堯理事長は一般論と断ったうえで、こう予言している。

北海道銀、内規を厳格化、金商法に対応―リスク商品、８５歳以上に販売せず。

	2007/10/02, 日経金融新聞, 11ページ, 有, 771文字


　【札幌】金融商品取引法が九月三十日に全面施行され、北海道内の金融機関では北洋銀行や北海道銀行が高齢者などにリスク商品を販売する際の内規をより厳格な内容に改正した。店頭のポスターや掲示物の張り替えも進める。各金融機関が力を入れてきた投信販売が鈍化するなど営業面での影響を懸念する見方も出ている。
　金商法はリスク商品の販売に詳細な説明を義務づけるなどの消費者保護の徹底を求める。
　道銀は施行に対応し、投信やデリバティブ（金融派生商品）を組み込んだいわゆる仕組み預金、外貨預金などのリスク商品を高齢者に販売する際の内規を変更した。
　特に高齢者に対し、八十五歳以上への勧誘や販売を認めないことや、七十―七十五歳へは即日での契約締結を原則認めないなど、年齢ごとに販売時の基準を明記し、厳格化した。
　北洋銀も一定年齢の高齢者にはリスク商品勧誘をしないなどの内規を新たに作成した。職員にはロールプレーイングなどを織り交ぜた研修を実施し、その内容を周知。持ち株会社の札幌北洋ホールディングスでは、役員向けに専門家の講義も実施した。
　多くの金融機関では店頭のポスターなど掲示物をいったん撤去し、よりリスクを明確に表示したものに張り替える。店舗の窓ガラスに張っていた投信の取り扱いを表す表示などもいったんはがして様子を見る。
　金商法施行直後は、どこまで説明を尽くせば十分か、実務上の基準が手探り状態のため、リスク商品の販売を手控える動きも出そうだ。
　北洋銀は例年下期の投信販売額が上期を三割程度上回るが「今年は上期並みを想定している」という。北海信金は「投信販売で上期に販売目標を超えた店舗もあるが、目標修正などは考えない」として、金商法の影響を見極めようと慎重な販売計画を立てている。

取引先互いに紹介　道銀と横浜銀　販路拡大を支援（10/03 07:06） 道銀
　北海道銀行は二日までに、横浜銀行との間で、取引先企業のビジネスマッチングに関する提携契約を結んだ。ほくほくＦＧは横浜銀と基幹システムの共同開発を進めているが、提携をさらに強化させ、取引先のビジネスチャンス拡大にも力を入れる。 

　道銀と横浜銀がそれぞれの取引先を紹介し合い、首都圏や道内への販路拡大をバックアップする。各企業の販路拡大先の希望や業績などを吟味した上で、商談までを段取りする。 

　道銀は、同じほくほくフィナンシャルグループ（ＦＧ）傘下の北陸銀行との間で、三年前からビジネスマッチングに取り組んでいる。 

　道銀側の取引先の中では一次産品加工業者が北陸地方への販路拡大に意欲的で、これまでの紹介件数は百五十八件に上っている。 

　首都圏に強力な基盤を持つ横浜銀との提携は、道銀の取引先にとっては首都圏進出の重要なパイプになりそうだ。 

　ほくほくＦＧと横浜銀は他の有力地銀とともに、システムの共同開発や、一日に発足した「地域金融マーケティング研究会」での商品の共同開発など、連携を強めている。

道内信金攻勢、相次ぎ新商品、ゆうちょ銀に対抗。

	2007/10/04, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 225文字


　道内信用金庫が十月から懸賞品付きや高金利の定期預金を相次ぎ発売している。一日にゆうちょ銀行が発足。道内でも預金が流出するとみられており、魅力的な商品で預金を取り込む。
　北海信金は新定期預金として「ビッグ１」を売り出した。三年の預入期間中の年間金利は一％で、個人を対象に総額は百億円。北空知信金は本店のリニューアルを記念し、店頭表示金利に〇・二％を上乗せする新定期預金を発売した。函館信金は沖縄旅行などが抽選で当たる懸賞品付き定期預金を販売している。

地銀・信金、合理化へ連携、ゆうちょ銀に対抗―道銀・函館信金、現金を共同輸送。

	2007/10/10, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 有, 994文字

	


　地方銀行や信用金庫が業務の共同化を加速している。ＡＴＭの相互開放などの顧客向けサービスに加え、現金輸送や市場調査など間接部門の合理化でも連携が始まった。十月に発足したゆうちょ銀行に、規模で劣る地銀や信金が対抗する狙いだ。十年後に完全民営化するゆうちょ銀の動向を軸に、地域金融機関の提携や再編が相次ぐ展開になりそうだ。
　地域金融機関の連携は業務の効率化、高度化、広域化がカギ。北海道や東北では、複数の金融機関が同じ作業を一つにまとめ、経費を削減する効率化の連携が目立つ。北海道銀行は十月から、函館信用金庫（函館市）と本支店間の文書や現金の輸送を共同化した。道内の信金の参加がさらに増える可能性がある。
　青森銀行、秋田銀行、岩手銀行の東北三行は共同で設立した特別目的会社（ＳＰＣ）を通じ、企業の売掛債権を買い取る事業を手がける。融資先は支払先をＳＰＣに一本化することで個別に手形を発行する手間が省ける。「三行でやれば経費を節減できる」（秋田銀の営業支援部）という。
　一方、地域金融機関が情報を提供し合うことで知識やノウハウを高度化し、将来の収益源を探る試みも出てきた。横浜や京都など地銀七行は十月から、顧客の行動をもとに次の需要を予測し、最適な金融商品や営業手法を開発する共同研究を始めた。浜松市では浜松信用金庫と遠州信用金庫が共同でシンクタンクを設立した。
　個人客向けではＡＴＭの相互開放によってネットワークを広域化する取り組みが各地で広がっている。九日から北国、福井、富山第一の北陸三行が相互にＡＴＭの利用手数料を終日ゼロにするサービスを開始。月内には首都圏で東京都民銀行が横浜銀などとＡＴＭを相互に開放する。
　格付け会社スタンダード・アンド・プアーズの吉沢亮二氏は「巨大な規模とちみつな店舗網を併せ持つゆうちょ銀行の登場で、コスト削減意識が強く働いている」と指摘する。ただ、業務共同化が進んでも「地方は金融機関が多く供給過剰」（有力地銀）なことに変わりはない。収益力を高められなければ、他の地域金融機関との再編を迫られかねない。
　ゆうちょ銀と住宅ローンで提携したスルガ銀行のように、ゆうちょ銀と組むことに活路を見いだす地域金融機関が出てくる可能性がある。政府が保有株を完全売却するのは二〇一七年。民営ゆうちょ銀を呼び水とする地域金融の連携、提携、再編はまだ始まったばかりといえそうだ。

ＪＡ道信連が研究会、大規模農家向け融資強化、別会社での出資も検討。

	2007/10/11, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 485文字


　北海道信用農業協同組合連合会（ＪＡ道信連、札幌市）は中核的な担い手育成につながる融資体制づくりに乗り出す。このほど研究会を立ち上げ、大型の資金需要に対するＪＡ道信連の直接融資の仕組みをつくるほか、別会社による農家への出資も検討する。他の金融機関の農業融資への参入をにらみ、大規模農家の資金需要に迅速に対応できるようにする。
　「北海道農業融資研究会」は農協の担い手融資の責任者十四人で構成。研究内容は来春から順次、具体的な制度として運用する計画だ。
　一億円を上回る大型の資金需要に対し農協単体で融資できない例も多い。ＪＡ道信連が一部を直接融資することで大規模農家のニーズに応える。農家の信用力を評価する基準をつくり、担保主体の融資制度を見直す。離農農家の資産を引き継ぐ生産者らに対する支援策も詰める。
　農協系の金融機関は直接出資することができない。農林中央金庫などが設立した投資会社、アグリビジネス投資育成（東京・千代田）を参考に、別会社による出資のあり方などを探る。
　ＪＡ道信連の農業融資残高は二〇〇六年度末で六千八十二億三千九百万円。〇一年度末に比べ一三％減少した。

帯広信金新商品、融資審査を短縮、オリックスと組む。

	2007/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 342文字


　帯広信用金庫（帯広市、増田正二理事長）はオリックスと組み、三営業日以内に審査を終え融資を実行する法人事業者向けの新型ローンを発売した。無担保で第三者の保証も不要。通常の融資は約一週間かかっていた。新たな資金需要を開拓し、初年度二十五億円の融資を目指す。
　オリックスが審査を担当し、貸し倒れを保証する。同社が蓄積したデータやノウハウに基づき審査期間を短縮。申込書類も通常より簡便にした。
　商品名は「とかち野　繁栄」。融資金額は最大で三千万円、期間は五年以内。貸付利率は短期プライムレートを基準にする変動金利で審査基準により決定。金利とは別に審査結果に応じ保証料一―四・五％が必要。
　道内信金では小樽信用金庫が、やはりオリックスと最大二千万円までの同様の事業者向けローンを販売している。

帯広信金新商品、融資審査を短縮、オリックスと組む。

	2007/10/17, 日本経済新聞　地方経済面 (北海道), 1ページ, 　, 342文字


　帯広信用金庫（帯広市、増田正二理事長）はオリックスと組み、三営業日以内に審査を終え融資を実行する法人事業者向けの新型ローンを発売した。無担保で第三者の保証も不要。通常の融資は約一週間かかっていた。新たな資金需要を開拓し、初年度二十五億円の融資を目指す。
　オリックスが審査を担当し、貸し倒れを保証する。同社が蓄積したデータやノウハウに基づき審査期間を短縮。申込書類も通常より簡便にした。
　商品名は「とかち野　繁栄」。融資金額は最大で三千万円、期間は五年以内。貸付利率は短期プライムレートを基準にする変動金利で審査基準により決定。金利とは別に審査結果に応じ保証料一―四・五％が必要。
　道内信金では小樽信用金庫が、やはりオリックスと最大二千万円までの同様の事業者向けローンを販売している。
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東北地域
みちのく銀、個人専門１号店、青森筒井支店に。



　みちのく銀行は七日、個人顧客に特化した個人専門店の一号店として、十八日に青森市の筒井支店を改装、オープンすると発表した。法人営業部門を近くの店舗に移し、保険や投信など預かり資産の商品知識の豊富な専門スタッフを配置する。二〇〇八年度末にも二十店規模に増やす。
　筒井支店には独立のセミナールームを設け、資産運用や年金相談など顧客に応じた各種セミナーを定期的に開く。同店をモデルに青森県内各地や函館地区で個人専門店を順次展開する考えだ。

北都銀行、融資返済で専用相談窓口。



　■北都銀行　十日、個人ローン返済に関する相談を受け付ける専用の窓口を、秋田市中通の北都銀行別館二階に設けると発表した。法律的な知識を持った担当者が平日の午前九時から午後四時まで、賞与カットなどで今後の返済に不安を持つ顧客らの相談に当たる。返済条件の変更などが営業店で相談するよりスムーズに進むという。

山形信金、山形庶民信組、対等合併で調印――０９年５月、信金県内２位に。



　山形信用金庫（山形市）と山形庶民信用組合（同）は二十一日、二〇〇九年五月に対等合併することを決め、基本協定書に調印した。存続組織は山形信金で合併後の預金量は千百四億円となり、信金では県内第二位となる。今年十月には郵政民営化で「ゆうちょ銀行」が誕生、競争が激化することも考えられる。業態を越えた統合による規模拡大で基盤強化を図る。
　山形信金の預金量は約五百七十七億円。貸出金の伸び悩みに加え不良債権処理で〇七年三月期決算で最終損失五億五千百万円（前の期は四千二百万円の黒字）を計上した。庶民信組は預金量五百二十六億円。やはり不良債権処理で〇七年三月期は経常利益が前の期比で九六・六％落ち込んだ。
　山形信金と庶民信組は営業エリアは重なるが店舗の重複はない。合併後も店舗統廃合はせず、従業員も引き継ぐ。
　調印後に会見した山形信金の佐藤三朗理事長は、「人口減少など地域が弱る中で現状のままでは将来はもたない」との認識から、今年六月に合併交渉を庶民信組に持ちかけたと表明。庶民信組の伊藤直光理事長は「規模のメリットとともに合併で人材の層を厚くし、サービスの質を向上させる」戦略を述べた。
　山形では今年五月に山形しあわせ銀行と殖産銀行が合併してきらやか銀行が誕生。県北西部を地盤とする鶴岡、酒田両信金も来年三月の合併を発表している。

記者会見の一問一答、山形信金理事長、貸し渋り一切せず、他。
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　山形信金の佐藤理事長、山形庶民信組の伊藤理事長との一問一答は以下の通り（敬称略）。
　――合併協議はどのような経緯で進んだか。
　佐藤「（山形庶民信組とは）かねて友好関係にあり、今年六月に話を持ちかけた。同業者との合併も選択肢にあったが、利便性などを考えた」
　伊藤「最初はびっくりしたが、歴史文化が同じ環境の中で共存してきた。経営基盤の強化を図れ、将来の明るい展望が開けると思い決意した」
　――信金を残す理由は。
　佐藤「話し合いで営業地域を含め存続は信金が最適と判断した。だからといって（信組が対象とする）零細企業への貸し渋りは一切しない」
　――ゆうちょ銀誕生目前の発表だが。
　佐藤「個人融資や住宅ローンなど顧客がぶつかるのはもちろん脅威。地域と企業を活性化して、ゆうちょ銀以上に信頼される金融機関としたい」

岩手発―リテール強化へ新型店、ゆうちょ銀対策の足場に（列島金融ファイル）



　岩手県内の地銀三行が個人営業強化のため新店舗の出店を加速させている。東北銀行が八月に同行初のコンサルティング型店舗を開設。北日本銀行は十月、二店目のローンプラザを仙台市内に開く。岩手銀行は年度内に過去最速ペースの三店舗の出店を計画している。出店計画からはゆうちょ銀行誕生を見据えた各行の次の一手がみえる。
　「いらっしゃいませ」。ホテルのロビーを思わせるシックな店内で、案内係のコンシェルジュが出迎える。東北銀が“新都市”開発が進む盛岡・盛南地区に出店した「盛南プラザ支店」はローンや資産運用にじっくり対応する初の店舗。内装業者をコンペで選び、通常の店舗の一・五倍の建設コストをかけた。
　年金の運用相談で訪れた女性（５７）は「他の支店では他人の目線や電話の音などが気になるが、ここならゆっくり相談できそう」と笑みを漏らす。オープン以来、一日平均十人が各種相談に訪れており、吉田英一室長は「当行初の試みだが感触はいい」という。
　同行は地元密着指向が強く、浅沼新頭取はかねて「地銀の原点は地域産業の振興支援。収益を上げたいのは分かるが、個人に走る金融機関が多過ぎる」として、個人営業で行内にハッパをかけてこなかった。
　しかし、二〇〇七年三月時点の個人ローン残高は九百八十五億円。岩手銀の二千八百八億円、北日本銀の二千六百三十七億円に比べ見劣りは否めない。浅沼頭取が「リテールに強みがある」と警戒するゆうちょ銀も誕生間近となり、対抗策に出た。同頭取は新店舗を「あくまで試験的」としつつ、今後、支店改装の際の基準にする考えだ。
　岩手銀行は十一月に青森県に初めてローンプラザを開設、十二月に仙台に二店目をつくる。県内に三店目も計画中で、「過去にない出店ペース」（法人営業部）だ。新店舗は預金の出入金機能も最小限にとどめ、相談ブース中心のレイアウト。おもちゃや絵本のあるキッズコーナーを設けて子連れ客に配慮する。
　ローンプラザ拡充に伴い、岩手県内の既存店七カ所を資産運用相談に特化した「コンサルティングプラザ」に改める。永野勝美頭取はゆうちょ銀について「預金や配達をやっていた職員がいきなり顧客の心をつかめるのか」と懐疑的。専用店舗で質の高い接客を実現し、顧客を囲い込む。
　十月に仙台にローンプラザを出す北日本銀行は、あくまで仙台圏内の住宅メーカーや建設業者への営業拠点と割り切り、シンプルな構え。佐藤安紀頭取は「東京などと違い、地方で来店誘致型の豪華店舗をつくるのは非効率」とみる。
　同行は県内地銀としては早くから個人営業に注力し、この三年で個人ローン残高は三三％増、預かり資産残高は十一倍増の成果を出した。佐藤頭取は「個人と法人の融資比率は三対七のバランスを取る。これからは次代を担う中小企業の発掘が重要」と法人営業に目を向けており、新店舗をその足場にしようとの狙いも透ける。
　その分、既存店で対面型営業に磨きをかける考えで、昨年から女性行員向けに「マネーアドバイザー」という独自資格を設けた。現在二人を認定し、月額二万円の特別手当を支給する。二年後までに十五人を養成し、主要店舗に配置する。
　巨大鯨が池に飛び込み、雑魚がはね飛ばされる――。岩手銀の高橋真裕頭取はゆうちょ銀誕生をこう警戒する。各行の店舗戦略が顧客の心をつかむことができるかが試されている。（

地銀、個人客囲い込み急ぐ、ゆうちょ銀誕生　東北の攻防、▽中▽、相談しやすい環境整



　新興住宅地が広がるＪＲ秋田駅東口。近くに大学病院があり、富裕層が比較的多い地域をカバーする秋田銀行広面支店では、投資信託などの預かり資産残高がこの半年で二割近く増えた。資産運用の相談コーナーを設け、「優良な顧客の囲い込みを進めている」（畠山豊支店長）からだ。
安定収益見込む
　コーナーは顧客が周りを気にしないように低い壁で仕切られ、説明に二時間以上かけることもある。狙いは定年を迎えた団塊世代の退職金。投信や保険の販売に力を入れるゆうちょ銀と真正面からぶつかる分野だ。コーナーは現在県内に十二店あるが、秋田銀は来春までに十五店増やす。
　景気回復の遅れとメガバンクの攻勢で、事業者向け融資が伸び悩む東北の地銀は、安定的な収益が見込める個人ローンに力を注ぐ。強力なライバルとなりそうなゆうちょ銀行の本格進出に備え、各行は個人客の囲い込みを急いでいる。
　「果たして我々のレベルまで金融機関としての内実が整っているのかどうか」（長谷川吉茂山形銀行頭取）。実はゆうちょ銀行は融資に必要なノウハウを身につけている途中の段階で、本格展開はまだ先というのが地銀幹部の共通した認識だ。
　それでも「リテール（小口金融）で力がある」（浅沼新東北銀行頭取）、「本気で貸し出しシェアを取りに来れば修羅場になる」（斉藤永吉北都銀行専務）といった警戒感は消えない。ゆうちょ銀が融資でまず照準を定めるのは金利設定や審査などが複雑な事業者向けでなく、個人向けと各行はみる。ゆうちょ銀対策は勢い個人客との接点を増やす方向に向かう。
　十八日、みちのく銀行が青森市郊外に改装開業した筒井支店は法人部門を持たず、個人客に特化した専門店。入出金など急ぎの顧客には、高めのカウンターで行員が立ったまま対応。資産運用やローンの場合には専用ブースでゆっくりと話を聞く。「『家庭の銀行』として気楽に相談に来てもらう」（杉本康雄頭取）
　福島銀行も窓口のカウンターを低くし、じっくりと顧客の相談に対応できる環境づくりに乗り出す。県内の支店と出張所すべてを年内をメドに改装する計画だ。
行員一斉に研修
　対抗策はハード面ばかりではない。七十七銀行は八月、全行員一斉の金融商品販売研修を実施した。対面販売の実地訓練やビデオ研修などを通じて窓口販売の質を高める狙いで、時間外に行員一斉でこうした研修をするのは初めてという。
　今月三十日に、投信など金融商品の販売に際し、リスクなどの詳細な説明を義務付ける金融商品取引法が全面施行されるのを踏まえた取り組み。「金融のプロとして質を向上すれば、（郵政民営化は）逆に顧客や預金を奪うチャンスにもなる」と高橋良輔個人営業部長は前向きにとらえる。
　仙台銀行は十月一日、窓口業務に当たる非正規社員の戦力化のために待遇を引き上げる「パートナー社員制度」を導入する。投信や保険の取り扱いに必要な資格取得も支援し、営業第一線の力を強める。経営効率が悪いとしておろそかにしていた外回りの渉外を強化する地銀も現れ始めた。
　手ごわいライバルの出現は、ビジネスの原点ともいえる顧客との関係を問い直させている。

ゆうちょ銀誕生東北の攻防（中）地銀、個人客囲い込み急ぐ――相談しやすい環境整備。



　新興住宅地が広がるＪＲ秋田駅東口。近くに大学病院があり、富裕層が比較的多い地域をカバーする秋田銀行広面支店では、投資信託などの預かり資産残高がこの半年で二割近く増えた。資産運用の相談コーナーを設け、「優良な顧客の囲い込みを進めている」（畠山豊支店長）からだ。
安定収益見込む
　コーナーは顧客が周りを気にしないように低い壁で仕切られ、説明に二時間以上かけることもある。狙いは定年を迎えた団塊世代の退職金。投信や保険の販売に力を入れるゆうちょ銀と真正面からぶつかる分野だ。コーナーは現在県内に十二店あるが、秋田銀は来春までに十五店増やす。
　景気回復の遅れとメガバンクの攻勢で、事業者向け融資が伸び悩む東北の地銀は、安定的な収益が見込める個人ローンに力を注ぐ。強力なライバルとなりそうなゆうちょ銀行の本格進出に備え、各行は個人客の囲い込みを急いでいる。
　「果たして我々のレベルまで金融機関としての内実が整っているのかどうか」（長谷川吉茂山形銀行頭取）。実はゆうちょ銀行は融資に必要なノウハウを身につけている途中の段階で、本格展開はまだ先というのが地銀幹部の共通した認識だ。
　それでも「リテール（小口金融）で力がある」（浅沼新東北銀行頭取）、「本気で貸し出しシェアを取りに来れば修羅場になる」（斉藤永吉北都銀行専務）といった警戒感は消えない。ゆうちょ銀が融資でまず照準を定めるのは金利設定や審査などが複雑な事業者向けでなく、個人向けと各行はみる。ゆうちょ銀対策は勢い個人客との接点を増やす方向に向かう。
　十八日、みちのく銀行が青森市郊外に改装開業した筒井支店は法人部門を持たず、個人客に特化した専門店。入出金など急ぎの顧客には、高めのカウンターで行員が立ったまま対応。資産運用やローンの場合には専用ブースでゆっくりと話を聞く。「『家庭の銀行』として気楽に相談に来てもらう」（杉本康雄頭取）
　福島銀行も窓口のカウンターを低くし、じっくりと顧客の相談に対応できる環境づくりに乗り出す。県内の支店と出張所すべてを年内をメドに改装する計画だ。
行員一斉に研修
　対抗策はハード面ばかりではない。七十七銀行は八月、全行員一斉の金融商品販売研修を実施した。対面販売の実地訓練やビデオ研修などを通じて窓口販売の質を高める狙いで、時間外に行員一斉でこうした研修をするのは初めてという。
　今月三十日に、投信など金融商品の販売に際し、リスクなどの詳細な説明を義務付ける金融商品取引法が全面施行されるのを踏まえた取り組み。「金融のプロとして質を向上すれば、（郵政民営化は）逆に顧客や預金を奪うチャンスにもなる」と高橋良輔個人営業部長は前向きにとらえる。
　仙台銀行は十月一日、窓口業務に当たる非正規社員の戦力化のために待遇を引き上げる「パートナー社員制度」を導入する。投信や保険の取り扱いに必要な資格取得も支援し、営業第一線の力を強める。経営効率が悪いとしておろそかにしていた外回りの渉外を強化する地銀も現れ始めた。
　手ごわいライバルの出現は、ビジネスの原点ともいえる顧客との関係を問い直させている。

ゆうちょ銀誕生東北の攻防（下）過疎の町信金・信組が先手、簡易局網合理化で縮小。



　秋田県最北端に位置する藤里町。人口四千二百人のうち六十五歳以上の高齢者が約四割を占める過疎の町が揺れている。今年三月、日本郵政公社直営の町唯一の特定郵便局、藤琴局の集配業務を廃止。十二人の職員を三人に削減し、集配機能を十キロほど離れた隣の能代市の郵便局に移管した。住民からは「いずれ郵便局もなくなるのでは」と不安の声が聞かれる。
配達員が消えた
　白神山地のふもとの山村で郵便局は最も身近な金融機関でもあった。町に住む荒川好徳さん（７２）は「長い付き合いで顔なじみの配達員に貯金の引き下ろしを頼むことができた」と話す。反対に頼まれて貯金や簡保などを契約する高齢者も多かった。「よそから来た知らない職員に頼まれてもその気にならない」
　「郵便局と住民のつながりが失われる」。配達員は独り暮らし世帯の高齢者の見回りや買い物の手伝いなど地域に欠かせない存在だっただけに、石岡錬一郎町長は配送業務の存続を求めてきた。だが、残ったのは窓口業務だけ。「ゆうちょ銀行と言われてもピンとこない」のは当然だ。
　特定郵便局の直営が難しい過疎地では自治体や農協、漁協などに委託した簡易郵便局が窓口サービスを提供する。東北六県の簡易局数は全郵便局の約二六％と、全国でも高い比率を占める。
　だが、新いわて農協（岩手県滝沢村）は今年二月までに七カ所の簡易郵便局の受託をやめた。支所や出張所を統廃合し、簡易局に振り向ける職員が足りなくなるためだ。収入は月十二万―十三万円程度と運営は厳しく、受託していた七局のうち黒字は一局のみ。「民営化後の姿も不透明だった」（畑中新吉経営企画室長）。
　局の統廃合や農協、漁協の相次ぐ撤退で、二〇〇六年度の簡易局の稼働数は六百三十五と〇二年度より五十三減った。郵政公社が過疎地に張り巡らした巨大なネットワークにほころびが生じている。経営合理化を急ぐゆうちょ銀に刺激を受けた形で、地域で競合する信用金庫や信用組合が先手を打って動き出した。
　秋田県信用組合の森吉支店（秋田県北秋田市）。郡部にあり地銀の外回りも多くなく、主な競争相手は郵便局や農協だ。九月中旬、同支店で「渉外実践訓練」と呼ぶ研修があった。周辺支店から集まった渉外担当者九人が三人ずつ三班を構成。専門家から預貸金を売り込むセールトークを学んだ後、各班がそれぞれ資金目標を掲げ、営業エリアをくまなく回った。
総力戦に備え
　「（郵便局は）一年か二年後にはアクセルを踏む。総力戦が始まる。シェアを奪われる前に、今から攻めておく必要がある」（相馬淳常務理事）。研修では郵便局に関する情報収集も課した。
　あおもり信用金庫は今月、青森市と弘前市の小型店四店舗を相次ぎ廃止、近隣支店に統合した。ゆうちょ銀対策として、顧客の自宅や職場を回って営業する渉外担当を増やす狙いだ。今年から投信の取り扱いを始めた宮古信金の斎藤浩司理事長は「収益の柱にというよりは（ゆうちょ銀への）対抗手段」と競争意識をむき出しにする。
　県の中心市街地では地銀の攻勢に苦しむ信金・信組。そこに新たな脅威として浮上したゆうちょ銀が他を圧倒する店舗網をフル活用して挑んでくる。「地域のことを考える姿勢を徹底的に貫けるかどうか」（福島信金の黒沢勇理事長）。どちらが生き残るかは、地域と正面から向き合うことで見えてくるはずだ。

ゆうちょ銀１日誕生――動き出す巨人、地方再編呼ぶ、東北の金融機関、増殖怖い。



郵便「情報の山」
　１０月１日、郵政民営化で民間金融機関「ゆうちょ銀行」が誕生する。地方銀行や信用金庫などとの顧客争奪戦の激化は必至。地域金融の再編の流れを後押しすると予想する声も多い。巨大銀誕生を目前に控えた各地域の金融機関の戦略を探った。
　【仙台】「郵便局の赤いバイクにすれ違うたびに、どれだけ増殖するのか怖くなる」。仙台市を地盤とする杜の都信用金庫の浮津正彦お客さま相談部長の率直な不安だ。同じ営業地域で郵便局の数は同信金の拠点の十倍以上。「スケールメリットといっても（正攻法で）かなうわけがない」。山形信金の佐藤三朗理事長は本音を漏らす。
　東北六県を合わせたゆうちょ銀の預金量は十兆九千七百八十八億円。東北最大の七十七銀行（約四兆九千億円）の二倍以上にのぼる。東北の地銀・第二地銀十五行が束になっても二十三兆五千六百億円。北日本銀行の佐藤安紀頭取は「大きな鯨をたらいに放すようなもの」と言う。
　集配する郵便物から得られる情報も膨大だ。「知ろうと思えば顧客の家族構成や使っているカード会社、住宅ローンなど我々が懸命に足で稼いで得る情報が簡単にわかってしまう」。宮城県信用組合協会の若林洋一会長（仙北信用組合理事長）は金融庁幹部との意見交換会でかみついた。
　個人融資や住宅ローンの取り扱いなども焦点となる。福島銀行の紺野邦武社長は「今の拡大構想でスタートすれば大きな影響が出るのは必至。規模を縮小しながら民間ルールで業務するよう確認してもらわないと困る」と注文をつけている。

関東地域
山梨中央銀行頭取芦沢敏久氏――個人囲い込みへ体制拡充（顧客争奪戦略を聞く）



　山梨県内に本店を置く唯一の地方銀行である山梨中央銀行は、二〇〇七年三月期に三期連続で経常利益が過去最高となるなど好調な業績をあげている。自己資本比率は前期末で一一・九九％と高く、経営の健全性に自信を持つ。ただ、昨年三月には三菱東京ＵＦＪ銀行が甲府市に法人営業所を開設し、今後はゆうちょ銀行の攻勢も見込まれる。メガバンクを交えた顧客獲得競争にどう臨むのか、六月に就任した芦沢敏久頭取に聞いた。
　――大手銀やゆうちょ銀にどう対抗するのか。
　「厳しい競争になる。ゆうちょ銀の参入はこれまでで最大の環境変化だ。支店が多く、我々に近い地域密着型のサービスを狙ってくる可能性もある。最後は人材の勝負になるが融資の実績や知識で先んじている自負がある。人材育成の進ちょく次第で将来は大きな脅威になりうる」
　「大手銀は（財務状況を定量化して融資の可否を迅速に判断する）スコアリングの手法を使うことが多い。地域に密着したきめ細かな対応で十分に対抗できると考えている」
　――優良顧客を囲い込まれる恐れはないか。
　「個別にみれば資金需要を大手銀に取られる例も出る。だが、金利のわずかな差だけで必要資金のすべてを大手銀に頼る顧客はほとんどいない。一部が流れるだけだ。大手銀にとって地方での融資は都市部で集めた資金の運用という感覚だろう。失敗すれば引くこともできる。地方金融機関は違う。そのことは顧客もよく理解しているはずだ」
　――個人客に対する姿勢は。
　「地元に住んでいるお客様ということで、地銀の強みを発揮できる。特に住宅ローンや教育ローンは長い関係を築ける。新規融資や資産運用などの生涯取引への広がりが期待できる」
　「山梨県富士吉田市に七月、甲府市や東京都八王子市に続き四カ所目となる個人ローンの専門店舗を開いた。平日と土曜日の午前九時から午後五時まで営業する。近いうちにもう一店舗、これまでより大型の個人ローン専門店を開く計画だ。既存の通常店舗の営業時間延長という方法もあるだろう」
　――山梨県に次ぐ第二の地盤として力を入れている東京都西部の手応えは。
　「非常に良い。山梨県内では五十年以上の歴史を持っていても貸出残高が百億円に満たない店舗がある。一方、昨年三月に開いた町田店（東京都町田市）は一年数カ月で七十億円に達する勢いだ。市場の潜在性の大きさを実感している」
　「現在、東京西部には十二店舗を構える。これまでは各店ごとに点で勝負してきたが、ネットワークを生かした面の戦略に向けて店舗数を増やしていく必要がある。もともと東京西部は山梨に近く、山梨に関連した企業や出身者が多い地域。全く知らない場所に乗り込んでいるわけではない。実際に大手銀の顧客を奪う例も出ており、今後も積極的に打って出たい」
　――頭取に就任し二カ月が経過した。どのような感触を持っているか。
　「顧客を回りながら、一方で職員とのコミュニケーションに力を入れてきた。生原忠明専務と分担しながら支店を巡っており、七日で全九十一店をまわり終える。職員五人程度の支店で話せば今まで見えなかったことも見えてくる」
　「例えば経費節減の意識が強すぎる部分がある。ここ数年は効率を重視し一定の成果を上げた。ただ店内の設備などで改めた方が良い点も出てきた。必要な費用は使うべきだ。いま一度、顧客の視点で見直すべきところは見直したい」
記者の目
「現場回り」カギ
　山梨中央銀行の山梨県内の融資シェアは三七％程度で、ここ数年安定しており、大手銀の攻勢に地盤が揺らぐ状況ではない。個人向けサービスの強化、西東京での事業拡大など積極戦略を打ち出す芦沢新頭取の表情には業績に裏付けられた自信がみなぎる。
　県内の他の金融機関に目を向けると信用金庫と信用組合が不良債権処理に苦しんでおり、過去最高益を上げる山梨中銀は一人勝ちの状況にある。それだけに経営者から「融資の見切りが早い」などの声が出ているのも事実。地盤の山梨県の経済界で批判的な見方が広まれば足をすくわれることにもなりかねない。
　新体制としての変化を示し、地域の理解を得るためには頭取自身が積極的に表に出て発言する姿勢が必要になるだろう。「顧客企業も支店も含めて現場回りに時間を割く」という言葉の実践が期待される。

埼玉県信用金庫理事長安田裕信氏―ＩＴ投資に注力（顧客争奪戦略を聞く）



　埼玉県信用金庫（埼玉県熊谷市）がＩＴ（情報技術）投資に力を入れている。二〇〇八年三月期に新勘定系システムやＩＣタグを活用した社内メール便を導入。十月のゆうちょ銀行発足を見据え、サービス向上や情報管理を徹底する必要があるためだ。メガバンクや県外地銀の攻勢が続く埼玉県で存在感をどう打ち出すのか。安田裕信理事長に聞いた。
　――五月に勘定系システムを更新した。
　「約三十年近く利用していた既存システムが老朽化したためだ。新システムは顧客がＡＴＭでキャッシュカードの引き出し限度額を変更できるほか、防犯対策としてカードの利用店舗も制限できる。総投資額は約百億円、償却費を今期から五年間で毎年二十億円計上する。収益を押し下げる要因だが必要な投資と割り切っている」
　「七月には日本ユニシスと協力し、ＩＣタグ搭載の封筒を活用した社内メール便システムを導入した。従来は帳簿に書き込んでいた融資の審査書類や公共料金の領収書の配送先情報をパソコンで管理する仕組みだ。誤配送が起きても迅速に所在を確認できる」
　――金融機関にとってＩＴ投資とは。
　「顧客の信用を得るために必要不可欠な投資だと思う。わずかな時間でもＡＴＭがストップすれば、顧客や行政から厳しい視線を浴びる。万が一の事が起きないように、万全の体制を整えておくことが大事だ」
　「全国の信用金庫をみると、埼玉県信金のように個別でシステムを構築するところと、共有化する信金に分かれる。投資商品の販売拡大などで金融機関が取り扱う顧客情報は増えており、管理能力向上のために定期的な投資が必要になる。個人的な見解だが、投資余力が無い金融機関がおのずと再編の的になるのではないかと思うこともある」
　「制度変更にそつなく対応できるかも生き残りを左右するのではないだろうか。〇七年三月期から新しい自己資本比率規制（新ＢＩＳ規制）が導入されたが、以前から研修を実施するなど準備に手間がかかった。本業の競争が厳しくなるなか、規模や経営面で余裕の無い金融機関にとっては大変だと思う」
　――埼玉県での収益環境をどうみるか。
　「国道１６号以南の東部（八潮市周辺など）や西部（川越市・所沢市）で県外地銀の攻勢が目立つ。最近では群馬銀行が越谷法人営業所（越谷市）を支店に昇格させた。それだけ埼玉では資金需要が見込めるということだ。日銀がゼロ金利政策を解除して以来、一部で借り入れに慎重な企業も出ている。融資を伸ばすには金利競争に参入せざるをえない場合もある」
　――十月に民営化する日本郵政公社への対抗策は。
　「ゆうちょ銀行は圧倒的な知名度、集金力と渉外力を駆使してくるだろう。融資分野への参入は既存の金融機関に影響を及ぼす。七月から女性の資産運用アドバイザーを主要支店に配置し始めた。法人融資のテコ入れでは四月に法人事業部を新設。そのうち二十人の特別チームだけで優良企業を開拓し、百六十億円の新規融資獲得を目指す」
　「〇九年三月期には新たな渉外支援システムを導入する考えだ。例えば貸出金残高や預かり資産といった顧客情報を、支店の融資担当者だけでなく役員や金融商品販売担当者も共有できるようにする。情報の一元化で様々な角度から顧客へアプローチする」

甲信越地域
八十二銀、伊勢崎に法人営業所、資金需要の拡大見込む。



　八十二銀行は十四日、群馬県伊勢崎市に法人営業に特化した「伊勢崎法人営業所」を開設すると発表した。オープンは十一月六日で、法人営業所としては埼玉県川口市や群馬県太田市、東京都国立市などに続いて六カ所目。
　伊勢崎市周辺は自動車部品などの製造業が集積し、前橋市など大都市にも近い。北関東自動車道の近くに位置するなど交通の要衝にあるため、幅広い業種の資金需要が見込めると判断した。
　新拠点は東武鉄道伊勢崎線の新伊勢崎駅近くに設ける。高崎支店を母店とし、所長を含む四人が勤務。窓口営業は一切行わず、法人向け融資など法人営業に特化する。伊勢崎市のある群馬県南部だけでなく、埼玉県内の本庄市なども営業エリアにする方針。
　群馬県南部は前橋市や高崎市など群馬県内の主要都市に隣接し、「長野県経済とのつながりも深い」（営業統括部）。自動車部品や電子機器など製造業に加え、倉庫や物流業も発達しているという。拠点開設で新規融資先の開拓につなげる考えだ。

中小との接点増やす、ビジネスローンセンター全県に融資先開拓狙う、八十二銀。



　八十二銀行は十八日、中小企業や個人事業主の資金繰りなどに応じる「ビジネスローンセンター」を長野市、上田市、松本市に新設すると発表した。十月一日から業務を始める。同センターとしては諏訪と飯田に次ぐ拠点で、営業体制を県内全域に広げる。取引が少ない中小規模企業や個人事業主との接点を増やし、新規融資先の開拓につなげる。
　ビジネスローンセンター長野は本店営業部、上田は上田支店、松本は松本営業部内に設ける。それぞれ新規採用した専従スタッフを三―四人配置。電話やダイレクトメールを活用し、これまで接点の少なかった中小企業の資金需要などに対応する。設備資金などの需要がある場合は本店や最寄りの営業店に取り次ぎ、融資などのサービスを迅速に提供する。
　同行は二〇一〇年三月期までの三カ年計画で、中小企業向け融資残高を前期から一千億円増やす目標を掲げており、県内の中小企業を「潜在市場」と位置づけた。ビジネスローンセンターの全県展開で新規融資先の開拓を進め、目標達成につなげる考えだ。

三菱東京ＵＦＪ銀、県内に拠点、融資先獲得競争が激化、外為など海外業務にも力。



　三菱東京ＵＦＪ銀行が長野県へ進出することが二十一日、明らかになった。メガバンクで唯一拠点がなかった同行の進出は、都銀では五十三年ぶりとなり、県内の融資先獲得競争の一層の激化が予想される。深刻な資金需要の低迷が続くなか、大企業だけでなく中堅・中小企業もターゲットにする方針を明確にしたためだ。これまで営業エリアをすみ分け、金利競争を避けてきた県内金融機関に大きな影響が及ぶのは避けられない情勢だ。
　開設するのは「長野支社」（長野市）で、十一月六日に営業を始める。日銀松本支店によると、都銀が長野県内に拠点を設けるのは、一九五四年の旧第一銀行（五五年に廃止）以来という。三菱東京ＵＦＪ銀は主要株主でもある八十二銀行との関係が深い。このため県内に拠点を持たず、東京・新宿の法人営業拠点から県内企業に足を運んで融資交渉するにとどめていた。
　だが、ここにきて「中堅・中小企業との取引を拡大したい」（広報部）と方針を転換。法人向け融資に特化した支社の開設を決めた。長野県に精密機械や電子部品など製造業の基盤があることなどに着目、継続的な資金需要が見込めると判断したもようだ。
　三菱東京ＵＦＪ銀の進出に伴い、三菱ＵＦＪ信託銀行の長野支店（長野市）の法人向け融資部門は廃止。融資機能を三菱東京ＵＦＪ銀の長野支社に集約する。
　支社開設は旧東京三菱銀行と旧ＵＦＪ銀行が統合した二〇〇四年以来、初めて。外為取引や立地選定の助言といった強みの海外業務にも力を入れる方針。県内にはグローバル化への対応で中国など海外への進出を希望する企業が多い。地金融機関にはノウハウが乏しい分野で独自性を発揮する考えだ。
　支社長となる準備委員長の人事を二十日、発令した。今後、着任者を順次発令し、営業開始までに「五人以上の規模にする」（同）計画だ。
　融資目標は未定とし、「地元の金融機関とパイの奪い合いをするつもりはない」（同）とするが、県内の融資獲得競争の激化は避けられそうにない。優良企業は自己資金で投資を賄い、金融機関からの借り入れ需要が先細っているためだ。
　二〇〇七年七月の県内法人向け融資残高は前年同月に比べて一・七％減少。〇一年七月以来、六年間に渡って前年割れが続く。
　経営体力のある三菱東京ＵＦＪ銀が低利で融資攻勢をかければ、縮小する融資先のパイを奪い合う競争がさらに厳しくなりそうだ。

三菱東京ＵＦＪ銀進出、都銀、５３年ぶり、長野、営業すみ分けに影響、法人融資特化。



　【長野】三菱東京ＵＦＪ銀行は十一月六日、長野市に法人向け融資を担当する「支社」を開設する。これまで東京・新宿の法人営業拠点が長野地区を担当していたが、県内の中堅・中小企業などの資金需要が継続的に見込めると判断した。法人向け融資のほか、外為取引など海外業務にも注力する。営業エリアをすみ分け、金利競争を避けてきた県内金融機関に大きな影響が及ぶのは避けられない情勢だ。
　開設するのは「長野支社」（長野市）。日銀松本支店によると、都銀が長野県内に進出するのは一九五四年の旧第一銀行（五五年に廃止）以来五十三年ぶり。三菱ＵＦＪ銀は主要株主でもある八十二銀行との関係が深い。このため県内に拠点をもたず、東京・新宿の法人営業拠点から県内企業に足を運んで融資交渉するにとどめていた。
　だが、ここにきて「中堅・中小企業との取引を拡大したい」（広報部）と方針を転換。法人向け融資に特化した支社の開設を決めた。長野県には精密機械や電子部品など製造業の基盤があることなどに着目、継続的な資金需要が見込めると判断したもようだ。三菱ＵＦＪ信託銀行の長野支店（長野市）の法人向け融資部門は廃止し、融資機能を長野支社に集約する。
　支社開設は旧東京三菱銀行と旧ＵＦＪ銀行が統合した二〇〇四年以来、初めて。外為取引や立地選定の助言といった海外業務にも力を入れる方針。県内にはグローバル化への対応で中国など海外への進出を希望する企業が多い。地域金融機関にはノウハウが乏しい海外業務で独自性を発揮する考えだ。
　支社長となる準備委員長の人事を二十一日、発令した。今後、着任者を順次発令し、営業開始までに「五人以上の規模にする」（同）計画だ。
　融資目標は未定で「地元の金融機関とパイの奪い合いをするつもりはない」（同）とするが、県内の融資獲得競争の激化は避けられそうにない。県内の優良企業は自己資金で投資を賄い、金融機関からの借り入れ需要が先細っているためだ。
　〇七年七月の県内法人向け融資残高は前年同月に比べて一・七％減少。〇一年七月以来、六年間に渡って前年割れが続く。経営体力のある三菱ＵＦＪ銀が低利で融資攻勢をかければ、縮小する融資先のパイを奪い合う競争がさらに厳しくなりそうだ。

北陸地域
攻防北陸金融（下）ゆうちょ銀１０月誕生――商品多様化、人材確保急ぐ。



　「地方銀行出身者を含め採用を進めてほしい」。八月のある日、大手生命保険会社の首脳が金沢市を訪れ、幹部らに号令をかけた。年末にも銀行の窓口で保険商品を扱える「銀行窓販」が全面解禁になる。生保にとって、地方都市で販路を広げるには地銀出身者の“パイプ”は有効。市場の激変に備え、人材集めに躍起になっているようだ。
　一九九八年に銀行、二〇〇五年に郵便局で始まった投資信託の窓販。金融機関ごとに扱う商品の垣根が低くなる中、人材不足が顕在化している。特に地方は深刻だ。
　地域で圧倒的な存在感を持つ地銀もひとごとではない。従来の預金、貸出業務に加え、預かり資産による手数料ビジネスの知識も必須。各行とも人材育成とともに外部人材の活用が課題で、「地銀が保険窓販をにらみ保険会社の人材引き抜きに動いている」（関係者）。業種を超えた人材流動化の気配も出ている。
慎重な姿勢一転
　富山銀行は従来、他行に比べリスク商品には慎重姿勢だったが、販売を渋っていては「金融機関として使命を果たせない」（高柳卓三頭取）と方針を転換。証券・保険の専門性を兼ね備えた人材を二―三年後をメドに五人程度は中途採用する考えだ。
　九月末には「金融商品取引法」が全面施行され、リテール市場に大きな影響を与えるとみられている。元本割れの恐れがある投資信託など、金融機関がリスク商品を扱う際のルールなどを定めた内容だ。
　特に対応を迫られるのが高リスク商品。例えば、地場では今村証券と益茂証券だけが扱う「外国為替証拠金取引（ＦＸ）」。差し入れた証拠金の数十倍の取引ができるが、リスクも大きい。
　今村証券では最近の為替相場の大幅な変動で一部の客が損失を被り、必要証拠金が二五％以下に目減りした場合に強制決済する「ロスカット（損切り）ルール」が初めて適用された。ただ、客への説明をどう充実するかは手探り。今村九治社長は「リスク開示体制の整備を検討中。ＦＸの外務員資格の取得などを奨励したい」と話す。
　地銀や信金からは全面施行が目前に迫っても、不安の声が漏れる。「商品説明に慣れるまでリスク商品の売り込みをためらうかもしれない」（富山県の地銀のコンプライアンス担当）、「説明に時間を割きすぎ、信金本来の身近さが失われないか」（石川県の信金の営業担当者）
独自試験導入も
　北陸銀行は九月に全国十カ所で従業員向け研修をこなす。三週間で三千人程度が研修を受ける予定という。北国銀行、富山銀行は独自の試験を実施し、試験に合格した人のみが金融商品を販売できる体制を敷くなど対応を急ぐ。富山第一銀行も客に接する行員全員に証券会社向けの証券外務員（二種以上）の資格取得を促している。二年前に一ケタだった有資格者は七月末で三百人を超えた。
　もっとも、同法の全面施行は金融機関にとってチャンスでもある。規制によって強引な販売は減少し、個人投資家にとって投資環境の改善が期待される。「じっくりとニーズを聞き、考えを分かったうえで営業するので、納得した商品を提供しやすくなる」（北国銀行経営管理部）
　商品の多様化で、金融機関が利用者個々のライフスタイルまで踏み込み、相談・提案を手がけられる時代。人材の育成・確保と法令順守に取り組み、個人マネーの支持を集めた地域金融機関だけが生き残る。

攻防北陸金融（上）ゆうちょ銀１０月誕生、投信・団塊…個人つかめ。



地元勢リスクとる運用開拓
　郵政民営化で十月一日に誕生する「ゆうちょ銀行」が北陸三県の金融秩序を揺さぶっている。すでに個人マネーの争奪で、郵便局と地域金融は激突。投資信託の販売や団塊世代の退職金囲い込みで攻防が続く。高度なリスク商品を売り込むための人材育成でもしのぎを削っている。利用者を向いた営業、サービスを磨く現場を追った。
　「自分自身で退職金の運用を考えなくてはならない時代」。二十九日、金沢市の金沢中央郵便局で開かれたフィデリティ投信のセミナー。三十―七十代の男女二十二人が集まり、女性講師の話に聞き入っていた。
　参加した金沢市の会社員の男性（５２）は投信五商品を保有するが、うち三商品は三月に郵便局で購入した。「定期が満期になったが貯金は低利で魅力がない。国債と投信も買った。買え買えという雰囲気がない郵便局は安心できる」と話す。
進む小口販売
　日本郵政公社北陸支社は全国的に投信販売の優等生だ。管轄の三県は人口、経済規模で「二・五％経済」といわれるが、純資産残高は二百九十三億円（十七日時点）で全国シェア三・二％。地銀では富山銀行を抜き、福邦銀行に匹敵する。
　鮮明なのがすそ野の拡大。一回当たり購入額は〇五年十月の投信取り扱い開始から〇六年八月までの累計で北陸は七十二万円（全国は七十一万円）だったが、今年八月十七日まで累計で北陸は三十四万円（同四十一万円）と小口化が進む。
　投信で先行する地銀六行も好調だ。六行の投信残高合計は六月末で初めて七千億円を突破。一年間で四五％増と大幅に伸びている。「郵便局との競争の影響もあり、顧客層の広がりを感じる」と北陸銀行支店部。北国銀行は一口座平均の投信残高が七月末までの一年強で二割強増えた。
株乱高下に冷静
　投資商品へのマネー流入が起きる中、関係者が肝を冷やしたのが八月上旬以降の株の乱高下。米国のサブプライムローン問題に端を発し、投信純資産残高も多くがマイナスに。しかし投信利用者の反応は「様子を見ようという状況はあったかもしれないが、クレームはない」（北陸銀支店部）という声がほとんど。
　北国銀や福井信用金庫の幹部は「利用者がリスクをとる資産運用を理解してきた感がある」と口をそろえる。郵政公社も「リスク説明は徹底してきた。残高は割り込んでも信頼は保てたのではないか」（栗山英俊北陸支社長）。個々の利用者のリスク許容度をどこまで見極めるかの課題はなお残るものの比較的、冷静にとらえている。
　安定商品の預金にも戦線が及ぶ。焦点は団塊マネー。地銀、信金は今春、相次ぎ団塊世代の退職者向けに三カ月間程度に期間を区切った高利回りの商品を販売し、すぐ募集額に達した。「まず預金を取り込み、満期に投信などにつなげる」と各金融機関は戦略を描く。
　預金の取り込み方にも工夫が出てきた。三月から石川県内の地銀、信金が投入した「子育て応援預金」。五年物定期で金利を上乗せし、一部を県の外部団体に寄付。目先は金利上乗せ分を金融機関が負担する形になるが、将来の金利上昇の可能性があるなか、五年固定で数十億円の資金を調達できる“利点”もある。
手数料を収益に
　株式市場が乱高下するなかすぐに高リスク商品に飛びつきにくいが、低金利の従来の定期にとどまるのも物足りない――。年金などで将来の不安が指摘されるなか、貯蓄性向が高い北陸の個人マネーも短期の金利上乗せ定期や郵便局の投信などに流れ込む傾向は定着しつつある。収益源として投信販売手数料拡大を目指す地銀、信金との思惑は絡み合い、すそ野は広がりつつある。
　「ゆうちょ銀がリテールを強化する前に打てる手は打ちたい」（北国銀の安宅建樹頭取）。各金融機関はサービスや商品拡充に意欲を見せる。個人マネーの囲い込みはまだ前哨戦にすぎない。
３県の地銀・信金
ＡＴＭ連携を加速
　北陸はＡＴＭ連携の先進地といわれる。突き動かしたのは三県でＡＴＭ設置局を六百七十五拠点抱えるゆうちょ銀行の誕生だ。「ゆうちょ銀に間に合わせろ」をかけ声に、十月から地方銀行や信用金庫はＡＴＭ手数料の無料化に動く。
　石川と福井の信金代表と富山の八信金が出席し、富山市で二十四日に開かれた会合。ＡＴＭの入出金手数料を相互無料化した石川、福井県の信金業界が富山の信金に合流を要請していたが、会合で富山側は大半が呼応。高岡を除く三県の十七信金がＡＴＭ手数料の相互完全無料化を導入する見通しとなった。
　富山銀行も十月をメドに、ゆうちょ銀のＡＴＭで出金手数料を完全無料化する見通しだ。十月からは、福井県は県内の七地銀・信金が出金手数料を終日ゼロに。地銀連合「ＦＩＴネット」を形成する北国、福井、富山第一の三行も相互に完全無料化する。
　ゆうちょ銀は住宅ローンやカード事業への参入を検討しているとされ攻勢が強まるのは必至。「地域密着では我々に分がある」と地銀、信金トップは口をそろえる。

攻防北陸金融（下）ゆうちょ銀１０月誕生――商品多様化、人材確保急ぐ。



　「地方銀行出身者を含め採用を進めてほしい」。八月のある日、大手生命保険会社の首脳が金沢市を訪れ、幹部らに号令をかけた。年末にも銀行の窓口で保険商品を扱える「銀行窓販」が全面解禁になる。生保にとって、地方都市で販路を広げるには地銀出身者の“パイプ”は有効。市場の激変に備え、人材集めに躍起になっているようだ。
　一九九八年に銀行、二〇〇五年に郵便局で始まった投資信託の窓販。金融機関ごとに扱う商品の垣根が低くなる中、人材不足が顕在化している。特に地方は深刻だ。
　地域で圧倒的な存在感を持つ地銀もひとごとではない。従来の預金、貸出業務に加え、預かり資産による手数料ビジネスの知識も必須。各行とも人材育成とともに外部人材の活用が課題で、「地銀が保険窓販をにらみ保険会社の人材引き抜きに動いている」（関係者）。業種を超えた人材流動化の気配も出ている。
慎重な姿勢一転
　富山銀行は従来、他行に比べリスク商品には慎重姿勢だったが、販売を渋っていては「金融機関として使命を果たせない」（高柳卓三頭取）と方針を転換。証券・保険の専門性を兼ね備えた人材を二―三年後をメドに五人程度は中途採用する考えだ。
　九月末には「金融商品取引法」が全面施行され、リテール市場に大きな影響を与えるとみられている。元本割れの恐れがある投資信託など、金融機関がリスク商品を扱う際のルールなどを定めた内容だ。
　特に対応を迫られるのが高リスク商品。例えば、地場では今村証券と益茂証券だけが扱う「外国為替証拠金取引（ＦＸ）」。差し入れた証拠金の数十倍の取引ができるが、リスクも大きい。
　今村証券では最近の為替相場の大幅な変動で一部の客が損失を被り、必要証拠金が二五％以下に目減りした場合に強制決済する「ロスカット（損切り）ルール」が初めて適用された。ただ、客への説明をどう充実するかは手探り。今村九治社長は「リスク開示体制の整備を検討中。ＦＸの外務員資格の取得などを奨励したい」と話す。
　地銀や信金からは全面施行が目前に迫っても、不安の声が漏れる。「商品説明に慣れるまでリスク商品の売り込みをためらうかもしれない」（富山県の地銀のコンプライアンス担当）、「説明に時間を割きすぎ、信金本来の身近さが失われないか」（石川県の信金の営業担当者）
独自試験導入も
　北陸銀行は九月に全国十カ所で従業員向け研修をこなす。三週間で三千人程度が研修を受ける予定という。北国銀行、富山銀行は独自の試験を実施し、試験に合格した人のみが金融商品を販売できる体制を敷くなど対応を急ぐ。富山第一銀行も客に接する行員全員に証券会社向けの証券外務員（二種以上）の資格取得を促している。二年前に一ケタだった有資格者は七月末で三百人を超えた。
　もっとも、同法の全面施行は金融機関にとってチャンスでもある。規制によって強引な販売は減少し、個人投資家にとって投資環境の改善が期待される。「じっくりとニーズを聞き、考えを分かったうえで営業するので、納得した商品を提供しやすくなる」（北国銀行経営管理部）
　商品の多様化で、金融機関が利用者個々のライフスタイルまで踏み込み、相談・提案を手がけられる時代。人材の育成・確保と法令順守に取り組み、個人マネーの支持を集めた地域金融機関だけが生き残る。

北陸６地銀、「投信」「保険」個人に活路、来月誕生「ゆうちょ銀」とマネー争奪。



リスク商品運用　人材育成急ぐ
　郵政民営化で十月一日に誕生する「ゆうちょ銀行」が北陸三県の金融秩序を揺さぶっている。貯蓄性向が高いと言われる北陸でも団塊世代など個人マネーの争奪で、郵便局と地域金融機関との攻防が続く。リスク商品を売り込むための人材育成・獲得でもしのぎを削っている。
セミナー盛況
　「自分自身で退職金の運用を考えなくてはならない時代」。八月二十九日、金沢市の金沢中央郵便局で開かれたフィデリティ投信のセミナー。三十―七十代の男女二十二人が集まった。金沢市の会社員の男性（５２）は投信三商品を三月に郵便局で購入。「定期が満期になったが貯金は低利で魅力がない。買え買えという雰囲気がない郵便局は安心できる」と話す。
　日本郵政公社北陸支社は投信販売の優等生だ。管轄の三県は人口、経済規模で「二・五％経済」といわれるが、純資産残高は二百九十三億円（八月十七日時点）で全国シェア三・二％。北陸の地銀の投信残高と比較すると富山銀行を抜き、福邦銀行に匹敵する規模だ。
　地銀六行も好調だ。六行の投信残高合計は六月末で七千億円を突破。一年間で四五％増と大幅に伸びている。「郵便局との競争の影響もあり、顧客層の広がりを感じる」（北陸銀行支店部）
株乱高下も冷静
　関係者が肝を冷やしたのが、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発した八月上旬以降の市場混乱だ。投信純資産残高も多くが減少した。ただ、購入者の反応は「様子を見ようという状況はあったかもしれないが、クレームはない」（北陸銀支店部）という声が大半という。
　北国銀や福井信用金庫の幹部は「利用者がリスクをとる資産運用を理解してきた感がある」と口をそろえる。郵政公社も「リスク説明は徹底してきた。残高は割り込んでも信頼は保てたのではないか」（栗山英俊北陸支社長）。個々の利用者のリスク許容度をどこまで見極めるかの課題はなお残るものの比較的、冷静にとらえている。
　一方、多様化する商品に対応した人材獲得競争も激しさを増している。
　「地方銀行出身者を含め採用を進めてほしい」。大手生命保険会社の首脳が八月、金沢市で幹部に号令をかけた。年末にも銀行の窓口で保険商品を扱える「銀行窓販」が全面解禁になる。生保にとって、地方都市で販路を広げるには地銀出身者の“パイプ”は有効だ。
　一九九八年に銀行、二〇〇五年に郵便局で始まった投資信託の窓販。金融機関ごとに扱う商品の垣根が低くなる中、人材不足が顕在化している。特に地方は深刻だ。
　地域で圧倒的な存在感を持つ地銀もひとごとではない。従来の預金、貸出業務に加え、預かり資産による手数料ビジネスの知識も必須だ。
独自試験導入も
　九月末には「金融商品取引法」が全面施行され、リスク商品を販売する際に一段と丁寧な説明が求められる。北陸銀は九月に十カ所で従業員向け研修をこなし、三週間で三千人程度が研修を受ける予定という。
　北国銀、富山銀は独自の試験を実施し、試験に合格した人のみが金融商品を販売できる体制を敷く。富山第一銀行も客に接する行員全員に証券会社向けの証券外務員（二種以上）の資格取得を促し、有資格者は七月末で三百人を超えた。
　各行は外部人材の活用も課題だ。「地銀が保険窓販をにらみ保険会社の人材引き抜きに動いている」（関係者）という。
　金融機関が利用者個々のライフスタイルまで踏み込み、相談・提案を手がけられる時代。人材の育成・確保と法令順守に取り組み、個人マネーの支持を集めた地域金融機関だけが生き残る。
（金沢支局　加藤貴行）

東海地域

スルガ銀、遺言信託・整理に参入、中小取引拡大狙う。



　【静岡】スルガ銀行は三日、「遺言信託」と「遺産整理業務」を始めた。国の認可を得て銀行本体で取り組む。主要な事業エリアである静岡、神奈川両県に本店を置く金融機関で、銀行本体で参入するのは初めてという。顧客の資産全体を取り扱うことでより親密な関係を築き、取引の拡大につなげる。
　当面、藤沢支店（神奈川県）に担当者が常駐。依頼に応じて最寄りの店舗などに赴く。地銀の多くは信託銀行と提携して遺言信託などに取り組むが紹介にとどまり自行の収益に結びつけにくい。スルガ銀は信託業務の専門知識を持つ行員の配置や事務処理体制を整備することで認可を得た。
　遺言信託は遺言書作成に協力したり、遺言書を保管して相続発生後は遺言執行者として遺産分割手続きなどを手掛ける。遺産整理業務は相続発生後に、相続人の代理人として手続きにあたる。中小企業オーナーの事業承継などに対応する。

静清信用金庫理事長白鳥良作氏、中小企業診断士増やし提案型営業（顧客争奪戦略を聞く



　静清信用金庫（静岡市）が今夏、「せいしんＳＴＯＰ地球温暖化！」を発売、予定の百億円を突破して引き続き販売継続を決めた。ユニークな預金取り扱いの背景には、預貸率が伸び悩む中、コストとなる預金金利の上乗せ幅を最小限にとどめ、運用益を確保しなければならない信金経営の難しさがある。十月のゆうちょ銀行発足を控え、地域でのブランド確立にどう取り組むか、白鳥良作理事長に聞いた。
　――キャンペーン預金の効果は。
　「金利を上乗せすれば預金はいくらでも集まるが、最小のコストに抑えるところが難しい。六月に発売した『ＳＴＯＰ地球温暖化』は〇・一％の上乗せ金利と、エコバックなどプレゼントのコストが〇・一％に相当し、合わせて〇・二％程度の上乗せで集めることができた。通常この程度では顧客の反応が鈍いだけに、効果は大きい」
　「この預金は温暖化防止団体へ販売総額の〇・〇一％を寄付する仕組みで、寄付金を増やすためにも継続を決めた。二〇〇三年から『エコライフ宣言』など同様の預金を始め、イメージ向上にもつながっている」
　――預金を集めてどう貸し出しにつなげるのか。
　「預貸率が六割以下（〇七年三月期で五九・六％）の現状では、無理に集める必要はない。しかし、地域の信用を得るには一定の預金量が必要で、縮小路線は取れない。残り四割は有価証券などで運用することになる。〇・五％程度の利ざやを得るには、低利で調達することがますます重要になる」
　「東海道に位置する静岡県は恵まれた地域だ。それでも小売業など内需関連の取引先は、構造改革の波にもまれて厳しい状況にある。預貸率引き上げは容易でない。そこで昨年十月に経営相談部内に中小企業診断士の有資格者を六人増員し、提案型営業を強化した。取引先企業に周辺事業への進出などをアドバイスする。すでに六十件を提案し、今後は事例集なども作りたい」
　――どのような効果があるのか。
　「提案型営業はどこもやっているが、営業店ベースでは財務分析や土地のあっせんといったレベルにとどまっているのではないか。今の中小企業経営者は悩みのレベルが高く、一般的な提案では振り向いてくれない。診断士のスキルと情報収集能力で、コンサルタント同様の高レベルの経営分析を無料で提供、顧客の高い支持を得ている」
　「中小企業診断士は二十二人おり、六百人の職員数に比べかなり高い割合だ。こうした人材こそゆうちょ銀行への対抗策になる。提案力という太い柱で地域への貢献を続ければ、預金や住宅ローンなどへも波及して『静清』というブランドを形成できる」
　――信金同士の合併という対抗策もあるのでは。
　「規模拡大による経営基盤整備と、きめ細かい対応のバランスは永遠の悩み。ただ、現状では提案力という方向性が明確なため、必要性を感じていない」

ゆうちょ銀１日誕生――スルガ銀・ゆうちょ銀提携、静岡勢に戸惑い。



　【静岡】静岡県内の金融機関にはスルガ銀行とゆうちょ銀行が住宅ローン事業で提携に合意したことで困惑が広がっている。具体的な提携内容が明らかでないため、「対応のしようがない」（清水銀行経営企画部）という戸惑いも多いが、「業界挙げてゆうちょ銀に対抗する中で抜け駆けだ」（地銀）という批判もある。十年後の完全民営化を控え、合従連衡を予想する声もある。
　スルガ銀は首都圏を志向していることもあり、県内では「ほとんど競合しない」（富士信用金庫）という声が多い。
　ゆうちょ銀が住宅ローンなど融資を積極化しても、「ノウハウはすぐ身に付かず、無理な貸し付けによる経営悪化が心配」（地銀首脳）という声もある。
　ただ、“金融村”の秩序を破るスルガ銀の提携に追随する動きがでる可能性もある。
　沼津信用金庫の諏訪部恭一理事長は「すぐに影響は出ないが、十年先を見据えた対応は不可欠。提携の動きが広がるかもしれない」とみている。
ゆうちょ銀１日誕生――静岡の信金、足場固め、金融機関経験者、ＦＰ取得者。



金融機関経験者を採用、ＦＰ取得者増やす
　静岡県内の信用金庫は「ゆうちょ銀行」誕生に対し足場固めを急いでいる。三島信用金庫（静岡県三島市、稲田精治理事長）は、今年から第二新卒の募集を始めた。公務員試験などを目指していた優秀な人材を確保する狙い。二年前からは中途採用も始め、東京都内の金融機関で勤務経験のある地元出身者などを採用した。「時間をかけて相談に応じ、顧客とのパイプを増やして将来の郵貯との競合に備えたい」（稲田理事長）という。
　しずおか信用金庫（静岡市、鈴木良夫理事長）は、個人向け投資商品の運用相談を強化する。四月にファイナンシャルプランナー（ＦＰ）の資格を持つ二人の職員を「資産アドバイザー」に任命。今後はＦＰの取得者を増やす方針で、「複雑な商品内容を説明できる質の高い職員がいれば、規模で攻める郵貯にも対抗できる」（同）としている。
　静清信用金庫（静岡市、白鳥良作理事長）は中小企業診断士が作成した経営分析のデータベースを作る。現在六人の専任者が約六十社を分析。今後は事例ごとに分類し、担当者がアドバイスができるようにする。「質の高い人材はすぐに養成できず、ゆうちょ銀行への対抗策になる」（白鳥理事長）としている。（静岡）

近畿地域
中国地域
中国５県地銀４―６月、広島銀、融資「一人勝ち」、預金金利上げで各行、利ざや縮小。



　【広島】中国五県の金融機関の貸し出しで明暗が分かれている。二〇〇七年四―六月期は広島銀行が三月末から貸出金残高を伸ばした一方、山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）や山陰合同銀行は残高を大きく落とした。
　ある地方銀行の幹部は広島銀の攻勢を「一人勝ち」と指摘する。六月末の貸出金残高は前年同月比一〇％増の四兆三千二百三億円。角広勲頭取は「前期の勢いが続いており、地銀でもトップクラスの伸び」という。三月末より三百九億円（〇・七％）増えるなど、足元でも好調を維持した。
　広島県では中小企業による設備投資が増えるなど、資金需要が伸びていることが追い風となっている。法人融資担当の人員を増やすなど体制の整備も進める。
　一方、四―六月期に低調だったのは山口ＦＧ。三月末に比べて山口銀行が八百八十四億円（二・七％）、もみじ銀行が三百十四億円（一・九％）それぞれ残高を落とした。両行は広島県で〇七年三月期の後半に一千億円の新規融資を目標に掲げて融資攻勢に出たが、資金需要の高い三月を超えて反動が出た。
　もみじ銀行は中小企業や個人向け融資を強化する一方、不良債権処理や貸出先企業の見直しを進めたことが残高減につながっているもよう。山陰合同銀行も企業の資金需要が低調で、三月よりも五百八十一億円（二・八％）減少した。
　貸し出し競争の激化により、金利は各行ともに引き上げていない。広島県内の貸出平均金利（新規実行ベース、日銀調べ）は六月に一・八％台で、前年同月に比べて〇・二％低下した。全国では日銀の金利引き上げを受けて、貸出金利が上昇しているのとは対照的だ。
　貸し出しの伸びている広島銀も、四―六月期の預貸金の利ザヤは縮小したもよう。利上げで預金金利を上げても、競争で貸出金利回りを引き上げるのは難しいためだ。市場では「東京の大企業向けに、運転資金の融資が伸びているのでは」という声も聞かれる。
　「貸出残高だけでなく預貸金利ざやの改善が今後のカギ」（野村証券の藤原悟史アナリスト）といえそうだ。

中国地方の企業、金利低下、資金調達急ぐ、中国電、今年度、社債発行、９００億円に。



　米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）の焦げ付き問題をきっかけに長期金利が低下基調に転じたことを受け、必要な資金を早めに確保する動きが中国地方の企業で出始めた。中国電力は近く低利での調達を目的に普通社債を発行する。必要な設備投資資金を前倒しで借り入れる中堅企業も目立っている。
　社債発行や貸し出しの基準となる長期金利は、七月下旬から低下基調（価格は上昇）に転じている。サブプライム問題をきっかけとした信用収縮で投資家マネーが株式から国債に流れたうえ、国内景気の減速懸念が台頭したことが背景となっている。
　中国電は今月二十五日、期間が十年の普通社債を百五十億円発行する。信用収縮懸念の強まりを受けて、社債の基準金利に対する上乗せ幅（スプレッド）は〇・二％と広がったが、基準となる長期金利が下がったため、全体の調達コストは下がっている。
　中国電では島根原子力発電所３号機の建設など設備投資の拡大や既存の社債償還を控えて、今年度に総額九百億円の社債発行を計画している。「適正なコストで資金調達できるタイミングと判断した」（エネルギア事業部門）という。
　木材加工中堅のキリン木材（広島県廿日市市）は八月末、私募債の発行で総額一億円を調達した。千葉県柏市の遊休地で物流倉庫の建設を進めており、調達資金の一部を建設費に充てる考え。総投資額は二億円強の見通し。完成は十月末の計画で、「必要となる資金を早めに低コストで手当てできた」（土井利宣取締役）。
　自動車販売の山口ホンダ販売（山口県周南市）も八月、広島銀行を引受先として一億五千万円の私募債を発行した。〇六年に本社で新車や中古車の展示場を拡大するため投資しており、短期の借入金を長期で金利固定の私募債に借り換えた。
　河村清社長は「金利見通しを考えると、短期で借り換えるのは不安」と語る。期間は五年と長く「短期の返済に追われず、営業力の底上げや販売効率の向上につなげたい」考えだ。

もみじ銀が相談特化店、広島市内資産運用や住宅ローン。



　もみじ銀行は二十六日、広島市中心部で資産運用や住宅ローンなど相談業務に特化した店舗を開設した。担当者と相談できる個室やネットを利用できるパソコンを用意し、個人や中小企業との取引拡大につなげる。今後、広島県呉市や福山市などでも相談特化店の出店を計画する。
　店舗名は「もみじコンシェルジュサロン」で、四人の担当者が資産運用や住宅ローンに加え、事業者ローンなどの相談に応じる。パンフレットを見ることができる休憩所も配置し、顧客を呼び込む店舗設計とした。事務処理機能は置かず、本支店に取り次ぐ形とする。
　営業時間は平日の午前九時から午後五時まで。もみじ銀の野坂文雄頭取は「買い物客など人通りの多い場所で、顧客の需要に応えられる場所」と述べた。従来はＡＴＭのみ設置していたが、好立地の店舗を有効に活用する。
　もみじ銀は七月、本店営業部（広島市）でも資産運用の相談を受け付ける専用フロアを新設した。店舗の新規出店と商品の説明体制を整え、個人分野を強化する。
【図・写真】もみじ銀がオープンした相談特化店（広島市）

山口銀が来月、新商品、カードローン、最低金利５％台。



　山口銀行は二十七日、最低貸出金利が五・八％のカードローンの取り扱いを十月に始めると発表した。同時に住宅ローンの「子育て支援優遇制度」もスタートさせる。郵政民営化で発足する「ゆうちょ銀行」の攻勢に備え、個人客の開拓強化に一段と力を入れる。
　新たに取り扱いを始めるのは「プレミアムカードローン」。年収四百万円以上の層を対象にしたカードで、金利は年五・八―一二・八％、融資枠は百万―五百万円。年収が一千万円以上などの条件が整えば、低い金利で大型の借り入れが可能になる。
　同行は従来、金利八・五％で借入限度額三百万円の「スーパーアシスト」などのローンを扱ってきたが、貸出金利が六％台のローンが登場するなど、顧客争奪戦が激しくなっていることから、新商品を投入する。交通広告などを利用して積極的に売り込みを図る。
　一方、子育て支援優遇制度は固定期間三年と五年の固定金利選択型住宅ローンで、十八歳未満の子供が三人以上いる顧客に、年〇・一％金利を優遇する。
　少子化対策や企業の社会的責任（ＣＳＲ）に積極的に取り組む経営姿勢をアピールする。

個人マネー争奪戦ゆうちょ銀誕生（中）業態広げ顧客囲い込み、商品開発へ広域連携も。



　山口銀行ともみじ銀行が統合し、昨年十月に誕生した山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）。統合から一年がたち、証券分野では東海東京証券、カード事業ではクレディセゾンと相次いで提携した。他業態と組み、個人マネーを囲い込む戦略を鮮明にしている。
証券、富裕層に的
　東海東京証券と共同出資で設立したワイエム証券（山口県下関市）の新しい本社オフィスでは、十月十日の営業開始を控え社員が準備に追われている。当初は新興国やエネルギー・環境関連企業の株式など、東海東京の売れ筋商品を中心に十一種類の投資信託を扱う。
　ワイエム証券の神代純英社長は「銀行では扱わない高リスク商品への需要は高まっている」と語る。狙いは山口ＦＧと取引のある富裕層だ。地元の営業基盤を活用し、「これまでほかの証券会社に流れている富裕層マネーを食い止めたい」（神代社長）。ゆうちょ銀に対抗するため、対象の異なる富裕層向けビジネスは大きな武器ともなる。
　証券会社が地銀と共同で証券子会社を設立するのは初めて。名古屋が地盤で地方では単独での事業拡大に限界のある東海東京と、証券分野を収益源に育てたい山口ＦＧの思惑が一致した。
　ワイエム証券は山口ＦＧから富裕層顧客の紹介を受けるなど、銀行の基盤を引き継ぐ。「自社に足りない部分を取り込む機能別の提携」（東海東京証券の前園浩・戦略企画部長）だ。
　ワイエム証券は全国展開する東海東京証券の持つ金融情報や対面営業のノウハウを活用できるのが強み。顧客の資産や適性などで販売できる商品を判断するソフトも導入し、東海東京の持つインフラも共有できる。
　ただ、地場証券のウツミ屋証券と組んだ広島銀行と比べると、スタート時点の顧客数や預かり資産に差がある。例えば預かり資産はひろぎんウツミ屋証券の六千億円強に対し、ワイエム証券は「ゼロからのスタート」だ。
　二〇〇九年度までに広島や山口県を中心に十一店舗の開設を計画しており、人材の確保も不可欠。各社とも人材確保に苦労する中、「社員をスタート時の三十人から百人まで増やしたい」（神代社長）という目標のハードルは高い。
カード分野開拓
　カード分野でもクレディセゾンとの提携でワイエムセゾン（下関市）を設立し、十月二十二日から営業を始める。広島、山口、福岡三県の百貨店やスーパーなど三十七社で利用すればポイントがたまるなど、「地域企業との連携で顧客層を広げる」（山口ＦＧの福田浩一社長）。クレディセゾンの得意とする女性や若者を取り込む戦略を描く。
　ゆうちょ銀への対抗は、地銀を地域を越えた連携へと動かす。中国銀行は十月一日、横浜銀行など地銀六行とともに「地域金融マーケティング研究会」を設立する。地域金融に特化したマーケティングを共同研究し、ニーズに合った個人向け新商品やサービス開発につなげる。マーケティングや商品開発部門の若手を派遣し、専門人材を育てる。
　中国銀はこれまで、銀行本体発行カード「ＤＲＥＡＭｅ（ドリーミー）」や住宅ローンセンター増設などリテール策を積極的に打ち出してきた。ただ全国に店舗網を張り巡らす新しい競争相手の登場で、広域連携によりデータベースを広げる必要があると判断した。
　ゆうちょ銀の市場参入をにらみ、個人マネーの囲い込みにしのぎを削る地方銀行。それぞれの提携戦略の収益効果を競い合う新局面に入る。
【図・写真】ワイエム証券は営業開始を控え、準備に追われる（山口県下関市）

個人マネー争奪戦ゆうちょ銀誕生（下）広島銀行頭取角広勲氏に聞く。



　中国地方の地方金融機関には、店舗網の整ったゆうちょ銀を「手ごわいライバル」と見る向きが多い。住宅ローンの仲介・販売で提携を模索する動きも出ている。その中で、ゆうちょ銀からの提携の打診を断った広島銀行の角広勲頭取に、ゆうちょ銀の評価や今後の個人向け戦略を聞いた。
取り次ぎは不要
　――ゆうちょ銀の住宅ローン提携の打診を断った理由は。
　「広島銀はすでに住宅ローンの相談を受け付ける住宅ローンセンターなど店舗ネットワークを持っており、ゆうちょ銀に取り次いでもらう必要はない。お手伝いしてもらわなくても、独自でやっていけると判断した」
　――ゆうちょ銀の住宅ローン商品をどう見る。
　「（地銀が融資に慎重な独身女性や個人事業者など）高めの金利ゾーンを狙うようだが、第二のサブプライムローン（米国の信用力の低い個人向け住宅融資）問題とならないのか。ゆうちょ銀に取り次いでもらっても実際に融資するのは地銀で、無理して貸し出しリスクを抱えるのは疑問がある。広島銀としては自己資金を持つ健全な貸出先に融資していきたい」
　――ゆうちょ銀を脅威と見るか。
　「民営化しても仕事内容を変えるのは時間がかかるため、力を発揮してくるまでには時間がかかるのではないか。今すぐ脅威ではないが、今後は店舗網を含めて手ごわい存在になると思う。気を引き締めて、人材など体制面で培った優位性を保っていきたい」
　――対抗策は。
　「（体制を）顧客にどう役立てるのかを考えるのが大前提だ。人材の教育と店舗強化で利便性を高める必要がある。広島県内の拠点を中心に改装や移転など設備投資を進めており、顧客が相談しやすい店舗にしていく」
顧客の納得重視
　「販売資格に加えて、行内資格を設けて二重チェック体制とするなど、人材育成を進めてきた。体制面では対ゆうちょ銀に自信を持っている」
　――ウツミ屋証券との提携で証券に参入する。
　「株式を含めて商品を提供できるのは顧客の役に立つ。スタート時点から六千億円強の預かり資産や営業人員を持ち、良い会社にできると思う。欧米を見ても、個人の金融資産は預金だけではない。日本でも『貯蓄から投資』の流れは続き、投資の比率が上がっていくだろう。顧客に納得して金融商品を決めてもらい、長い期間持ってもらう必要がある」
　――十二月に全面解禁される銀行窓口での保険商品の販売は。
　「全面解禁に向けて準備を進めており、取り扱う商品はこれから決める。営業担当者が説明できない商品は無理して販売しない。特定の生命保険会社ではなく、顧客にとって利点のある商品を幅広く取り扱いたい」

ゆうちょ銀１日誕生――中国地方、迎え撃つ銀・証連合。



　【広島】ゆうちょ銀行の誕生を控え、中国地方の金融機関は銀行・証券など業態の垣根を越えた提携に動き出した。
　「証券分野への参入という七年越しの目標がかなった」。広島銀行の幹部は地場証券のウツミ屋証券（広島市、打海啓次社長）との提携合意に満足げだ。過去にみずほ証券など銀行系証券との連携を模索しながら断念した広島銀にとって、ウツミ屋との提携の意義は大きい。
　投資信託の販売を強化するゆうちょ銀などに対抗して、商品の選択肢を広げるという狙いもある。ゆうちょ銀が張り巡らせた店舗網に対し「将来は手ごわいと思う」と広島銀の角広勲頭取は身構えている。
　山口フィナンシャルグループ（ＦＧ）が東海東京証券と共同出資で設立したワイエム証券（山口県下関市）の神代純英社長は「富裕層マネーを食い止めたい」と語る。ゆうちょ銀に対抗するため、対象の異なる富裕層向けビジネスは大きな武器ともなる。
　ゆうちょ銀への対抗は、地銀を地域を越えた連携へと動かしている。中国銀行は十月一日、横浜銀行など地銀六行とともに「地域金融マーケティング研究会」を設立する。地域金融に特化したマーケティングを共同で研究し、ニーズに合った個人向け新商品やサービスの開発につなげたい考えだ。

おかやま信用金庫理事長桑田真治氏、小口事業向けコツコツ開拓（顧客争奪戦略を聞く）



　おかやま信用金庫（岡山市）が小口事業向けにコツコツと新規融資先数を伸ばしている。桑田真治理事長は地銀が主なターゲットにしている水準より小さい一千万円くらいの案件を「おもしろいところ」と話し、前期まで二期連続で貸出先を一千前後獲得、今期は千五百増を狙う。県内八信金による合同商談会は西日本有数の規模に成長。懸案の五十四億円の劣後ローンも二〇一〇年四月までに完済する予定だ。
　――個人向けと企業向け、それぞれの営業体制は。
　「家計に対する課題解決は店頭で、事業性資金は本部・支店から出向いて付加価値を提案する体制を取っている。店舗は四十五店。内訳は母店三十二、（母店の下につく）子店五、サテライト店六、出張所二。サテライト店は預かり資産業務や消費者ローンなど個人に特化した店舗で、二年前から始めた。信金で個人特化店は珍しいのでは」
　「店頭では個人客のリピーターが目立つ。基本は貯蓄型商品だが、変額年金も扱っている。投資信託の残高は約二百五十億円で預金に対する比率は約五・五％。信金平均を大幅に上回っている。預金を含む預かり資産は前期に五千億円を突破した。個人向けライフプランアドバイザーは女性が六人おり、来期中に十八人に増やす」
　――事業性融資の獲得策は。
　「現在の預貸率は約五四％。ボリュームでなく貸出先数を重視し、毎期一千先、百億円の新規融資獲得を掲げている。前期まで二期連続でほぼ達成し、今期は千五百先までいきたい。融資額は平均すると一件一千万円。地銀は三千万―五千万円を自動審査による融資で狙うが、それ以下がおもしろいところだ」
　「中小企業は今、目に見えるリスクはほぼ解決した。目に見えないリスクをいかにあぶり出すか。そのため財務シミュレーションソフトを駆使し製品構成を変えた財務資産などをその場で示し提案している。ただ融資残高は不良債権処理する中で厳しく、前期は二・九％減の約二千四百九十億円だ」
　「財務面の課題は五十四億円の劣後ローンの返済だ。まだ引き当てていない分が十四億円残っており、決算ごとに自己資本からなくなる。この三月末の自己資本比率は七・七％。とれるリスクは制限されるが、八％を維持しつつリスクをとる形にしたい」
　――岡山県内の全八信金が参加する合同商談会をリードしている。
「〇〇年に岡山相互信金、岡山信金、玉野信金が合併し、〇一年に岡山市民信金から事業を譲り受けて以来、中小企業再生が一本の柱。当初、会員間でお金を回せるよう名刺交換の交流会を始めたが、ビジネスチャンスが生まれるようになり商談会へ発展した」
　「これまで交流会・商談会は計十一回開催し、うち三回が合同だ。事前に交渉相手を決めておく『強制お見合い』式で、直近の調査では約三カ月後の成約率二〇％と一般の商談会と比べ高い。九月の第三回合同商談会はフリー商談会を加え約千四百社が集まった。西日本ナンバー１の規模だ」
　――県内八信金の再編に対する姿勢は。
　「合併で地域の会員にメリットが出るかだ。従業員に引っ越しが伴うくらいになっても顧客にとって良いのか。金融は協同組織対株式会社の競争に入っており、勝ち抜くには（協同組織という）業態の中での強化は当然必要と思うが、いま具体的な青写真はない」
　おかやま信金は近年、五十四億円の劣後ローン返済への対応など二〇〇〇年の合併の基盤固めに追われてきた。だが返済の引き当てが進み、「事業性資金は本部から専担者が赴き、個人は店頭で」という事業モデルも浸透しつつある。次の一手を打ち出す環境が整ってくるだろう。
　県内信金の数は八と他県に比べ多い。現時点で桑田理事長は「各信金が見ている先が違う」と言うが、内部統制ルールや金融商品取引法など新しい制度への対応に人的規模拡大が必要で、県内信金再編の呼び水になりうるとの見方がある。県内最大の預金量を持つおかやま信金が今後リーダーシップを発揮する局面が来るのか、注目される。

四国地域
四国銀行頭取青木章泰氏――地元高知、農業融資で活性化（顧客争奪戦略を聞く）



京阪神・岡山でも営業攻勢
　景気回復が遅れる高知県を主要地盤とする四国銀行は四月、新たな三カ年の中期経営計画をスタートさせた。地域との絆（きずな）を強め、従来の顧客との取引を強化。高知の主要産業の一つである農業関連の融資を積極的に進める。一方で、近畿や中国地方、北四国など高知県外でも顧客獲得の攻勢に出る。今後の戦略などについて、青木章泰頭取に聞いた。
　――高知県経済の現状をどうみるか。
　「盛り上がりを欠き、足踏みの状態が続いている。雇用情勢も厳しく、公共工事も減少し、観光客も前年比では減少している。なかなかよいところがみつからない。輸出型の製造業は一部好調だが、全体のけん引役にはなっていない。今後は原料高などの懸念材料がある」
　――法人顧客の獲得をどう進めるか。
　「地域の企業の成長を支援する。昨年二月に『お客さまサポート部』を設置、アグリビジネスやＭ＆Ａ（合併・買収）、ベンチャー、産学連携などの担当を置き企業活動を支援してきた。このほど新たに製造業担当も置いた。理工系などメーカーの細かい事業内容まで分かる人材を二人そろえた。メーカーに対して業務あっせんや大学との連携を支援してきたが、より幅広いお手伝いができる。融資先を開拓する力になる」
　――営業エリア拡大の計画は。
　「高知の活性化は当行の使命だが、北四国、本州など景気が回復している元気な地域も攻める。北四国に支店がない空白地帯があるので人員を既存店に追加し、じっくり融資先を開拓する。本州は岡山や京阪神を強化、人材を投入する。岡山では攻める範囲を広げるよう指示しており、倉敷や水島に出て行く」
　――他行との競争になるが、四国銀の強みをどう打ち出すか。
　「当行は四国四県にまんべんなく店舗を持つ。本州にも店がある。企業が四国で事業展開する場合はあらゆる地域でサポートできるようにする」
　――農業関連融資にも力を入れている。
　「農業融資は高知の特長を生かすことにつながる。これまでに五十件、十億円の融資をした。農業生産法人の設立を申請した方の相談にのっている。地道な活動を続けるのは大事なこと。当行の店舗網、人材を活用してもらいたい。農業と農産品の加工業、販売業をつなげていくような役割も必要と考える」
　――個人客の獲得競争も激しい。
　「個人客が資産運用などの相談ができる体制づくりを強化する。今年改装した本店では、相談ブースをつくるなどコーナーを充実させた。ほかの店でもブースの設置などを進める。相談に対応できる人材の育成も強化する」
　「預金など商品開発にも力を入れる。環境問題に関心を持っていただくために四―六月、『環境応援定期』を取り扱った。通常より金利を高く設定、集まった預金の〇・〇一％相当額を当行が森林整備などのために、県に寄付する仕組みだ。この商品は預金者の二五％が新しい客だった。今後はインターネットバンキングを活用して、全国に環境商品を販売することも考えていきたい」
　――地球温暖化が世界的な問題になり、金融機関の役割も問われている。
　「環境に関する設備投資向けの融資は金利優遇が必要で、検討していきたい。件数は多くはないだろうが、こうした試みがあると銀行員も社会貢献に参画しているという実体験ができ、よりやりがいを感じられるようになる」
記者の目
環境保全で一役
　高知県経済は回復の足音がいまなお聞こえてこない。六月の有効求人倍率（季節調整値）は〇・四八倍で、沖縄県に次いで下から二番目の低水準。日銀高知支店も「回復感に乏しい状態」という判断を毎月出し続けている。
　四国銀行は六月末の貸出金残高が前年同期比〇・七％減と伸び悩んでいることもあり、好景気の地域に攻め入る戦略に出た。
　ほかの金融機関との違いをどのように明確に打ち出すかが成否のカギをにぎるだろう。
　一方で県土の八四％が森林の同県は全国に先駆けて「森林環境税」を導入するなど環境に対する意識は高い。
　四国銀行も今年、県などと森づくり事業の協定を締結、五百万円の協賛金を拠出するなど環境保全に力を入れる。環境関連事業への低利融資などで先行すれば、地域活性化の役割も果たせる。（高知支局長　伊藤健史）

四国銀、高知県外で攻勢――東予、近畿、人員増、岡山、エリア拡大。



　四国銀行は北四国や中国、近畿地方など高知県外の景気拡大が進む地域で融資など取引の強化に乗り出す。主要地盤の高知では景気回復の遅れなどで貸出金残高が伸び悩んでおり、取引があまりなかった地域を攻める。
　北四国では愛媛県東部の支店のない一帯に攻勢をかける。同行は香川県西部に観音寺支店、愛媛県中部に今治支店があるが、この間のエリアは支店がなかった。同地域はパルプ・紙・紙加工製造業や銅など非鉄金属製造業関連の企業が好調で、求人も活発。事業拡大を計画する企業などとの取引獲得を目指している。
　松山支店に担当者を新しく二人配置。二人は観音寺支店などを拠点にして同地域で顧客開拓を進める。近畿や中国地方でも融資エリアを拡大。兵庫県の尼崎支店でも一人増員。岡山支店も倉敷や水島などで顧客を開拓し、「支店から届く範囲で広げていく」（青木章泰頭取）という。
　同行は百十九の店舗を持つが、高知県が六十八店で最多になっている。徳島県に二十四店、香川県に九店、愛媛県に八店を配置。四国外は十店ある。主力の高知県で、厳しい経済環境を反映して資金需要が伸び悩んでいることなどを背景に今年六月末の貸出金残高は前年同期比〇・七％減だった。
　同行は今年スタートした三カ年計画で最終年度にコア業務純益百五十億円以上（二〇〇七年三月期は百三十七億九千三百万円）を目指しており、県外での攻勢で収益力を高める。
　〇七年三月期末の貸出金残高は約一兆五千九百億円で、うち高知県内は五〇・六％で県外が四九・四％。
　青木頭取は営業エリアの拡大について、「当行は高知、徳島、愛媛、香川の四国四県にまんべんなく店舗を持つ。その強みを売りにするような具体策を積極的に打ち出して、新規顧客を獲得したい。企業が四国で事業展開する場合はあらゆる地域でサポートする」と話している。

四国の金融機関、エリア拡大で攻勢、四国銀、好景気地域を開拓、近畿や中国で人員増強



　四国の地方金融機関で、従来の地盤を超えて営業エリアを拡大する動きが出てきた。高知県が拠点の四国銀行は近畿や中国地方、北四国など高知県外で取引の強化に乗り出す。愛媛信用金庫（松山市、山本泰正理事長）は愛媛県東部（東予地域）で営業強化に乗り出す。景気回復が進む「元気な地域」に焦点を当てて、伸び悩んでいる融資需要を掘り起こすのが狙いだ。
　【高知】四国銀行は北四国で支店がなかった東予地域を開拓する。同行は香川県西部に観音寺支店、愛媛県中部に今治支店があるが、この中間のエリアには支店がない。同地域はパルプ・紙・紙加工製造業や銅など非鉄金属製造業関連の企業が好調で、求人も活発。事業拡大を計画する企業などとの取引獲得を目指している。
　四国銀は松山支店にこのほど、東予地域の担当者を二人配置。観音寺支店などを拠点にして顧客開拓を進める。
　また、近畿や中国地方でも融資エリアを広げる。兵庫県の尼崎支店で一人増員。岡山支店も倉敷や水島などに営業エリアを拡大する。
　同行は百十九の店舗を持つが、高知県が六十八店と最多。ほかに徳島県に二十四店、香川県に九店、愛媛県に八店を構えている。四国外にも十店ある。主力の高知県で資金需要が伸び悩んでいることなどを背景に、今年六月末の貸出金残高は前年同期比〇・七％減となっている。

阿波銀が１２月、姫路支店開設、関西を強化、他。



　阿波銀行は十四日、兵庫県姫路市に姫路支店を十二月十日付で開設すると発表した。二〇〇五年一月に設置した出張所を支店に昇格する。阿波銀は中小企業の資金需要が旺盛な関西地区の営業基盤強化に努めており、今回の支店昇格も取り組みの一環。
　新支店はＪＲ姫路駅近くのオフィスビルに置き、人員は十二人。ＡＴＭは設置せず、中小企業に対する営業を主な業務として手がける。
　関西での支店開設は今年三月の南大阪支店（大阪市）以来で九店目、兵庫県内では三店目となる。県外にある十七店のうちでも関西地区の比重が最も高い。〇七年三月期決算では関西地区の貸出金が一年前に比べて一〇％増と県内（二％増）などに比べて高く、伸びの大きい関西で店舗ネットワーク充実を進める。
　高松信用金庫（高松市、伊賀三千広理事長）は二十日、香川県西部の三豊市内に、三十六番目の支店となる高瀬支店を開設する。今年三月開設の観音寺支店とともに、手薄だった西部の基幹店舗にする。
　西部地区は観音寺信用金庫（観音寺市、石井和男理事長）が中小企業向けに高い融資シェアを持つ。高松信金は高瀬支店に信金では珍しい全自動貸金庫を設置するなど設備の利便性を高め、新規客獲得をめざす。
ゆうちょ銀誕生、広島銀、利便性で対抗―角広頭取に聞く、人材・店舗を強化。





九州地域
西日本シティ銀、新韓銀と提携、まず韓国への送金など。



　西日本シティ銀行は五日、韓国の新韓銀行（ソウル市）と業務協力することで合意したと発表した。まず日本から韓国への送金業務やウォンの調達で提携する。今後もビジネス情報の提供など両行で協力できる分野を模索し、提携関係を拡大していく考えだ。
　新韓銀行は韓国で二番目の規模を持つ大手銀行。同国内で千店以上の支店を構える。福岡市に支店を置く韓国系金融機関は同行だけで、日本の地銀でソウル市に駐在員事務所を置いているのは西日本シティ銀だけという。
　西日本シティ銀は韓国向けの円建て送金について新韓銀行のネットワークを活用する。受取人口座がウォン建ての場合でも、ほぼ当日の入金が可能になるという。これまで同行は海外送金業務をメガバンクなどに委託しており、手続きに一―二日かかっていた。
　両替用ウォンの調達でも提携。西日本シティ銀はウォンの取扱店舗を六店から十六店に拡大するほか、二十万ウォンパックの販売手数料を従来の二千五百円から千三百円に引き下げる。釜山旅行が当たる外貨両替キャンペーンも十月まで実施する。

広域連携営業力一気に、相乗効果で融資先開拓、激動　九州金融、▼▼上、しのぎ削る２



　十月から九州の金融機関を取り巻く経営環境が激変する。ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）が親和銀行を傘下に収めて日本一の“メガ地銀”グループに拡大。巨大な資金量を持つゆうちょ銀行も発足する。これまで県単位ですみ分けてきた地銀の競争の構図が大きく変わるなか、各行はどう生き残りを目指すのか。最前線の動きを追った。
　八月一日、ふくおかＦＧ傘下の福岡銀行から行員七人が親和銀の取引先立て直しの特命を受け審査部門に送り込まれた。全員が営業の本丸であるソリューション営業部からの出向。いずれも四十歳前後で、営業店なら副支店長から支店長級。不良債権化した取引先の事業再生を専門に手掛けてきた「精鋭チーム」だ。
不良債権がカギ
　親和銀再生のカギを握るのは不良債権問題に終止符を打てるかどうか。同行の二〇〇三年三月期―〇七年三月期の業務純益（一般貸倒引当金繰り入れ前）は計千三百三十一億円。一方で同期間の不良債権処理額は二千三百億円にのぼる。取引先の業況悪化や地価下落の影響で、正常債権が次々と「不良債権」に転がり落ちた。
　「抜本的改革をすれば親和銀は必ず立派な銀行になる」。ふくおかＦＧの谷正明会長兼社長は自信を見せる。裏付けは福岡銀自身が不良債権問題を乗り越えた経験にある。同行は〇一年三月期に巨額の貸倒引当金を計上、取引先の早期再生に取り組んだ。その結果、今年六月末時点の不良債権比率は二・三四％まで低下した。親和銀に出向した精鋭は福岡銀再生で修羅場をくぐったメンバーでもある。
　ふくおかＦＧは九州親和ホールディングスから親和銀を買収する対価として七百六十億円を支払ううえ、親和銀の資本増強のため一千億円をつぎ込む。巨額資金を投入しても経営の行き詰まった親和銀の買収に踏み切るのは、今年四月の熊本ファミリー銀行の統合で、広域営業の相乗効果を生むノウハウを蓄積してきたことも背景にある。
　熊本では大口案件を福岡銀が担当、熊本ファミリー銀には収益性の高い中小企業と個人に集中させ、店舗網や人材配置の効率化を進めている。これまで熊本ファミリー銀のリスク管理能力では手に余った融資案件を福岡銀が取り込む例も増えているという。
　実際、福岡銀の熊本営業部では「経営統合した四月以降、貸出金は前年同月比三割以上伸びている」（安部英俊・執行役員熊本営業部長）。三月末時点で二二％だった県内貸出シェアを来年度までに二八％に高める計画だ。親和銀とも同じような補完関係を築き、グループ競争力を一気に高めることを狙う。
さらなる再編も
　ふくおかＦＧに対抗し、九州の地銀二位の西日本シティ銀行もグループ戦略の強化を急いでいる。資本提携している豊和銀行と営業ノウハウの提供や医療機関向け融資開拓で協業、子会社の長崎銀行との連携強化にも着手した。
　西日本シティ銀は今月十八日、すでに派遣した専務に加え、審査部門から取締役を長崎銀に派遣して経営管理体制を強化。二十日には投資会社のリサ・パートナーズと計七十億円の資本を注入する。長崎銀の不良債権を一括処理するとともに、リサのノウハウを生かして法人分野の営業力強化に乗り出す。
　長崎銀は〇一年十二月に西日本シティ銀の前身である福岡シティ銀行が子会社化したが、昨年まで独立した経営を許してきた。このタイミングで長崎銀のテコ入れに踏み切ったのは「ふくおかＦＧの親和銀買収と無関係ではない」と西日本シティ銀の幹部は明かす。
　「地銀の広域化は自然な流れ」。西日本シティ銀の久保田勇夫頭取は分析する。ふくおかＦＧと西日本シティ銀の二大グループが独自のノウハウをテコに優良取引先を広域で開拓し続ければ、他の地銀の収益に大きな打撃となるのは必至だ。二大グループを核とした再編がさらなる再編の呼び水となる可能性が高まっている。

激動九州金融メガ地銀誕生（中）無風一変県内トップ行、「対抗軸」、提携・再編にらむ



　「肥後銀行さんが来られるとは。取引できたら光栄です」（熊本県の機械関連企業取締役）
　「地域密着がモットーです。新規融資の提案をさせてください」（肥後銀営業担当者）
積極融資に転換
　熊本県の企業が、肥後銀の営業姿勢の変化に驚いている。同行は昨年から、営業で取引先を回るエリア渉外担当の一人当たり月間訪問回数を従来の二倍の六百回にした。県首位の座に安住し、営業の動きが鈍いと言われたが、訪問の量を追求して意識改革を狙った。
　営業担当者の多くは目標回数を達成し、新規融資を獲得したり、既存取引先と信頼が深まるなど一定の成果が出ている。小栗宏夫頭取は「顧客の評判が良く、手応えを感じている。今後は量の拡大を質の向上につなげるのが課題だ」と語る。
　訪問倍増は国内最大の地銀グループとして熊本に攻勢をかけるふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）と十月に発足するゆうちょ銀行への対応策だ。肥後銀の三月末の県内貸出金残高は一兆五千二百六十億円で政府系金融機関を除くシェアは四〇・八％だった。一年前に比べ〇・四ポイント上昇し一段の拡大を目指す。
　肥後銀の営業強化策は訪問回数だけではない。二〇〇六年九月に熊本市の小規模企業への融資を担当するビジネスローンセンターを開設したほか、医療、半導体、自動車、農業、不動産の五業種への融資を本支店が一体となって強化。十日には十二年ぶりの新店舗を熊本県嘉島町に開設した。
　肥後銀のような県最大手銀行の多くはこれまで資産規模やノウハウに劣る第二地銀との競争関係を考えればよかった。「ふくおかＦＧの誕生まで熊本は金融の無風地帯」（蓮井明博・日本銀行熊本支店長）と指摘されてきたが、本当の競争に直面し、従来と変わらない営業は許されない。
　路線を抜本転換するなら、ふくおかＦＧの規模に対抗するため有力地銀との経営統合も視野に入る。九州の地銀は「自立して戦う」（小倉義人・大分銀行頭取）、「統合が規模の利点を生むには時間が必要」（佐藤勇夫・宮崎銀行頭取）と当面の単独路線の維持を強調するが、提携や将来の再編には前向きな声も聞かれる。
　鹿児島銀行の永田文治頭取は「地域に密着し、独自路線を貫く」と語る一方で、「道州制の導入は金融再編の要因の一つになる」と指摘する。十八銀行の宮脇雅俊頭取は「単独路線を継続するがシステムや商品開発で他行との業務提携の道を選択する」と語る。
協力関係で動き
　協力関係では具体的な動きも出ている。佐賀銀行は〇九年五月をめどに十八銀、筑邦銀とシステムを共同化する。佐賀銀は六月に業務改革部を新設、既存の営業体制を見直す。余剰人員をシステム構築部門に回し、収益力強化につなげる。
　肥後銀は八月下旬、鹿児島銀などと共同で馬肉加工品製造の千興ファーム（熊本県御船町）に六十億円を融資した。三十億円は生きた馬を担保にした。動産担保や農業融資で実績がある鹿児島銀と組み、馬の仕入れや運転資金を必要とする千興ファームに応えた。
　二〇一一年に九州新幹線が全線開業し、鹿児島中央駅から博多駅は一時間二十分、新大阪駅も四時間程度で結ばれそう。古荘善啓・熊本商工会議所副会頭は「九州は一段と狭くなり、県単位ではない広域地銀グループを目指す動きは確実に出てくる」と予測する。
　肥薩連合（肥後銀と鹿児島銀）、有明連合（十八銀、佐賀銀、肥後銀など）――株式市場では合併の組み合わせのうわさが浮かんでは消える。県最大手の地銀各行はふくおかＦＧの巨大な存在を意識しながら、最良の選択を模索している。

激動　九州金融、▼▼下、「体力勝負」の様相強く、第二地銀くすぶる再編。



　「単独で生き残りを図る経営方針に変わりはない」――。佐賀県の第二地方銀行、佐賀共栄銀行の山本孝之頭取の方針は明快だ。同行の二〇〇七年三月期決算は不良債権処理費用の減少で二期連続の最終黒字。「体質強化は今後も必要だが、単独で生き残れないような状況ではない」と山本頭取は語る。
　同行は四月に新設した福岡地区営業本部が中心に、福岡県で新規の顧客獲得を本格化。地盤の佐賀市地区でも営業体制を南北の地域に分け法人向け融資を強化している。山本頭取は「地域が隣り合っているからといって、金融機関同士が合併するわけではない」と西日本シティ銀など他行との合併に慎重な姿勢だ。
　だが、九州ではここ数年で、長崎銀が福岡シティ銀（現西日本シティ銀）の子会社となり、熊本ファミリー銀も福岡銀と経営統合。第二地銀を巻き込む形での再編が一気に進んだ。今や単独経営を保つ九州の第二地銀は佐賀共栄銀と南日本銀、宮崎太陽銀の三行だけだ。
農業融資を強化
　各行とも表向きは単独路線の維持を打ち出すが、実際にそれができるかは不透明だ。ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）は四月の発足当初から「地元は九州全域」と宣言。西日本シティ銀行も五月に「九州地区本部」を新設し、九州全域を視野に置いた営業強化に乗り出した。
　特にふくおかＦＧは「今後、本格的に農漁業や畜産農家の開拓を進める」（福岡銀の白川祐治ソリューション営業部長）方針。農業融資が柱の一つである南日本銀や宮崎太陽銀には大きな脅威となる。
　システム問題も第二地銀にはのしかかる。九州の第二地銀七行で勘定系システムを共同運営する事業組合システムバンキング九州共同センター（ＳＢＫ、熊本市）。一九七五年に発足し、七七年にオンライン稼働したが、今年四月、福岡銀との経営統合を理由に最大の出資元の熊本ファミリー銀が〇九年一月に離脱することを決定。今後の運営が不安視される。
負担分散に誤算
　ＳＢＫの理事長を務める南日本銀の森俊英頭取は「各行の負担は増えるだろうが、単独でシステム整備するより少額で済み、メリットも少なからず残る」と存続意義を強調する。だが、システムのダウンサイジングなどで「従来より身軽になる」（森頭取）という具体案は見えない。
　システム開発は銀行業務の生命線の一つ。多大な投資負担を分け合う作業にほころびが出れば、第二地銀の再編をさらに進める契機になる可能性もある。
　宮崎太陽銀には営業基盤が近接する鹿児島銀の攻勢にどう対抗するかも目下の経営課題。ただ、北部九州を中心に県境を越えた合従連衡が進んでいることにも注意を払っている様子で、宮田穂積頭取は九州での銀行再編について「パートナーを広く考えるということだろう」と含みを残す。
　西日本シティ銀の久保田勇夫頭取は「競争激化、システム投資の増大などで、ある程度の規模がないと銀行経営は苦しくなる」と分析する。第二地銀はきめ細かな営業力が強みながら、大手地銀に比べると総資本や人員面での劣勢は否めない。県境を越えた競争が激化するなか、金利競争など体力勝負の様相を一段と帯びる。第二地銀を巻き込む形での再編の火だねはくすぶり続けている。
　　　この連載は岩田泰、田中良喜、安川寛之が担当しました。

三菱東京ＵＦＪ、大企業中心見直し、顧客開拓、地銀と競合も。



　三菱東京ＵＦＪ銀行は従来の大企業中心の取引を見直す方針だ。今後は営業範囲を、これまで地銀が開拓してきた中小企業や一次産業向けまで拡大していく。
　吉田九州本部長は地銀との機能分担による「共存共栄」を強調する。しかし、メガバンクの規模とネットワーク、先端的な融資手法を必要とする企業は、ある程度の規模に育った優良顧客。地銀にとっては「ひさしを貸して母屋を取られる」結果になりかねない。
　メガバンクと組むことは、企業の発展を支える点で意義はある。地銀が主体的にメガバンクを「使う」立場を堅持しなければ、「共栄」は難しくなる可能性がある。

三菱東京ＵＦＪ、九州地銀と「共存共栄」、全国情報を中小に――吉田執行役員に聞く。



　三菱東京ＵＦＪ銀行が九州での営業体制を強化している。前身銀行の地盤である東京（旧東京三菱銀行）、名古屋（旧東海銀行）、大阪（旧三和銀行）以外では初めて福岡に執行役員を常駐させたほか、法人営業担当者を約二十人増員。中小企業専門拠点も支社に格上げする。九州をどう攻略していくのか、吉田雅昭・執行役員九州本部長に戦略を聞いた。
　――現在の九州での陣容は。
　「支店は六カ所だけだが、法人営業では四支社と中小企業専門拠点が六カ所あり、人員は総勢五百人。九州・沖縄では佐賀県以外の七県に拠点がある。佐賀は福岡と久留米の拠点がカバーしている。中小向け拠点のうち鹿児島と那覇は十月、大分は十一月に法人営業所から支社に格上げする」
　――執行役員が六月から常駐している。
　「顧客との緊密な関係づくりのため。九州には六十年前から支社・支店を構えているが、その割には我々が得意としている分野で有効に使ってもらえていない。顧客の役に立つためには接点を多くしていく必要がある。九州は東名阪に次ぐマーケット。執行役員が常駐することは当行の九州に対する意気込みを示しているととらえていい」
　――どういう顧客を狙っていくのか。
　「九州は地銀の強い地域。都銀ならではの機能を提供して共存共栄を図りたい。国際部門では四十数カ国に約四百拠点を構える。九州はアジアの玄関口。中堅・中小企業でもアジア進出を目指す企業が増えてきている。当行が今月、福岡で開いた中国・アセアンセミナーには百人近くが参加。大変好評だった。今後は地銀と組んだミッションツアーも企画したい」
　「当行は東名阪に圧倒的な数の顧客を持ち、地銀ではできない全国レベルの情報を提供できる。東名阪ではすでにやっているが、全国から一千社を集める商談会を年明けにも福岡で開催する計画だ。そのほかにも今までにないスキームでの融資など、九州では新しいことができそうな気がしている。取引のない中堅・中小企業にも当行をうまく使ってほしい」
　――支店が少ないが、今後増やしていくのか。
　「今のところ考えていない。リテールで地銀と競合するつもりは全くない。個人の顧客には提携コンビニのＡＴＭ手数料を無料として利便性を高めている。地銀と機能を補完しあって、九州の活性化に貢献していきたい」

ふくおかＦＧ新中期計画、０９年度、純利益５００億円めざす、不良債権比率も半減。



　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）は二十八日、親和銀行を子会社化したことに伴う新たな中期経営計画を発表した。最終年度の二〇〇九年度に純利益を今年度見通し比六割増の五百億円まで拡大し、不良債権比率も二％台にほぼ半減させる計画。同時に公表した五年後をメドとする長期目標では、長崎県での貸し出しシェア首位奪還も掲げた。
　ふくおかＦＧは親和銀が二十八日実施した一千億円の第三者割当増資を引き受け、親和銀の発行済み株式の六一・二一％を保有する親会社となった。十月一日に九州親和ホールディングスが保有する株式を買収、親和銀を完全子会社化する。
　ふくおかＦＧ傘下三行は、福岡銀行を核としてソリューション営業を九州全県で展開する一方、熊本ファミリー銀行と親和銀は「エリアバンク」と位置づけ、地元県に営業を集中する。福岡県にある親和銀の二十二支店のうち、福岡銀の支店と近接するものは福岡銀に統合する方針。熊本では大口顧客を福岡銀が担当しているが、長崎では親和銀が大口から個人まで全面的に手掛ける。
　長崎県における三行合算の貸し出しシェアは現在、三一％。親和銀の不良債権処理を優先することで〇九年度には二八％まで低下すると見込むが、県内に営業を集中させ、五年後には三〇％以上に高めて、トップの十八銀行から首位奪還を目指す。
　損益面では三行で店舗や人材の配置を効率化。ＡＴＭや各種端末などの共同調達や業務の共通化なども進め、〇九年度には経費を百二十五億円圧縮する。
　本業のもうけを示すコア業務純益（三行単純合算）は〇七年度見通し比三割増の一千億円を目指す。
　一方、親和銀の合流で〇七年九月末のふくおかＦＧの連結不良債権比率（部分直接償却後）は五％台半ばと地銀上位十行では最も高い水準になる見込み。親和銀単体の不良債権比率は〇七年度末で一五％台半ばの見通し。
　これを〇九年度に五％台後半まで低下させ、連結不良債権比率を二％台半ばに引き下げる。
　ふくおかＦＧは二十八日、併せて〇八年三月期の連結業績予想を修正した。経常収益は当初予想を三百五十億円上回る二千七百億円に拡大する一方、純利益は同三十五億円下回る三百十億円にとどまる見通し。

国内首位の地銀グループに　ふくおかＦＧと親和銀統合（10/01 01:07）道新
　福岡銀行（福岡市）や熊本ファミリー銀行（熊本市）を傘下に置く、ふくおかフィナンシャルグループ（ふくおかＦＧ、福岡市）が１日、親和銀行（長崎県佐世保市）と経営統合し、資産規模でトップだった横浜銀行（横浜市）を抜いて、国内最大の地銀グループが誕生した。　不良債権の処理が遅れている親和銀の全株式を、ふくおかＦＧが取得し完全子会社化する。ふくおかＦＧは福岡、長崎、熊本の３県に強い営業基盤を持つ広域地銀グループに拡大。関係者の間では、今後は全国各地で県境を越えた同様の地銀再編が進むとの見方が強い。 

　経営統合後の資産額は約１１兆７０００億円。ふくおかＦＧは本業のもうけを示すコア業務純益を、統合後２年半で１０００億円に拡大することを目指す。親和銀は、ふくおかＦＧから資本支援を受けて不良債権問題からの脱却を図る。

ふくおかＦＧ傘下２トップが抱負、親和銀鬼木氏、ファミ銀鈴木氏。



　ふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の谷正明会長兼社長は一日、親和銀行を完全子会社化したことを受けて、親和銀の鬼木和夫頭取、熊本ファミリー銀行の鈴木元頭取とともに福岡市で記者会見した。谷氏は「他の地銀持ち株会社にない、独自の経営スタイルを追求していきたい」と抱負を述べた。
　同日付で就任した親和銀の鬼木頭取は「これまで株主や取引先に迷惑をかけてきたが、ふくおかＦＧの一員に加わったことで安心して取引いただけるようになった」と強調。
　今後の経営方針については「経営資源を県内に集中し、名実ともに長崎県のトップバンクを目指す」と述べ、「県北ではライバル行に対し絶対的優勢にあり、長崎地区を取り返せれば県内シェアを逆転できる」と自信を見せた。
　九月十八日付で昇格した熊本ファミリー銀の鈴木頭取は「現場第一主義を貫き、営業の先頭に立って組織を引っ張っていきたい」と発言。「業績を上げて行員の処遇改善を図り、やる気を引き出したい」との考えも示した。
　谷会長兼社長は二十八日に発表した中期経営計画で掲げた二〇〇九年度に本業のもうけを示すコア業務純益を一千億円に伸ばす目標について「厳しい目標だが自信はある。長期金利の低下など頭の痛い問題はあるが、乗り越えて達成したい」と語った。
　また、ゆうちょ銀行との競合に関しては「現在の施策やサービスを磨いていけば十分対抗できる」と述べたが、「民間と同じ競争条件を整えてほしい」と付け加えた。

ゆうちょ銀が始動、九州地銀、営業攻勢を警戒――群抜く店舗網、投信で実績。



　日本郵政グループが一日、九州でも営業を始めた。傘下のゆうちょ銀行が保有する九州七県の預貯金残高は十七兆七千四百三億円（三月末）と国内最大の地域金融グループであるふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の一・八倍に達する。地銀各行からは規模を背景にした営業攻勢を警戒する声が出ている。
　「利用客が増えるように顧客ニーズに対応した営業に力を入れる。地域金融機関との連携を大事にして地域の活性化に貢献したい」。ゆうちょ銀行の斉木幸雄・熊本支店長はこう語った。
　ゆうちょ銀などから窓口業務を受託する郵便局を運営する郵便局会社の中沢欣三・九州支社長は「投資信託などリスクがある商品の説明責任を果たすとともに、多様な商品の受託を検討したい」と強調した。
　ゆうちょ銀行とかんぽ生命保険は九州を統括する熊本支店、郵便局会社と郵便事業会社は九州支社をそれぞれ熊本市の旧日本郵政公社九州支社に置いた。郵便局は三千四百六十七とふくおかＦＧの店舗の九・一倍、ＡＴＭは三千百七（三月末）と一・五倍に達する。
■　　□
　二〇〇五年十月から販売を始めた投信は伸びている。七県の八月末の純資産残高は八百九十五億円と三月末（六百三十六億円）に比べて四割増えた。保有口座数も三月末の三万三千六百から四万二千九百に拡大した。今後も郵便局のネットワークで多様な運用商品を発売したり、融資や新事業を始めたりすれば、既存の金融機関には脅威になる。
　佐賀銀行の松尾靖彦頭取は「地域金融という小さな池に巨大な鯨が飛び込み、影響は大きい」と語る。西日本シティ銀行の久保田勇夫頭取も「公的部門縮小による効率化が民営化の哲学で、民間と同じことをやるというのは趣旨から外れている」と不満を隠さない。
　十八銀行の宮脇雅俊頭取は「新規業務への参入は競争するうえで公平性の確保が必要だ」と訴える。大分銀行は「ゆうちょ銀の預金の預入限度額の拡大が認められると当行のシェアが大幅に下がる可能性がある」（営業統括部）と心配する。
■　　□
　各行とも対抗策を打ち出している。鹿児島銀行の永田文治頭取は「ゆうちょ銀との事業協力は念頭に置かず、営業担当者の増員やＡＴＭの増設など現場力を強化する」と語る。肥後銀行の小栗宏夫頭取は「提案型営業に力を入れるなど顧客サービスの質を着実に高めていく」と強調する。

西日本シティ銀など、ＭＳＫ工場承継に融資。



　西日本シティ銀行と日本政策投資銀行は十日、太陽電池モジュール大手、ＭＳＫ（東京・新宿）の福岡工場（福岡県大牟田市）の従業員らが同工場を買収して独立する資金として、事業承継会社のＹＯＣＡＳＯＬ（同、西堀考雄社長）に対して協調融資を実施したと発表した。
　融資額は明らかにしていないが、総額で二十数億円とみられる。
　ＭＳＫの福岡工場は昨年夏に同社が中国企業の傘下に入ったことで操業を停止していた。ＹＯＣＡＳＯＬは西日本シティ銀など九州の地銀五行が出資する「九州ブリッジファンド」と丸紅を引受先とする第三者割当増資を実施済み。
　今回の借り入れと合わせ、事業買収・操業再開に必要な資金調達が完了した。

親和銀・鬼木頭取に聞く、長崎南部を重点開拓、不良債権処理、１年半でめど。



　今月からふくおかフィナンシャルグループ（ＦＧ）の完全子会社となった親和銀行の鬼木和夫頭取は十日、日本経済新聞のインタビューに応じた。鬼木頭取は長崎県南部地域の顧客開拓を目指し、長崎市内の営業体制を一部見直す意向を表明。一年半後には懸案の不良債権処理にめどを付けたいとの考えを示した。主なやりとりは次の通り。
　――今後、長崎県内の顧客開拓をどのように進めていくのか。
　「ふくおかＦＧ傘下の福岡銀行が持つ人などの資源を長崎県に持ってくるとともに、同県を主たる営業地盤として事業展開していく。十八銀行に比べ預金・貸し出しシェアが低い長崎市などの県南部地域が顧客開拓の重点地区と位置づけている」
　「そのため、長崎市内にある支店など二つの拠点に、新規顧客を開拓する専門担当者を計十人程度配置した。（顧客が抱える問題にきめ細かく対応する）ソリューション営業を強化するため、本部にも約十人の担当者を置き、県南部地区の顧客開拓に役立てる」
　――金融サービスの中身はどう変わるのか。
　「これまでは担保を第一義に融資してきたが、企業の将来性やキャッシュフロー（現金収支）、経営者の人間性などを融資の判断材料とするなど、目利きを変える。（ふくおかＦＧグループの）福岡銀、親和銀、熊本ファミリー銀の三行は同じネット網が使えるため、為替手数料も安くできるようになった」
　――ライバルの十八銀も営業攻勢をかけている。
　「県内の預金・貸し出しシェアの奪回に向けて、ふくおかＦＧグループとして戦えば有利だと判断している。十八銀が牙城としている長崎市内の営業体制も組み直していく計画で、店舗のスクラップ・アンド・ビルドを進める。長崎市の金融のパイは大きく、トップシェアを取り戻したい」
　――不良債権の処理が課題だ。
　「これまで顧客の面倒見がいいといわれてきたが、その伝統は維持しつつ、しっかりとした審査体制を整える。各支店長の融資案件などの相談相手になれるリスクマネージャーを八人置き、各マネージャーが各支店を回る試みを始めた」
　「福岡銀の目線で各企業の中身を厳しく見てきた。引き当てなどでほぼ手は打ったと考えており、不良債権がさらに増加するような事態にはならないと判断している。福岡銀の援助を受けながら、一年半後には不良債権処理にめどを付けたい」
　――九州親和ホールディングスの上場廃止で失った顧客らの信頼回復策は。
　「株主にはご負担をかけることになり申し訳なかったが、実績を積み重ねることで信頼を取り戻していく以外にすべはない。長崎の経済が元気になったと実感してもらえるように努力する」
　「（二〇〇九年度までのふくおかＦＧの）中期経営計画では新たな銀行像として、地域とともに発展・成長する銀行を掲げたが、行員には変えよう、変わろう、行動しようと訴えている。従来とは異なる親和銀をつくっていきたい」

総合
公的資金頼らず、業界主導で不安解消（解説）



　全信組連が大型信組の山梨県民信用組合への資本支援の検討に入ったのは、金融危機が去り平時に戻るなか、信組の資本支援を公的資金に頼るのは得策ではないとの判断が業界内にあるためだ。公的資金を使えば、「地域金融機関はなお不安定」というイメージになりかねない。
　公的資金注入は地域金融の経営基盤強化と再編を促す金融機能強化法に基づいて申請できる。大手銀行の不良債権問題が終結した後の最近の例としては、〇六年十二月の豊和銀行への九十億円がある。
　株式会社形態の銀行と違い、協同組合の信用金庫や信組には業界各社を束ねる上部機関がある。金融庁はペイオフを全面解禁した〇五年春以降、「信金・信組の資本支援は原則として上部機関で」という考えを示しており、上部機関の出方が焦点だった。
　全信組連はこれまで小規模な信組を対象に一件当たり五億―十億円を中心に総額三百億円の資本支援をしてきた。今回の山梨県民信組への支援額は大きい。大型信組も支援対象にすることで業界主導で経営不安を回避する姿勢が鮮明になる。
　大手銀行などの不良債権処理が峠を越え、金融平時になっても、地域金融機関のなかには経営がなお脆弱（ぜいじゃく）なところも少なくない。上部機関が大型信組を含め様々な不振信組を支援すれば、金融安定化の大きなプラスになる。

山梨県民信組に全信組連、支援検討、地元経済界は評価、「経営改善に道筋」。



　【甲府】信用組合の上部機関である全国信用協同組合連合会（全信組連）は山梨県民信用組合（甲府市、小泉正仁理事長）に対し、年度内に資本支援する検討に入った。実現すれば山梨県民信組の財務基盤を抜本的に立て直し、経営不安を回避できそうだ。経営状況の改善に向けた道筋が示されたとして、山梨県内の経済界では積極的に評価する声が広がっている。
　山梨県民信組は全信組連の職員を顧問として受け入れ、具体的な支援額を調査中。小池正三常務は「支援額などの詳細は未定」としたうえで「当組合としては受け入れる方向で準備している」と話した。
　全信組連は二〇〇六年三月にも山梨県民信組に二十億円の資本支援を実施した。だが県内の景気回復の遅れや地価下落が響き業績は低迷。〇七年三月末の自己資本比率は四・八九％と健全経営の下限とされる四％に近く不良債権比率も二三％台で高止まりしていた。一気に経営を立て直すためにどの程度の支援額となるのかが注目される。
　山梨県民信組は〇四年二月に甲府中央、美駒、やまなみ、谷村の四信組が合併して発足。四信組の沿革までたどれば十信組が合流した形になる。
　山梨県中小企業団体中央会の内藤悦次会長は「脆弱（ぜいじゃく）な信組が合併した機関で不良債権比率の高さはある程度やむを得ない」と指摘。資本支援について「実現するなら地域を支えるための英断だ」と高く評価する。甲府商工会議所の渡辺恭史専務理事も「顧客は中小零細企業ばかり。（支援は）県内経済にとって大きなプラスになる」と話した。
　一方、甲府財務事務所の安井正人所長は「山梨県民信組は自ら経営改善に取り組んでおり、問題があるとは承知していない」と前置きしたうえで「信組業界内の支援により金融システムが安定し、県内経済が活性化するなら有意義だ」とコメントした。
　日銀甲府支店の金田一弘雄支店長も「支援が必要な状況なのか把握していないが、必要なら業界主導での経営改善の枠組みは評価できる」と指摘。「山梨県民信組の存在感は大きく、引き続き県内経済を支える役割を担ってほしい」と期待感を示した。

２．１３　グローバル戦略

新韓銀と提携、　まず韓国への送金など、西日本シティ銀。



　西日本シティ銀行は五日、韓国の新韓銀行（ソウル市）と業務協力することで合意したと発表した。まず日本から韓国への送金業務やウォンの調達で提携する。今後もビジネス情報の提供など両行で協力できる分野を模索し、提携関係を拡大していく考えだ。
　新韓銀行は韓国で二番目の規模を持つ大手銀行。同国内で千店以上の支店を構える。福岡市に支店を置く韓国系金融機関は同行だけで、日本の地銀でソウル市に駐在員事務所を置いているのは西日本シティ銀だけという。
　西日本シティ銀は韓国向けの円建て送金について新韓銀行のネットワークを活用する。受取人口座がウォン建ての場合でも、ほぼ当日の入金が可能になるという。これまで同行は海外送金業務をメガバンクなどに委託しており、手続きに一―二日かかっていた。
　両替用ウォンの調達でも提携。西日本シティ銀はウォンの取扱店舗を六店から十六店に拡大するほか、二十万ウォンパックの販売手数料を従来の二千五百円から千三百円に引き下げる。釜山旅行が当たる外貨両替キャンペーンも十月まで実施する。

八十二銀、タイに拠点、進出取引先に情報提供。



　八十二銀行は二十六日、タイの首都バンコクに十月一日付で駐在員事務所を開設すると発表した。タイに進出する取引先企業に、法律面での助言や外貨規制の情報などを提供する。同行の海外拠点は五カ所目。従来は提携先であるタイ大手のカシコン銀行に派遣した行員が対応していた。組織を正式に立ち上げて取引先の支援体制を強化するねらいだ。
　開設するのは「バンコク駐在員事務所」。十月一日から業務を始める。地銀でタイに拠点を設けるのは初めて。所長として行員一人を派遣、取引先の現地法人向けに法律や外貨規制などの情報を提供。
　タイに進出予定の取引先には立地選定の支援をするほか、人材派遣業者などを紹介する。
　駐在員事務所のため、法人向け融資などの営業活動はしない。ただ借り入れ需要があれば、国内の取引店や提携先のカシコン銀行に取り次いで対応する。
　同行の海外拠点は、リース業務などを担当する八十二亜洲公司（香港）、香港支店、シンガポール駐在員事務所、上海駐在員事務所の四カ所がある。

国際協力銀、タイで地銀含む融資団、中小向け、２６０億円上限。

	2007/10/17, 日本経済新聞　朝刊, 7ページ, 　, 329文字


　【バンコク＝三河正久】国際協力銀行はタイで初めて地方銀行三行を含めた協調融資団を組み、現地に進出する中小企業向けの融資を月内に始める。自動車や電機・電子メーカーの拡張投資増に伴い、地方からも関連業界の中小企業によるタイ進出が増えているため。タイの商業銀行四位のカシコン銀行を通じて、中小向けでは過去最大規模の上限二百六十億円の融資枠を設ける。
　協調融資には三井住友銀行を主幹事に、三菱東京ＵＦＪ銀行、みずほコーポレート銀行の都市銀行三行のほか、京都銀行、北陸銀行、東日本銀行の三地銀が初めて参加。これに住友信託銀行、野村信託銀行を含めた八行で融資団を組む。十七日に正式発表する。
　融資対象はタイに進出した日系中小企業や、日系企業と取引のある地元の中小企業。

２．１４　財務（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
３　メガバンク
３．１　貨幣取引，資金調達

３．２　企業金融戦略
メガバンク、中小の環境対策支援、企業紹介・融資の対象拡大。



　メガバンクが中小企業の環境対策を後押しする。みずほ銀行は月内に中小企業に対して、太陽光やバイオマス（生物資源）を使った発電などの環境装置メーカーを紹介する事業を始める。三井住友銀行や三菱東京ＵＦＪ銀行は、環境に配慮する中小企業に対して貸出金利優遇などの支援策を強化する。環境対策に悩む中小企業を取り込み、営業拡大をはかる。
　みずほ銀行は太陽光発電装置大手のシャープのほか、バイオマス発電の中外炉工業、屋上緑化のサカタのタネなど三十―四十社の環境メーカーと顧客紹介で契約を結ぶ。汚水処理や有害物質の処理を手掛けるメーカーとも提携する予定だ。
　みずほ銀の取引先である中小企業から電力料金を減らすニーズがあれば、シャープなど複数のメーカーを紹介する。中小企業への顧客紹介は無料だが、みずほ銀には環境メーカー側から顧客紹介の見返りとして手数料が入る。さらに、中小企業と環境メーカーが設備導入で契約を結べば報酬が入る仕組みだ。複数の環境メーカーが参加するコンソーシアムを組み、中小企業の利便性を高める。
　三井住友銀行と三菱東京ＵＦＪ銀行など三メガバンクは、環境に配慮した経営をする企業に対して、通常よりも〇・五％程度貸出金利を優遇するローンにも力を入れる。
　三井住友は中小企業が利用しやすいように環境融資の対象を拡大した。これまで国際的な環境認証などを取得した企業を対象に貸出金利を優遇していたが、より簡単に取得できる非営利組織（ＮＰＯ）の環境認証などでも優遇できるようにした。外食店や小規模な小売店などのニーズにこたえる。三菱ＵＦＪも優遇対象の拡大を検討する。

３．３　個人金融戦略

３．４　政府金融

３．５　フィービジネス戦略（投資銀行業務もここ）

三井住友銀、富裕層開拓へ、三井不動産販売と提携。



　三井住友銀行は富裕層の顧客を開拓するため、三井不動産販売とこのほど提携した。三井不動産販売が抱える資産家などの優良顧客のうち、希望者に三井住友銀が総合的な金融サービスを提供する。同行は今春、オーナー企業向け営業と富裕層開拓を一体で進める新組織を立ち上げ、プライベートバンキング事業を強化。異業種と組んで顧客開拓を加速する。
　三井不動産販売は一億円を超えるような高額物件を売買した顧客の会員組織をつくり、限定サービスとして内装や高級家具などの有力企業を紹介している。会員数は現在二千人前後とみられる。三井不動産販売は今後、金融関係の相談や融資の要望がある顧客に三井住友銀を紹介する。
　三井住友銀は専門理論を使った分散投資を紹介したり、資産相続への対策を練ったりするなどの相談に応じ、金融商品の販売や遺言信託などにつなげる考え。顧客が経営者であれば事業承継に関する相談にも乗る。個別の金融商品やサービスの手数料を特別に割り引く優遇策も今後検討する。

銀行・生保、窓販巡り、合従連衡、第一、窓販子会社きょう発足、「主導権争い」白熱。



　第一生命保険は一日、全額出資の生保子会社、第一フロンティア生命保険（東京・中央）の営業を始める。同子会社は銀行窓販向け商品を開発・供給する戦略会社。銀行窓販で先行する住友生命保険を追撃する狙いで、今後は日本生命保険の出方が焦点だ。強力な販売網を背景に窓販の主導権を握る大手銀行との関係をめぐり“仁義なき”合従連衡が始まった。
　第一フロンティア生命の新型年金保険を一日から店頭に並べるのは、りそなホールディングス傘下のりそな、埼玉りそな、近畿大阪の三行。りそなと第一生命は七月に資本・業務提携を締結。公的資金の早期返済に取り組むりそなの優先株と普通株を第一生命が取得する代わりに、りそなが第一の商品を取り扱う。
関西で存在感
　第一が「資本と窓販」の交換で、りそなと組む意義は大きい。例えば、第一と親密なみずほグループは関西が手薄なのに対して、りそなは大阪を中心に関西に分厚い店舗網を抱え、第一の存在感の上昇につながる。
　「当社がみずほを最も重視する姿勢に変化はありません」。提携構想が表面化した直後から第一首脳は釈明に追われた。しかしみずほ側が本心から納得したかどうかは微妙。「歴史的に見れば、うちは第一よりも明治安田生命保険（旧安田生命保険）との関係が長いからね」。あるみずほ幹部はつぶやく。
　もっとも、みずほも第一に一方的に文句を言う立場にはない。みずほは生保商品の窓販で、第一の宿敵である住生の商品を積極的に取り扱ってきた経緯があるからだ。第一の生保子会社の認可・設立が遅れたという事情があるとはいえ、みずほと住生は資本関係もなく本来は疎遠。「商品性が良く、売れるから」とみずほは説明するが、みずほの筆頭株主である第一にとって面白いはずがない。
日生の出方焦点
　八月にはある“事件”が起きた。住生が基金（生保の資本金に相当）の証券化を実施。主幹事証券に、大和証券ＳＭＢＣではなく、みずほ証券が入ったのだ。「住生のみずほへの恩返し」というのが生保業界の受け止めだ。
　もちろん住生にとって最も親密なのは三井住友銀行。しかし同行にとって、もう一つの親密生保である三井生命保険が株式上場を控えている。三井生命が市場で評価を受けるには窓販の実績を伸ばすことが絶対条件。三井住友銀の関心は三井生命に向けられがちだ。これに対して住生はみずほなどと「全方位外交」を展開、窓販実績では大手生保で断トツとなっている。
　窓販の合従連衡をめぐって今後の焦点は日生だ。日生はこれまで銀行が好む「元本保証型変額年金」を出していない。商品設計や販売手数料の設定などで銀行優位の状況に反発してきたからだとみられている。
　しかし九月の記者会見で岡本圀衛社長は「うちが銀行窓販に消極的というのは誤解」と発言。銀行窓販の全面自由化を間近に控え、日生が銀行との関係再構築に踏み込むかどうか。ガリバーの次の一手をライバル生保も銀行も注視している。

３．６　リスクマネジメント
３．７　ローコスト戦略
３．８　人材・組織戦略

３．９　チャネル戦略
３．１０　情報システム戦略
３．１１　アライアンス戦略
３．１２　総合戦略，地域拡張戦略（含統合）
３．１３　グローバル戦略
三井住友カード、韓国大手銀と提携、加盟店の相互開拓など。



　三井住友カードは十九日、韓国最大手の国民銀行とクレジットカード事業で業務提携したと発表した。日韓で相互に会員向け優待サービスの協力店を開拓するほか、法人向けカードの対象企業を紹介。共同での広告宣伝や会員向けヘルプデスクの設置など幅広い分野での協力を検討していく。
　具体的には両社がそれぞれ、相互の会員向けに商品の割引サービスやプレゼントなどを提供してくれる加盟店を開拓。買い物に応じて付与するポイントプログラムなど、互いが持つサービスに関するノウハウなども共有していく。また日韓両国に進出しているそれぞれの親密企業の相互紹介などを通じ、法人のカード需要の掘り起こしも進める。
　三井住友カードによると韓国からの訪日客数は二〇〇六年に初めて二百万人を突破し、八年連続で訪日客数最多となった。国民銀行との提携により、韓国人観光客の需要の取り込みや、訪韓する三井住友カード会員へのサービスの拡充につなげたい考え。

みずほコーポ銀、中国・青島に支店開設認可を取得。



　みずほコーポレート銀行（ＣＢ）の中国現地法人は、中国銀行業監督管理委員会から山東省青島市で支店を開設するための準備認可を受けた。二〇〇八年春の開設に向けて準備を開始する。
　中国進出する企業の増加を背景に、みずほＣＢは中国拠点の増設に力を入れている。みずほＣＢは支店の開設で、山東省内にある日系企業などとの取引を拡大していきたい考え。

３．１４　財務戦略（決算は方針でイメージが大きく変わるので注意）
４．１　非銀行金融機関
イオン銀、月内に開業、小売り・金融融合加速、予備審査終了、免許を申請。



　イオンは五日、開業準備中の「イオン銀行」（東京・江東）への金融庁の予備審査が終了し、同日営業免許を申請したと発表した。十月中にも首都圏で一号店を開く。グループのショッピングセンター（ＳＣ）内に銀行窓口を設け住宅ローンや投資信託など幅広い金融商品を扱う。ＡＴＭの決済業務が主体のセブン銀行とは異なる経営モデルで、小売業と金融の融合が一段と進みそうだ。
　イオン銀の計画によると、グループの大型ＳＣ内に五年で六十店以上の有人店舗を設置。住宅ローンや教育ローンなどを販売する。午前九時から午後九時まで原則年中無休で営業し、小売り系の銀行として特徴を明確に打ち出す。
　キャッシュカードにはイオンが四月に発行した電子マネー「ワオン」を搭載し、流通事業との相乗効果を狙う。イオングループのＳＣや食品スーパーには一日あたり約四百万人が来店するが、三百万口座を五年で獲得するのが目標。グループのカード会社、イオンクレジットサービスが銀行代理店となり、同社の顧客にイオン銀行の口座開設を勧めるといった集客策も検討中だ。預金残高は六千五百億円、本業のもうけである業務純益は百億円をめざす。
　小売業からの銀行参入は二〇〇一年のセブン＆アイ・ホールディングスに続く。だが、経営モデルは対照的だ。セブン＆アイ系のセブン銀は「セブンイレブン」に設置するＡＴＭの出入金サービスが事業の軸。従来の銀行経営と一線を画し、資産をできるだけスリム化。手数料収入で稼ぐビジネスモデルで銀行業に参入した。
　これに対して、イオン銀は「コンビニＡＴＭは重視しない」（イオン首脳）考え。証券や保険の取り扱いも検討している。イオンの個人顧客を対象に、総合的な金融サービスを提供していく方針だ。
　両行のビジネスモデルの違いは、イオンとセブン＆アイの店舗形態の違いによる。セブン＆アイは全国に約一万二千店を運営するコンビニ最大手のセブン―イレブン・ジャパンを傘下に持つ。これに対してイオン系列のミニストップは千八百店にとどまっており、コンビニＡＴＭの分野で競争力を保つことは難しい。
　一方、ＳＣや食品スーパーなど中大型店はイオングループが約千五百店でセブン＆アイのほぼ三倍の規模。ＡＴＭに特化したセブン銀に対し、イオン銀は大型店舗の集客力を生かして総合金融サービスに取り組む。

４．２　外国金融機関
英スタンダード銀、インド中堅証券に出資、買収も視野。



　【ニューデリー＝小谷洋司】英スタンダード・チャータード銀行はインド政府系中堅のＵＴＩ証券に四九％出資する。現在の親会社から三千六百万ドル（約四十億円）で株式を買い取る。
　将来の買収も視野に入れており、リテール（小口金融）分野の基盤強化を狙う。
　親会社の政府系投資会社ＳＴＣＩとの間で合意した。ＵＴＩ証券は一九九四年設立で、インドの主要六十都市に四十一カ所の支店と百七十四カ所の契約店舗を構える。
　スタンダード・チャータード銀は二〇一〇年までに、同証券を一〇〇％子会社にできる権利を得た。
　同銀のインド事業を率いるニーラジ・スワループ最高経営責任者（ＣＥＯ）は「（今回の出資で）インドでの資産管理サービスなどを充実できる」としている。スタンダード・チャータード銀はインドで米シティバンクなどと競合する外銀の大手。

英銀行株、時価総額２日で３兆円減、ノーザン・ロック銀の資金繰り悪化。



　【ロンドン＝田村篤士】米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に端を発した信用収縮懸念を受けて、欧州の株式市場で銀行株の動揺が強まっている。英国市場では中堅銀行ノーザン・ロックの資金繰り悪化を受けて、十七日までの二営業日で銀行セクターの時価総額は三兆円吹き飛んだ。
　十八日の英国市場で、銀行株は反発して始まっているが、金融システム不安や欧州経済への影響に懸念は強い。市場では「配当利回りの高い銘柄などに安定銘柄に資金をシフトする流れは続く」（英野村証券の服部哲郎ストラテジスト）という声が強まっている。
　英国ではノーザン・ロック株だけでなく、住宅融資を手掛ける銀行から一斉に資金が引き揚げられた。アライアンス・アンド・レスター（Ａ＆Ｌ）株は二日間で三五％下がり、ＨＢＯＳ株など大手行にも売りが先行している。
　中央銀行によるノーザン・ロックへの救済融資が明らかになってから十七日までの二営業日で、英銀行セクター（主要九行）の株式時価総額は百三十五億ポンド（五％、約三兆一千億円）減った。英メディアは連日のように、預金引き出しのためノーザン・ロックの店舗前に長い列を作る顧客の写真を大きく掲載。金融不安から銀行株全般に買いが手控えられた。
　慌てた英政府は十七日に預金保護政策を発表。これを受けて十八日午前の英国市場で銀行株は小幅ながら反発している。ただ前日までに空売りした投機筋の買い戻しが主導しているもようで、新規の投資資金は限られ、反発の勢いは乏しい。
　「金融立国」の英国市場では金融セクターの時価総額が二割と高く、相場全体への影響は大きい。米国から輸出された「金融システムへの警戒感」は英国を通じて経済で結び付きの深いアイルランド、住宅ブームの続くスペインなどにも広がり、こうした国でも銀行株が乱高下している。
　欧州市場では食品や小売株など景気動向にそれほど影響を受けない「ディフェンシブ株」に資金が向かっている。投資マネーがリスク回避の傾向を一段と強めている形だ。東京株式市場には欧州投資マネーも流れ込んでいるため、日本市場への資金流入も細る可能性が出てきた。

ＡＢＮアムロ買収、バークレイズと欧州３行連合案、経営陣、推薦せず。



　「バークレイズ案は買収価格が低すぎる。一方、ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など欧州三行連合案は事業分割に伴うリスクが大きい」。ＡＢＮアムロのフローニンク会長は二十日にオランダ・ロッテルダムで開いた臨時株主総会で、経営陣としてどちらの買収案も推薦できないとし、アムロの将来を株主の手に委ねる考えを表明した。
　バークレイズ案の推薦をやめたのは、米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題を発端とした株安で、バークレイズが七月に提示した一株当たり三五・七三ユーロの買収価格が同三二・六三ユーロまで下がったため。三行連合の買収価格は同三七・八八ユーロで、バークレイズを約一六％上回る。
　三行連合案は「価格的に優位で株主が享受できる利益も大きい」と指摘。しかし、アムロのような大規模で事業内容が複雑な銀行を三行で分割するリスクも大きいと判断、株主に推薦することを避けた。
　「指針を示せない役立たずの取締役は総辞職すべきだ」「どちらの提案にも賛同しない株主はどうなるのか」「単独で生き残る道は無いのか」――。オランダ経済の中核を担ってきた大手銀行の将来を“一任”された大勢の株主は、割り切れない表情のまま総会会場を後にした。

英ＨＳＢＣにモノ申す、米買収ファンド、「アジア重視に転換を」、米年金後ろ盾に攻勢



　「世界のリテール銀行」を目指す英最大手銀ＨＳＢＣが、同行発祥の地である香港など新興国市場を中軸とした経営に方向転換するよう、株主に迫られている。ＨＳＢＣを突き上げているのは、米買収ファンドのナイト・ビンケ。三年前に国際石油資本（メジャー）のロイヤル・ダッチ・シェルに英国とオランダの二親会社制を廃止させた“アクティビスト”として知られる。
　ナイト・ビンケは九月上旬にカリフォルニア州職員退職年金基金（カルパース）と連名でＨＳＢＣに手紙を送り、同行は高成長が続くアジアの代わりに米欧の基盤を拡大する過ちを犯したと主張。そのうえで（１）本部を香港に戻す（２）事業売却などで米欧事業を見直し、アジアに経営資源を集中する（３）グリーン会長を代表権のない取締役に降格する――ことなどを求めた。ナイト・ビンケはＨＳＢＣ株の約一％を保有している。
　これに対し、ＨＳＢＣは同月下旬にシニア・インディペンデント・ディレクターのサイモン・ロバートソン氏とナイト・ビンケのエリック・ナイト最高経営責任者（ＣＥＯ）の会合を設定。その席でロバートソン氏は「ＨＳＢＣはすでにアジア強化に動いており、事業再編の必要はない」「グリーン会長は取締役の全面的なサポートを得ている」などと述べ、ナイト・ビンケ側の主張を全面的に否定。金融市場の混乱が続くなかで、経営陣を当惑させるような行為を慎むよう促した。
　これに対し、ナイト・ビンケは現在もＨＳＢＣに事業再編を促すキャンペーンを展開中。他の大株主は今のところ沈黙を保っているが「カルパースを後ろ盾とするだけに、ナイト・ビンケは近い将来、再びＨＳＢＣに圧力をかけてくる」との観測が市場に広がっている。

ＡＢＮアムロ銀、欧州３行連合が買収へ、総額１１兆円、バークレイズ断念。



　【ロンドン＝吉田ありさ】英銀大手バークレイズは五日、オランダ銀大手ＡＢＮアムロの買収提案を撤回すると発表した。これにより、対抗買収案を提示していた英銀大手ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など欧州三行連合がアムロを買収する可能性が極めて濃厚になった。実現すれば、総額七百十億ユーロ（約十一兆六千五百億円）と銀行買収では過去最大となり、グローバルな金融再編の口火を切る可能性もある。（関連記事７面に）
　バークレイズは今年四月以降、ＲＢＳ連合とアムロを巡る争奪戦を繰り広げてきたが、アムロ株主から支持を得られなかったため、買収を断念することを決めた。
　買収価格は株式交換を含むため変動するが、今月四日時点でＲＢＳ連合案が一株三八・〇一ユーロと、バークレイズ案（同三三・二八ユーロ）を一四％上回っている。それぞれの株式公開買い付けへの応募は五日までに締め切られ、近く結果が明らかになる。
　ＲＢＳ連合を構成するのは、ＲＢＳのほか、スペインのサンタンデール・セントラル・イスパノ銀行、オランダ・ベルギー金融大手フォルティス。
ＡＢＮアムロ分割買収へ、３行連合、株８６％確保、再編新モデルに。



　【ロンドン＝吉田ありさ】英ロイヤル・バンク・オブ・スコットランド（ＲＢＳ）など欧州銀三行連合は八日、オランダのＡＢＮアムロに対する買収提案に株主の八六％が応募したと発表した。十二日までに買収成立を正式発表する見通し。総額で七百億ユーロ（約十一兆六千億円）超の過去最大の銀行買収になる。三行連合はＡＢＮアムロを三分割することで、それぞれ戦略部門の強化に必要な部分だけ傘下に収める。分割買収という試みは、金融のグローバル再編を加速する可能性もある。
　三行連合はＲＢＳのほか、スペインのサンタンデール・セントラル・イスパノ銀行、オランダ・ベルギーのフォルティスで構成する。今年春から英バークレイズとの間でＡＢＮアムロの争奪戦を繰り広げていたが、買収価格で下回ったバークレイズは五日、断念を発表した。三行連合は「資金調達など諸手続きが完了し次第、買収成立を発表する」（ＲＢＳ広報責任者）という。
　買収価格は株式交換を含むため変動するが、五日時点で一株当たり三八・〇三ユーロ。五十三カ国で事業展開し、金融機関の株式時価総額で世界二十位以内のＡＢＮアムロほどの大手を分割買収するのは初めて。成功すれば銀行買収の新モデルになると注目されている。
　ＡＢＮアムロは積極的な買収戦略で欧州や米国、アジア、南米に事業を拡大してきた。このうち企業金融・市場部門とアジアの拠点網などはＲＢＳが獲得する。投資銀行業務のグローバル展開を加速させる狙い。
　サンタンデールはすでに基盤を持つブラジルなど南米とイタリアの子会社を買い取り、スペイン国外での事業を強化する。フォルティスは地元オランダで個人金融の拠点網をライバルだったＡＢＮアムロから買い取ることでシェアを高める。
　三行連合を率いるＲＢＳのグッドウィン最高経営責任者（ＣＥＯ）はこれまで数多くの銀行買収を成功させた「買収の名手」。ただ今回は米国の信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）問題に伴う信用収縮という逆風下にある。買収後速やかに事業の効率化を実現できるか手腕が試される。

米銀破綻３行目、今年、サブプライムで焦げ付き。



　【ワシントン＝山本留美子】米オハイオ州の金融監督当局は、同州に本拠を置く地銀のマイアミ・バレー・バンクが破綻したと発表した。米銀破綻は今年に入り三行目。二月と九月に破綻した二行と同様、住宅ローンを主力とする同行で信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）を含む貸し出しの焦げ付きが増加。不良債権の処理負担が経営を圧迫した。
　マイアミは総資産八千六百七十万ドルの州立銀行。二〇〇六年末に三・三％だった延滞債権が〇七年の一―三月期に一二・八％にまで上昇していた。損失の補てん後、最低必要な自己資本を維持することができなくなり、監督局が経営の継続は不可能と判断した。
　マイアミ・バレー・バンクの預金で預金保険の保護対象となっている六千二百万ドルについては、オハイオ州の地銀であるシチズンズ・バンキングが引き受ける。預金保護の対象外となった二百六十九口座、千四百万ドルやその他の資産については米連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）が引受人として管理する。
　米銀は住宅ブーム期に好調に収益を拡大し、〇四年六月以来、破綻はゼロだった。ただ、サブプライムローンの焦げ付き急増など、住宅市場の冷え込みが顕著になった〇七年に入り、二月にペンシルベニア州のメトロポリタン貯蓄銀行、九月末にはネットバンクがそれぞれ破綻した。

米銀破綻３行目、今年、サブプライムで焦げ付き。



　【ワシントン＝山本留美子】米オハイオ州の金融監督当局は、同州に本拠を置く地銀のマイアミ・バレー・バンクが破綻したと発表した。米銀破綻は今年に入り三行目。二月と九月に破綻した二行と同様、住宅ローンを主力とする同行で信用力の低い個人向け住宅融資（サブプライムローン）を含む貸し出しの焦げ付きが増加。不良債権の処理負担が経営を圧迫した。
　マイアミは総資産八千六百七十万ドルの州立銀行。二〇〇六年末に三・三％だった延滞債権が〇七年の一―三月期に一二・八％にまで上昇していた。損失の補てん後、最低必要な自己資本を維持することができなくなり、監督局が経営の継続は不可能と判断した。
　マイアミ・バレー・バンクの預金で預金保険の保護対象となっている六千二百万ドルについては、オハイオ州の地銀であるシチズンズ・バンキングが引き受ける。預金保護の対象外となった二百六十九口座、千四百万ドルやその他の資産については米連邦預金保険公社（ＦＤＩＣ）が引受人として管理する。
　米銀は住宅ブーム期に好調に収益を拡大し、〇四年六月以来、破綻はゼロだった。ただ、サブプライムローンの焦げ付き急増など、住宅市場の冷え込みが顕著になった〇七年に入り、二月にペンシルベニア州のメトロポリタン貯蓄銀行、九月末にはネットバンクがそれぞれ破綻した。
中国民生銀、米銀ＵＣＢＨに出資、最大２０％、海外業務の起点に。



　【上海＝張勇祥】中国の中堅銀行、中国民生銀行はサンフランシスコに拠点を置くＵＣＢＨホールディングスに最大二〇％出資する。ＵＣＢＨはナスダックに上場しており、華僑、華人向け銀行業務を手がけるユナイテッド・コマーシャル・バンクを傘下に持つ。中国企業による「走出去（海外投資）」が盛り上がってきた。
　民生銀はまず、年内にもＵＣＢＨの第三者割り当て増資を引き受け、株式四・九％を取得。その後、二〇〇八年末までに持ち株比率を九・九％まで引き上げる。投資額は二億千二百万―三億千七百万ドル（約二百五十億―三百七十億円）にのぼると民生銀はみている。
　また、民生銀は持ち株比率を二〇％まで引き上げるオプションも持つ。行使した場合、民生銀はＵＣＢＨの筆頭株主になる見通し。同銀は今年に入り百八十二億元（二千八百四十億円）を増資で調達しており、財務への影響は限定的という。
　ユナイテッド・コマーシャル・バンクは中国系米国人や中小企業向けに業務を展開。〇七年六月末の総資産は百六億ドル、同中間期の純利益は五千五百二十四万ドルだった。民生銀は現時点で海外に支店などは持っておらず、初めて海外に足掛かりを得ることになる。
　このほか、石炭最大手の中国神華能源は九日の上場で約六百六十億元の資金を調達。同社は使途の決まっていない約三百億元について「戦略的な資産買収」に向けるとしている。オーストラリアやインドネシアで資源調査を進めているとも伝えられており、大型の資産買収につながる可能性もある。
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